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はじめに 
 

 

福岡県都市計画基本方針策定の趣旨 
 

●我が国の社会構造が、それまでの人口・産業が都市へ集中する「都市化社会※」から、成

熟した「都市型社会※」へと転換したことに対応して、平成12年（2000年）に都市計画法

の改正が行われました。 

●福岡県都市計画基本方針は、この都市計画法の改正に伴って、本県における「都市型社会」

に対応した都市づくりを効率良く戦略的に推進していくための方針として、平成15年

（2003年）に策定しました。 

●これまでの基本方針では、「暮らしやすく活力のある環境共生の都市づくり」を目標とし

て掲げ、県内55都市計画区域※の「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針(平成16年度

策定) ※」（都市計画区域マスタープラン※）における都市づくりの目標を示すとともに、

その後の広域的な都市計画行政の基本的な方向性を示す論拠として活用して参りました。 

●しかしながら、近年、以下に示すように都市を取り巻く環境が大きく変化しています。 

・少子高齢化の更なる進展とその結果としての人口減少への移行 

・人口減少に伴う空き家・空き地の増加などに起因する防犯面などの生活環境の悪化 

・地球環境保全の観点からの低炭素都市づくり※への要請 

・福岡県西方沖地震や東日本大震災発生に端を発する防災・減災※都市づくりへの要請

の高まり 

・景観法の整備や世界遺産を目指した取組など個性ある都市づくりへの要請の高まり 

・人口減少、高齢社会への対応としての都市計画法ならびに都市再生特別措置法の改正

や、日常生活に必要不可欠な交通手段の確保等からの地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律の改正など都市計画制度面での新たな動き         など 

●このような社会変化や都市計画に対する社会的要請の変化を踏まえながら、喫緊の課題と

なった集約型の都市づくり※を、本県の広域的な県土構造形成と調和させながら効果的に

進めることを目的として、新たな福岡県都市計画基本方針を策定しました。 

注）文中の※印の用語は、用語集で解説しています。 

 

福岡県都市計画基本方針の役割 
 

●福岡県都市計画基本方針は、次のような役割を果たします。 

① 本県における都市づくりの基本的な方針を示します。 
 

② 県が決定する都市計画区域マスタープランに対しての基本的な考え方を示します。 
 

③ 広域的な見地から市町村の都市計画マスタープラン※や個別の都市計画に対する方

向性を示します。 
 

④ 県や市町村が取り組むべき施策や体制づくりの考え方を示します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■福岡県都市計画基本方針の位置付け 

福岡県都市計画 

基本方針 
〔福岡県の都市計画のあり方を示すもの〕 

都市計画 

運用指針※ 
〔国の都市計画制度の 

運用方針〕 

都市計画区域の 

整備、開発及び 

保全の方針 

（都市計画区域 

マスタープラン） 
〔都市計画法第６条の２ 

第１項の規定に基づく〕 

市町村の 

都市計画に関する 

基本的な方針※ 

（市町村の 

都市計画 

マスタープラン） 
〔都市計画法第18条の２ 

第１項の規定に基づく〕 

個別都市計画決定 
〔都市計画法に基づく 

区域区分、地域地区、都市施設、市街地開発事業、 

地区計画等といった個別都市計画決定〕 

福
岡
県
都
市
計
画
の
運
用
方
針 

〔
福
岡
県
の
実
態
を
踏
ま
え
た
都
市
計
画
制
度
の
運
用
方
針
〕 

即する 

国土形成計画※ 

国土利用計画の 

全国計画 等 

国 県 市町村 

福岡県総合計画 

国土利用計画の県計画 

〈福岡県国土利用計画等〉 

市町村の基本構想 

国土利用計画の 

市町村計画 等 

国 県 市町村 

関連する 

県の主要計画 

〔都市計画法に基づく〕 

市町村の 

関連計画 
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福岡県都市計画基本方針の概要について 

 

 

はじめに 

（１）策定の背景 

・現行の基本方針は、平成15年におおむね20年後の都市の姿を展望した上で策定 

・近年の都市を取り巻く環境の変化に対応するため、新たに策定するもの 

 

 

 

 

 

 

  

（２）基本方針の位置づけと役割 

・今後の都市づくりにおける県や市町村の施策の方向性を示すもの 

（３）目標年次 

  ・平成27年度からおおむね20年後の都市の姿を展望した上で定める。 
 

  

 

 都市計画の現状・課題 

○広域化する生活圏への対応 
 ・市町村の区域を越えて生活圏が広域化してい

る。 
  

○人口減少への対応  
 ・人口減少の進行により、市町村によっては日

常生活に関わる様々な問題の発生が懸念さ
れる。 

 

○都市化圧力への対応 
 ・市街地縁辺部においては依然として都市化圧

力が高い地域がある。 
 

○交流・連携を支える都市基盤整備への対応 
・アジアの玄関口や九州・山口ブロックの中心
にふさわしい都市基盤の更なる充実が求め
られている。 

 

○個性を生かした都市づくりへの対応  
 ・景観・世界遺産など個性を生かした都市づく

りが求められている。 

 

○少子・高齢社会への対応 
 ・自動車から他の移動手段への移行が必要とな

る高齢者が増加している。 
・高齢者や子育て世帯が暮らしやすいまちづく
りが求められている。 

 

○公共交通施策への対応  
 ・沿線人口の減少と公共交通を利用できない場

所への都市機能の分散による公共交通の衰退
が懸念される。 

  

○水資源確保・自然環境保全、エネルギー問題へ
の対応 

 ・安定した水資源の確保への取り組みが引き続
き求められている。 

 ・人と自然が共生できる都市づくりが求められ
ている。 

 ・多様なエネルギーをこれまで以上に効率的に
利用する取り組みが求められている。 

○防災性の向上への対応  
 ・地震や豪雨など自然災害に強い防災都市づく

りが求められている。 

目指すべき方向性 

○広域的な都市の連携 

・基幹的な交通網及び情報網の整備 

・広域的で多様な交流・連携による活力の増進 

 

○土地利用の適正な誘導  

・個々の都市特性に応じた集約型の都市づくり 

・拠点や公共交通が便利な場所への都市機能の

集約 

 

○広域的な交通流動に対応した都市計画の適用 

・交通施設整備に伴う広域的な交通流動の変化

に対応した土地利用の誘導 

 

 

○個性を生かした都市づくり 

・自然や歴史・文化、景観、世界遺産などの個

性を生かした都市づくり 

 

○地域住民の意見を都市づくりに反映 

・住民がまちづくりに参画できる都市づくり 

○多世代が暮らしやすい都市づくり 

・ユニバーサルデザインのまちづくり 

・高齢者が自立的に活動でき、子育て世帯が安

心して暮らせる居住環境づくり 
 

○公共交通軸を生かした都市づくり 

・公共交通を含め多様な交通手段が確保された

豊かで暮らしやすい都市づくり 

 

○都市・田園・自然の調和 

・緑地空間の整備、緑の保全など総合的な都市

緑化、多様なエネルギーを効率的に利用する

低炭素都市づくり 

 

 
 

○安全・安心な都市づくりへの取り組み 

・防災・減災に対応した土地利用誘導や市街地

整備など防災都市づくりの推進 

 

１ 都市計画の現状・課題と目指すべき方向性 

福岡県総合計画と主要関連計画 

福岡県総合計画      （平成24年  3月策定） 
■「県民幸福度日本一」を目指す 
■県民生活の「安定」「安全」［安心］を目指す 
■10の事項の実現に取り組む 
 

・福岡県国土利用計画〔第四次〕    （平成21年  3月策定） 
・福岡県農業・農村振興基本計画       （平成24年  3月策定） 
・福岡県森林・林業基本計画          （平成25年  3月策定） 
・福岡県水産振興基本計画                     （平成25年  3月策定） 
・福岡県過疎地域自立促進方針・福岡県過疎地域自立促進計画 （平成22年  9月策定） 
・福岡県住生活基本計画                          （平成24年  3月策定） 
・福岡県交通ビジョン                           （平成24年  3月策定） 
・福岡県交通安全計画〔第9次〕             （平成23年12月策定） 
・福岡県交通安全実施計画                       （平成25年  7月策定） 
・福岡県地域防災計画〔基本編･風水害対策編, 地震・津波対策編,  
事故対策編,災害危険箇所編, 原子力災害対策編〕  （平成17年3月～平成24年9月策定） 

・福岡県耐震改修促進計画                       （平成19年  3月策定） 
・福岡県環境総合基本計画                       （平成25年  3月策定） 
・福岡県地球温暖化対策推進計画                 （平成18年  3月策定） 
・福岡県生物多様性戦略                         （平成25年  3月策定） 
・福岡県保健医療計画                           （平成25年  3月策定） 
・福岡県高齢者保健福祉計画〔第7次計画〕       （平成27年  3月策定） 
・福岡県健康増進計画                           （平成25年  3月策定） 
・福岡県地域福祉支援計画                       （平成17年  2月策定） 
・福岡県高齢者居住安定確保計画                 （平成24年  3月策定） 
・福岡県次世代育成支援行動計画〔後期計画〕     （平成22年  3月策定） 
・福岡県教育施策実施計画                       （平成26年  3月策定） 
・筑後ネットワーク田園都市圏構想               （平成15年  3月策定） 
・京築連帯アメニティ都市圏構想                 （平成19年  2月策定） 

都市を取り巻く環境の変化 

○少子高齢化の更なる進展と人口減少社会への対応 

○環境負荷の小さな都市づくりへの対応 

○地震や豪雨など自然災害に強い防災都市づくりへの要請 

○世界遺産を目指した取組などの個性ある景観づくりへの要請 など 
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■集約型の都市づくりの方針 

〇便利で魅力ある拠点の形成 

・市街地整備や民間活力の活用により、都市機能や居住機能の集約を図

り便利で魅力ある拠点を形成 

〇生活の質を高める公共交通軸の設定 

・多様な交通手段が確保された、豊かで暮らしやすい都市の持続可能性を

高めるための公共交通軸の設定 

〇拠点・公共交通軸沿線以外での低密度化への対応 

・拠点・公共交通軸沿線以外で低密度化する市街地においては、自然的

環境への回帰や居住環境の再構築など多面的な活用を推進 

〇広域的な枠組みによる都市づくり 

・都市圏ごとの都市計画区域マスタープランの決定等、広域的な枠組みに

よる都市づくりを推進 

〇都市情報一元化による戦略的な施策展開 

・各地域で分野横断的な施策を展開できるよう、人口、医療、福祉、商業、

交通等に関する地理空間情報等を活用し、都市構造の可視化を推進 

 

■土地利用に関する方針 

〇良質な都市空間の形成に向けた地区計画等の活用 

〇計画的な産業用地の配置 等 

 

■都市施設・市街地整備に関する方針 

〇魅力ある拠点や中心市街地等の整備 

〇広域的な緑の整備・保全・活用 等 

 

■安全で個性ある都市づくりに関する方針 

〇地域の自然や歴史・文化、世界遺産などの個性を生かした景観整備 

〇防災都市づくり 等 

 

■都市づくりの仕組みに関する方針 

〇県と市町村の連携体制の強化 

〇ＰＤＣＡによる集約型の都市づくりの実践 等 

 

２・３ これからの都市計画の基本的な考え方と都市づくりの方針 

 

○都市づくりの目標 

拠点と公共交通軸が紡ぎだす豊かで暮らしやすい都市を目指して 

○基本理念 

「広域・連携」「個性・再生」「安全・安心」「パートナーシップ」 

 

 

４ 基本方針の実現に向けた施策の展開 

１ 都市計画施策の展開 

①都市計画基礎調査の拡充 

②開発許可基準の改定 

③用途地域等の決定運用基準の改定 

④都市圏ごとの区域マスタープランの決定 

⑤都市計画運用方針の改定 

⑥都市構造の可視化の推進 

⑦都市構造に関する専門家会議の設置 

２ 分野横断的な施策の展開 

①街なか再生の取り組み 

②公共交通軸沿線への都市機能の誘導 

③公共交通軸の質の向上 

④低密度化する市街地の多面的な活用 

⑤防災都市づくりの展開 

⑥環境共生の都市づくりの展開 

⑦美しい都市づくりの展開 

都 市 づ く り の 方 針  

都 市 計 画 の 基 本 的 考 え 方 

・土地利用が描きやすくなる。 
  集約型の都市構造に向けた土地利用が描きやすくなる。 

・軸沿線で行われる施策の根拠となる。 
  各種事業等を展開させていくための根拠となる。 

・民間投資を誘導する。 
  集約を促進させていく地区を明示することで民間投資を誘導する。 

▶都市計画において公共交通軸を明示する効果 

・公共交通軸沿線において都市機能の集約を促進するなど、居住地

としての魅力を高めつつ、時間をかけて沿線への流入を誘導する。 

▶居住集約の取り組みのイメージ 

 
現況 

流入

流出

・現状においては、都市内の 
各所で流入・流出が発生 

取り組みのイメージ 

 

・公共交通軸沿線における居住地
としての魅力向上（誘導施策）
により、沿線への流入を誘導 

公共交通軸
沿線への
集約を促進

公共交通軸
を明示

集約型の都市づくりのイメージ 

便利で魅力ある拠点の形成 

 

生活の質を高める公共交通軸の設定 

 

拠点・公共交通軸沿線以外 
での低密度化への対応 



 

 3   

 
 

福岡県都市計画基本方針の対象地域と目標年次 
 

●福岡県都市計画基本方針の対象地域は、県全域とします。 

●福岡県都市計画基本方針では、個別の都市計画区域マスタープランを策定するにあた

り、県全域の都市計画の基本的な考え方および広域的な都市づくりの方針を示します。 

●福岡県都市計画基本方針は、おおむね20年後の都市の姿を展望したうえで定めることと

します。 

●なお、この基本方針は、今後社会経済情勢や法制度等に大きな変化が生じた場合におい

て、適宜見直しを行います。 

 

福岡県都市計画基本方針の構成 
 

■第１章 都市計画の現状・課題と目指すべき方向性 

１-１ 福岡県における都市計画の現状 
本県における近年の都市の動向や都市計画に関する特性

を示しています。 

１-２ 福岡県における都市計画の課題 

と目指すべき方向性 

本県における都市計画の現状を踏まえた､都市計画の課題

と目指すべき方向性を示しています。 
 

■第２章 都市計画の基本的考え方 

２-１ 都市づくりの目標と考え方 
都市計画の基本的な考え方として､都市づくりの目標と基

本理念、考え方、進め方を示しています。 

２-２ 都市圏構造 本県における都市圏構造を示しています。 

 
■第３章 都市づくりの方針 

３-１ 集約型の都市づくりの方針 

都市計画の基本的な考え方を踏まえた、都市づくりに関す

る具体的な方針を示しています。 

３-２ 土地利用に関する方針 

３-３ 都市施設・市街地整備に 

関する方針 

３-４ 安全で個性ある都市づくりに 

関する方針 

３-５ 都市づくりの仕組みに 

関する方針 
 

■第４章 基本方針の実現に向けた施策の展開 

４-１ 施策展開の考え方 目標年次までの県の主要施策の進め方を示しています。 

４-２ 展開方針 県が進める具体的な施策を示しています。 
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１  都市計画の現状・課題と目指すべき方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-１ 福岡県における都市計画の現状     

（１）都市の動向 

 

（２）県内の都市計画指定状況と都市施設整備の状況 

 

１-２ 福岡県における都市計画の課題と 

目指すべき方向性   

 

（１）都市計画の課題 

 

（２）目指すべき方向性 
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１-１ 福岡県における都市計画の現状 
 

（１）都市の動向 

①九州・山口ブロックの中心 

本県は九州の北部に位置し、九州と本州を結ぶ交通の要衝にあり、明治以降は四大工業地帯の

ひとつとして、また近年はアジアを主体とする国際戦略を展開する九州・山口地方の中心として

機能しています。 

アジアの玄関口（ゲートウェイ）としての発展を続ける福岡県            

九州と本州を結ぶ交通の要衝となっている本県は、アジ

アへの玄関口としての都市の発展を続け、1,605万人（平成

22年 国勢調査）を有する九州・山口地方の中心として成長

しています。 

九州・山口地方の他県が人口減少にあるなか、本県の人

口はこれまで増加を続けており、県全体で約507万人（平成

22年 国勢調査）と九州・山口全域の約32％を占めていま

す。しかしながら、本県の人口も今後は減少傾向に転じて

いくことが予測されています。 

また、商業集積においても、県全体の販売額は36.7兆円

（平成24年 経済センサス、年間販売額）となっており、九

州・山口全域の51％を占める大商圏を形成しています。 

アジアを主体とするグローバル戦略の展開                     

本県の将来の姿を描いた「福岡県総合計画」のなかでは、県づくりのイメージを「アジアの

発展エネルギーを積極的に取り込み、アジアから世界に向けて展開し、アジアとともに発展す

るビジネス拠点」とし、活力にあふれ、成長力に富んだ経済雇用の創出を目指しています。 

本県への入国外国人数は、平成25年（ 2013 年）には90万人を上回っており、今後もアジア

をはじめとした外国からの観光客を受け入れ、その活力を地域の発展に生かす必要がありま

す。 

■外国人入国者数の推移 

出典：出入国管理統計（法務省入国管理局） 
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②成長を続ける福岡を中心とした都市圏※ 

本県は福岡市、北九州市の２つの政令指定都市を有し、約507万人となっています。特に福岡

市を中心とした都市圏は、北部九州の中枢都市として成長を続けています。 

北部九州の中枢都市形成                             

福岡市を中心とする都市圏は、九州の経済、行政、文化等の中枢機能の集積が進み、北部九

州の中枢都市として成長を続けています。 

広域交通基盤整備等に支えられ、成長を続ける福岡市を中心とした都市圏       

本県では、空港、高速道路、新幹線等の広域交通基盤や都市基盤※の整備が進み、特に人口

が増加している福岡市を中心とした都市圏をみると、広域交通基盤整備が都市活動の発展、居

住人口や従業人口の増加に結びついていることがうかがえます。 

 

③都市活力の低迷と都市再生への取組 

昭和30年代以降の産業構造転換※のなかで都市活力が低迷している都市があり、経済および社

会の持続的な発展に視点をおいた都市型社会への転換が望まれています。 

産業構造転換に伴い、活力が低下している都市                   

かつて、石炭・鉄鋼等の工業生産は、本県の主要産業でしたが、エネルギー革命により石炭

産業が衰退し、特に筑豊地域は深刻な打撃を受けました。その後、２度のオイルショック以降

の社会経済情勢の変化のなかで、活力が低下している都市が発生しています。 

都市再生にいち早く取り組んでいる北九州市を中心とした都市圏           

北九州市は高い工業集積・技術集積がありますが、社会経済情勢の変化に合わせた産業構造

の転換が進まなかった等により、地域経済の低迷や人口流出がみられました。 

しかし、この克服をめざして、交通・物流施設をはじめとする都市基盤の整備や、都心・副

都心、学術研究都市※の整備、環境産業の形成など、経済および社会の持続的な発展に視点を

おいた都市づくりに、いち早く取り組んでいます。 
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■市町村別の5年間の社会移動率(全国における県内市町村の状況) 

 

 
 

④県内の人口動向と高齢化の進行 

県内の人口は、福岡地域において大きく増加した一方で、他の地域では人口減少が続き、県全

体で高齢化が進行しています。 

県内地域間で、人口動向に格差                          

本県の人口は増加を続けており、この

30年間で約52万人の増加となっていま

す。特に、福岡市を中心とする地域の人

口は約250万人に達し、今後もしばらく

増加傾向が続くと予想されます。一方で

その他の地域では人口減少が進行してい

ます。 

県内では人口減少が進む都市も見受け

られるものの、多くの都市において市町

村間や市町村内での人口移動は依然とし

て多い状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■福岡県の人口の推移 

 
県人口 

（千人） 

10年間の 

伸び率 

昭和55年 4,553  
5.7％ 

平成2年 4,811 
4.3％ 平成12年 5,016 
1.1％ 平成22年 5,072  

  出典：国勢調査 

※社会移動率（流出）＝（5年前当該市町村に居住し、現在、当該市町村以外+当該市町村内移動者）／当該市町村のH17居住地人口（国勢調査H17総人口） 
※社会移動率（流入）＝（現在、当該市町村に居住し、5年前当該市町村以外+当該市町村内移動者）／当該市町村のH22居住地人口（国勢調査H22総人口） 
※社会移動数（流出）および社会移動数（流入）には、国内（国外）から国外（国内）への移動人口は考慮していない（全国の2010年居住地人口のうち、
国外から移動してきた人の比率は約0.45%程度）。 

※東京都特別区（23区）は1区の扱いとしている。また、H22人口が千人未満の人口規模が小さい都市（計26村）は除いている。 
※市町村界は2010年10月1日時点 
※資料：国勢調査（H17・H22） 

■市町村別人口の増減（H22-H42） 

出典 Ｈ22:国勢調査  

Ｈ42:国立社会保障・人口問題研究所推計値 

（平成25年3月推計）  
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社会移動率（流入）
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流出：5年間に転出した人の割合 
   （同一市町村内への転居含む） 
 
流入：5年間に転入した人の割合 
   （同一市町村内への転居含む） 
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直近の動向(平成22年～平成25年)として、予測値に対して若年層での転入超過傾向にあると

ともに、福岡市周辺などにおいて推計結果より実績人口が多い状況にあります。 

市町村ごとに見た場合には、駅周辺において市街地開発事業を展開する新宮町や福津市、街

なか活性化施策により駅周辺でのマンション立地が進む久留米市、駅周辺での住宅整備、環境

整備を進めている桂川町などで推計結果より実績人口が多い状況にあり、駅を中心とした都市

づくりによる効果が見受けられます。 

 

出典：実績値は「国勢調査」「住民基本台帳」、 
推計人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」をもとに作成 
 

■近年の人口移動の状況(主要都市) 
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急速な高齢化の進行                               

本県の65歳以上の人口は、昭和55年の42.6万人から平成22年の112.3万人と約70万人増加し

ています。 

高齢化率は、昭和55年の9.4％から平成22年の22.3％（全国値23.0％）へ推移し、約13ポイン

ト上昇しており、急速な高齢化がうかがえます。 

将来的には、人口減少が更に進む一方で、高齢化率は上昇し、平成42年(2030)頃には約32％

程度に達するものと予測されています。 
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（人/世帯） 更なる核家族化により、高齢者の 
見守りにも必要となる地域コミュ 

ニティは、一層希薄化するおそれ 
 

■人口の将来動向 

全国値：「現行国土計画の点検と国土利用のあり方に関する今後の課題(国土交通省)」をもとに、推計人口を国立社会保障・

人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）-出生・死亡ともに中位」にて変更 

福岡県：実績値は「国勢調査報告」、「福岡県の人口と世帯年報」。推計人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別

将来推計人口（平成25年3月推計）」 

 

■平均世帯人員（一般世帯の動向） 

出典：｢国勢調査｣、国立社会保障・人口問題研究所「日

本の世帯数の将来推計(都道府県別,2014年4月推

計)」 ■年齢構成別人口の推移 
出典：国勢調査報告、国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」  
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⑤水資源の確保や環境に対する県民意識の高まり 

本県においても地球環境問題を踏まえ、エネルギーや資源の効率的な利用、環境への負担が少

ない都市への移行といった環境保全に対する県民意識が高まっています。 

水資源の安定的な供給                              

本県は、山が浅く、大きな河川も少なく、狭い県土に比して人口が多いため、水資源につい

ては厳しい状況にあります。そのため、ダムや海水淡水化施設の建設、広域的な水利用の促進

等を進めてきました。 

今後も、生活水準の向上、生活様式の多様化、産業活動の拡大等により需要の増大が見込ま

れることから、安定した水資源の確保と水の安定的供給体制の整備が求められています。 

環境・エネルギー問題への意識の高まり                      

都市化の進展に伴い、県内に残された良好な自然環境を保全していこうとする県民意識は高

まっています。 

自然環境資源は限りがあることを認識して、資源の有効活用やリサイクルの促進、周辺環境

に配慮した廃棄物処理施設の整備などを通じ、循環型社会※づくりを進めるとともに、エネル

ギーの効率的利用、再生可能エネルギー※の導入等により温室効果ガスの排出削減を図るなど、

環境負荷の軽減が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■人口密度と自動車分担率※ ■人口密度と一人当たりの交通エネルギー※ 
出典：「第４回PT調査検討資料、国勢調査」をもとに作成 出典：「第４回PT調査検討資料、国土交通省 、国勢調査」をもとに作成 
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⑥防災に対する意識の高まり 

防災に対する意識が高まっており、災害に対して生命や暮らしが守られた都市づくりが求めら

れています。 

防災・減災の都市づくり                             

我が国は、その位置、地形、地質、気象などの自然的条件に起

因し、地震、津波、豪雨などによる災害が発生しやすい国土とな

っており、加えて四季の様々な気象現象として現れる梅雨前線に

よる降雨、台風などにより、時に甚大な被害をもたらすことがあ

ります。 

本県においても、九州北部豪雨災害や福岡西方沖地震などの大

災害により、甚大な被害を受けており、土砂災害、津波災害等に

対応する防災・減災の都市づくりが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■九州北部豪雨による被害状況 
 （H24.7） 

■災害履歴状況 
出典：「土地分類調査（20万分の1シームレス土地保全図）」 

※土地保全図の作成年次以降に発生した災害を対象 
水害、地震災害： 

気象庁が顕著な災害を起こした自然現象に対して命
名したもしくは、同程度の甚大な被害をもたらしたもの 

土砂災害：  
防災科学技術研究所HPの「既往斜面災害の発生状
況一覧表」に記載されている土砂災害のうち、人的被
害を出した土砂災害 

（福岡県資料） 



第１章 都市計画の現状・課題と目指すべき方向性 

１-１ 福岡県における都市計画の現状 

16 

 
 

 

また、東日本大震災における大津波による被害を教訓に、津波防災地域づくり法の制定や、

「福岡県地域防災計画」の改定が行われています。 

さらに、国民の生命、身体及び財産の保護や災害による影響を最小にするための「強くしな

やかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」が成立し、本県

においてもこれに基づいた施策展開が必要となります。 

 

 

 

 

 

■津波被害想定波高分布図 
出典：「津波に関する防災アセスメント調査報告書（H24.3）」 

【対馬海峡東の断層】 

【周防灘断層群主部】 

【雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動】 
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⑦都市圏・都市行政の広域化 

広域交通基盤整備等により人、物、情報等の交流圏が拡大しており、下水道・ゴミ処理等での

広域行政も行われています。さらには、地域住民の都市づくりへの参加の機会が増えて、参加意

識が高まっています。 

広域交通体系の進展                               

近年の県内の広域交通体系の変化とし

て、九州新幹線（鹿児島ルート）の全線

開業、高速道路の延伸や新たなＩＣの開

設などがあげられます。 

これらの広域交通体系の進展に伴っ

て、全県的な都市圏域構成の変化や都市

内交通網の再編が進み、また新駅やスマ

ートＩＣ※等の整備に伴い、周辺部の土

地利用に変化が生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州新幹線 

東九州自動車道 

（平成27年3月末現在） 
■九州における広域交通体系 
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交通基盤整備に伴う日常生活圏の拡大                       

これまでの交通基盤整備により、日常生活圏が拡大してきました。 

市町村間の通勤依存率※5％以上の圏域（Ｈ22）をみると、福岡市への通勤依存率5％以上の圏

域は、飯塚市、久留米市などを含む広域的な圏域となっています。 

また、北九州市への通勤依存率5％以上の圏域においても同様に、宗像市や田川郡の一部な

どを含む広域的な圏域となっています。 

 

 

■主要都市への通勤依存率5%以上圏域（Ｈ22） 

出典：｢国勢調査｣ 
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広域行政や地域連携の展開                            

一部事務組合※等による事務の共同処理等による市町村の枠を超えた広域行政においても、

地域連携の展開がみられます。また、市町村の枠を超えた計画づくりによる広域行政の展開も

みられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■消防・救急 
■ごみ処理 

■福岡県国土利用計画(第四次) ■し尿処理 
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市町村合併の進展                                

平成の市町村合併が終了して県内の97市町村(H11.3末)が60市町村(H22.3末)に統合されまし

た。 

この合併による基礎自治体の行政区域拡大に対して、一つの行政区域内に複数の都市計画区

域を有する等の新たな課題が発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域住民の都市づくりへの参加意識の高まり                    

地域住民と行政が互いに役割と責任を認識しながら行う、地域住民と行政の協働※による都市

づくりが、都市計画や景観、防災などをテーマとして県内各地で進められ、これに対する参加

意識が高まっています。 

都市計画が円滑かつ的確に決定され、その内容が実現されるためには、決定された都市計画

が、まちづくりのルールとして住民に共有されることが必要であり、身近なまちづくりについて

主体的に参画しようとする動きが広がるなかで、これまで以上に都市計画への住民参加を、実

効性のあるものとすることが求められています。 

このため、地域住民に対して、都市計画制度についての

理解を深めると同時に、まちづくりに参画しやすい環境の

整備に資するよう、都市計画に関する知識の普及、情報や

住民参加の場の提供などに努めることが重要となっていま

す。 

 

■行政区域・都市計画区域の変化 

■平成11年 ■平成25年 

2

4 4
5

7 7
8

0

2

4

6

8

10

(地区数)

■福岡県における都市計画提案制度提案地区数の推移 
出典：都市計画年報 
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■路線バスの廃止申し出区間数の推移(累計値) 

■生活交通に係る市町村負担額の推移 

 
 

⑧住民の移動を支える公共交通 

少子高齢化に伴う人口減少や、モータリゼーションの進展等に伴い、バス路線の廃止・減便が

進んでいます。 

少子高齢化、モータリゼーション進展等に伴う利用者減少              

日常生活を営む上で、通勤・通学、買い物、通院等のための移動は必要不可欠ですが、本県に

おいても、特に地方部において、少子高齢化の進行に伴う人口減少やモータリゼーションの進

展、郊外部道路沿道の店舗集積による都市機能※分散、居住地拡散等により、公共交通の利用者

が減少し、これに伴う自家用車利用の増加や公共交通の廃止や減便が進んでいます。 

例として、路線バスに関する最近５ヵ年（H21～H25）の状況を見ると、38区間は補助金等によ

り存続、60区間はコミュニティバス※等による廃止後の代替措置が講じられる一方、90区間は代

替措置なく廃止に至っています。このため、今後も、更なる路線の廃止や路線維持のための負担

増が懸念されます。 

このような状況が続けば、自家用車を自由に使えない住民には、大変生活しにくい環境となる

おそれがあることから、生活交通の維持確保は、本県においても大きな課題の一つとなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

出典：交通政策課資料 

出典：交通政策課資料 
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・主に市街地の外縁部などにおいて、公

共交通の利用者減少による採算性が悪

化 

→公共交通の廃止が進行 

→公共交通存続のための赤字補填も増加 

■公共交通不便・空白地域の将来動向（平成37年,公共交通の廃止・減便が進むと想定した試算ケース） 

出典：「第４回北部九州圏パーソントリップ調査検討資料」 

 

バ ス 

15本(片道)/日以上の 

バス停圏内 

15(片道)本/日未満の 

バス停圏内 
バス停圏外 

鉄 

道 

駅勢圏内 公共交通便利地域 

駅勢圏外  公共交通不便地域 公共交通空白地域 

※バスの運行本数15本(片道)/日については、第4回北部九州圏パーソントリップ調査において「お
おむね1時間に1本」を水準として設定したものであり、現時点で、これを望ましいサービス水
準として明確化したものではない。 

 

■ 公共交通利用環境による地域区分 
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（２）県内の都市計画指定状況と都市施設整備の状況 

①都市計画区域 

ア 都市計画区域の役割 

都市計画区域は、市または政令要件に該当する町村を対象として、中心の市街地を含みかつ

自然的・社会的な現況動向を勘案して、一体の都市として総合的に整備、開発し、保全する必

要がある区域に指定されます。 

この都市計画区域の指定により、開発・建築行為などの規制を通じて、土地利用を誘導する

ことが可能となります。また、面的な市街地開発事業※や都市施設の整備などを行うことによ

り、良質な都市空間形成を図ることが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 都市計画区域の指定状況 

本県の都市計画区域は、現在55都市計画区域、27市24町で指定され、準都市計画区域は、26

区域、13市11町で指定しています。 

都市計画区域には県人口の9割以上が居住                      

本県の都市計画区域の指定状況は、市街化区域※と市街化調整区域※の区域区分※を行ってい

る線引き※都市計画区域が15市7町（18区域）、用途地域※が指定されている非線引き※都市計画

区域が15市12町（30区域）、用途地域が指定されていない非線引き都市計画区域が1市5町（7区

域）となっており、重複を除いて27市24町（55区域）で指定され、県全域面積の約61％を占め、

同地域には県人口の約95％が居住しています。 

成長を続けている福岡市を中心とする地域の大半が線引き都市計画区域に指定されており、

北は宗像市、西は糸島市、南は久留米市までの広がりをみせています。 

この他では、北九州市およびその周辺、大牟田市とみやま市が線引き都市計画区域に指定さ

れています。

<政令要件、都市計画法施行令第２条> 

①人口1万人以上、かつ、商工業等都市的従業者の割合

が50％以上 

②おおむね10年以内に①に該当する見込みがある。 

③中心の市街地を形成している区域内の人口が3千人以

上 

④温泉等の観光資源があり多数人が集中するため、特に

都市環境の形成を図る必要がある。 

⑤災害等により市街地を形成する相当数の建物が滅失

し、市街地の健全な復興を図る必要がある。 

<都市計画区域の効果> 

①開発行為※の制限 

(3,000㎡以上のものは許可

制) 

②建築規制の適用 

(建築主事の確認が必要) 

③土地取引の届出 

(5,000㎡以上が届出対象) 

注）都市計画区域外では開発区域の面積が1ha以上（10,000㎡以上）は開発許可が必要 

ただし準都市計画区域※内では3,000㎡以上は開発許可が必要 

指標出典：区域数、該当市町村数、面積等については福岡県資料(平成26年3月31日現在) 

人口については、平成22年国勢調査及び都市計画現況調査（平成24年3月31日現在）を基に集計 
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小規模な都市計画区域                              

都市計画区域とは“一体の都市として総合的に整備、開発し、保全する必要がある区域”と

して指定を行います。本県の都市計画区域は、指定当初より行政区域単位での区域指定が多く

なっていましたが、市町村合併後は行政区域と都市計画区域の範囲に差異が生じるケースが発

生しています。 

また、市町村合併後の都市計画区域の指定状況を他県と比較した場合、小規模な都市計画区

域が多い状況となっています。このような状況下では、隣接し、一体的な都市を形成している

にもかかわらず、別個の都市計画区域となっていることも多く、将来ビジョンなどの不整合か

ら、計画的・効率的な都市計画を進めていくうえで障害となることも考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過疎化の進行                                  

全国的な人口減少を前に中山間地域においては、人口流出による過疎化が進行しており、す

でに都市計画区域としての要件を満たさないところもみられます。 

準都市計画区域の指定                              

都市計画区域外において、土地利用を整序し、又は環境を保全するための措置を講ずること

なく放置すれば、将来における一体の都市としての整備、開発及び保全に支障が生じるおそれ

があると認められる一定の区域について、都市計画法第5条の2の規定に基づき、県が指定する

ことになっています。本県においては大規模集客施設※の立地抑制のため、平成20年3月に準都

市計画区域を広域に指定しました。 

準都市計画区域は13市11町（26区域）で指定され、県全域面積の約11％を占め、同地域には

県人口の約5％が居住しています。 

なお、準都市計画区域は土地利用の整序や環境の保全を目的としていることから、都市計画

区域とは異なり都市施設や市街地開発事業の都市計画決定は行えません。 

 

 

指標出典：区域数、該当市町村数、面積等については福岡県資料(平成26年3月31日現在) 

人口については、平成22年国勢調査及び都市計画現況調査（平成24年3月31日現在）を基に集計 

 

■都市計画区域の平均規模 
出典：都市計画現況調査（平成24年3月31日現在）、総務省資料(市町村数)を基に集計 
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■都市計画区域指定状況（平成26年4月現在） 
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②区域区分制度 

ア 県土整備における区域区分の役割 

区域区分（線引き）は、無秩序な市街化を防止し、計画的・効率的な市街化を図るとともに、

自然環境の保全、農林漁業との調和を図るため、都市計画区域を“市街化区域”と“市街化調

整区域”の２つに区分し、都市の健全な発展をめざすために定められるものです。 

本県においては、1,600万人を有する九州・山口ブロック中心圏として増加を続ける人口や

開発圧力をコントロールするため、都市計画区域の大半の地域で区域区分の決定を行ってきま

した。 

これにより、市街化区域内においては、人口を集積させ、社会基盤の整備を進めるととも

に、市街化調整区域内における自然環境や営農環境などの保全を行ってきました。 

 

イ 区域区分の決定状況 

本県においては55の都市計画区域のう

ち18の都市計画区域で区域区分が行われ

ています。区域区分がなされた都市計画

区域の面積は約16万haで、都市計画区域

全体のおおむね54％を占めています。 

また、市街化区域内の人口は約354万

人に達しており、市街化区域内の人口密

度はおおむね58人/ha（グロス※）となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

一定の効果がみられる線引き制度の運用                      

本県の都市計画区域内人口の推移をみると増加傾向（昭和55年の410.3万人から平成22年の

480.8万人で70.5万人の増加（約17％増加））にありますが、都市計画区域外の人口は減少（昭

和55年の45.0万人から平成22年の26.4万人（準都市計画区域内を含む）で18.6万人減少（約41％

減少））となっています。 

また、市街化区域内人口は増加傾向、市街化区域外人口は横ばい傾向で、市街化区域の人口

密度（グロス）は約58人/ha（Ｈ22）となっており、線引き制度運用による人口集積、人口密度

のコントロールには一定の効果がみられます。 

 

 

 

 

 

 

指標出典：平成22年国勢調査及び都市計画現況調査（平成24年3月31日現在）を基に集計 
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当面人口増加基調にある福岡都市圏の適正な市街地形成               

福岡都市圏は九州全域の中枢都市として発展を続けてきており、近年の広域的な交通基盤等

の充実により人口増加及び都市化圧力の拡大が進展しています。 

今後もこの都市化圧力が当面は続くと予想されることから、市街地縁辺部や広域道路の沿道

部、郊外駅の縁辺部におけるスプロール的開発やミニ開発※の発生、さらには開発に伴う自然

環境・田園環境の減少等が懸念されます。 

現在の区域区分の決定状況をみると、福岡都市圏の大半の都市計画区域で区域区分が決定さ

れていますが、一部、区域区分が決定されていないところもあり、非線引き用途白地地域※が

存在します。このような地域における都市化圧力の拡大によるスプロール的開発やミニ開発に

対しては、区域区分制度が有効であり、導入の検討が必要です。 

都市活力減少基調にある都市の適正な市街地形成                  

都市化圧力が沈静化し都市活力が減少基調にある都市においては、スプロール※の抑制施策

としての区域区分の必要性は少なくなっているといえます。 

しかしながら、少子高齢社会への対応、市街地の良質化、厳しい財政状況等を勘案すると、

既成市街地※への公共投資の集中の必要性は、ますます高くなってきています。 

そのため、今後とも区域区分を継続することにより、効率的な都市基盤の整備、自然環境お

よび身近な緑を保全し、都市の質的向上を図っていく必要があります。 

都市内における自然環境・営農環境の保全                     

安定・成熟した都市型社会においては、既成市街地の再整備と並んで、市街地や郊外部に残

された緑地等の貴重な自然環境や田園景観、美しい街並みなどの保全・創出を図り、質の高い

都市環境を確保することが重要な課題となります。質の高い都市環境を維持していくうえで区

域区分は依然として有効な手段であり、区域区分の保持が必要と考えられます。 

集約型の都市づくりに向けた土地利用誘導                     

非線引き都市計画区域の白地地域においては、開発や建築に対する規制が十分でないことか

ら、集約型の都市づくりに向けた土地利用誘導施策が機能しにくい状況にあり、各種施策の効

果を高めるうえで区域区分制度は有効であるため、導入の検討が必要と考えられます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都市計画区域内外人口の推移（福岡県） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市街化区域内外人口の推移（福岡県） 
出典：国勢調査（各年）及び都市計画年報・都市計画現況調査（各年、平成22年は平成24年3月31日現在）を基に集計 
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■福岡県中心市街地再生検討委員会提言(平成18年4月) 

｢街なか居住の推進｣、｢街なか集客力の向上｣、｢大規模集客施設の適正
立地｣の３つを施策の柱として、街なか再生を進めることを提言。 

■大規模集客施設の立地ビジョン策定(平成19年6月) 

床面積10,000㎡を超える商業・娯楽系施設など広域的な影響が考えら
れる施設については、設定された広域拠点内のみ立地を許容。 

■法定計画化(平成20年12月) 

都市計画法第６条の２に基づく「都市計画区域マスタープラン」に盛
り込み、法定計画としての位置づけ。 

 
 

③大規模集客施設の立地ビジョンの策定 

大規模集客施設の適正立地を進めるため､｢大規模集客施設の立地ビジョン｣を策定し、「都市計

画区域マスタープラン」に位置づけました｡ 

本県では、中心市街地再生検討委員会の提言（平成18年4月）を受けて、「街なか居住の推

進」、「街なか集客力の向上」、「大規模集客施設の適正立地」の３つの施策を柱として、街

なか再生を進めています。 

大規模集客施設の適正立地を進めるに当たっては、その基本的な考え方を明らかにし、用途

地域の変更や地区計画※の策定等、都市計画の手続きと併せて進めることが効果的であること

から平成19年6月に「大規模集客施設の立地ビジョン」として全国に先駆けて策定しました。 

また、この立地ビジョンについては、都市づくりの基本となる「都市計画区域マスタープラ

ン」に盛り込み、平成20年12月に法定計画として位置づけました。 

大規模集客施設が広域拠点※外での立地に伴う都市計画の変更に際しては、「大規模集客施設

の立地に係る都市計画変更案に対する評価ガイドライン」により都市構造ならびに土地利用の

外部性からの観点から、広域的な影響に対して立地評価を行っています。 

都市計画区域マスタープランにより広域拠点への大規模集客施設の立地誘導を進めています

が、課題としては、既成市街地である広域拠点にはまとまった低未利用地が少なく、事業用地

を確保することが困難である場合が多いことが挙げられます。 
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■都市計画区域マスタープランにおける拠点等の設定図 
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④都市施設整備の状況 

都市施設※および市街地開発事業等の都市基盤の整備においても、着実な整備がなされてきま

した。また、未着手であるものについては必要性の再検証にも着手しています。 

都市施設整備は着実に進捗                            

都市計画施設の整備状況をみると、都市計画公園の供用率（福岡県71.1％、全国68.0％（い

ずれもＨ24.3.31現在））、ならびに下水道処理人口普及率（福岡県78.2％、全国76.3％（いず

れもＨ25.3.31現在））は、全国平均を上回る水準となっています。 

都市計画道路は、用途地域内での配置密度が2.4km/k㎡で、改良率※（福岡県60.9％(Ｈ

24.3.31現在））は全国（65.5％(Ｈ24.3.31現在））に比べて若干低いものの、着実に進捗してき

ました。 

また、土地区画整理事業※および市街地再開発事業※の施行面積は、全国値並に着実に拡大し

ています。 

 

未着手の都市計画道路について社会経済情勢の変化を踏まえた必要性を再検証     

これまで未着手となっている都市計画道路については、人口減少等の社会経済情勢の変化を

踏まえた必要性の再検証を各市町村で実施し、見直しが必要と考えられる路線については都市

計画変更の手続きを進めています。 

 

⑤個性を育む都市づくりの状況 

景観法の施行を契機とした河川流域等における広域的な景観計画の策定や、市町村での景観計

画の策定、歴史や文化的な景観資源を保全・活用していく取組なども進んでいます。 

景観法に基づく景観誘導の取組                               

平成16年の景観法施行を契機として、筑

後川流域景観計画、矢部川流域景観計画、

京築広域景観計画など、市町村の枠組みを

超え、連続性に配慮した計画づくりと運用

を進めています。 

また、多くの市町村においても、景観計

画の策定が進んでおり、良好な景観誘導の

取組がなされています。 

個性を生かした地域づくりの進展              

歴史や文化的な資源を生かした地域づく

りの取組として、世界遺産を生かした取組

や、伝統的建造物群保存地区による歴史的

な街並み保存の取組、環境首都を目指す北

九州市の取組などが進んでいます。 

■特色ある地域づくりの状況(一部) 

(平成26年10月1日現在) 

指標出典：都市計画道路、都市計画公園は「都市計画現況調査(平成24年3月31日現在)」 

下水道処理人口普及率は国土交通省資料 
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１-２ 福岡県における都市計画の課題と目指すべき方向性 
 

（１）都市計画の課題 

今後の都市計画の課題は以下のようにまとめられます。 

①広域化する生活圏への対応 

・市町村の区域を越えて生活圏が広域化している。 

本県の都市計画区域は市町村単位を基本としており、広域都市計画区域※は3区域のみとなっ

ています。今後は市町村単位だけでなく、広域交通体系やモータリゼーションの進展により広

域化した生活圏や社会的、経済的な区域の一体性等を考慮し、実態に即した都市計画区域の見

直しや広域的な都市計画区域マスタープランの策定が必要となっています。 

 

②人口減少への対応 

本県の人口については、平成22年を境に人口減少に転

じることが予測されています。 

地域別では北九州地域、筑豊地域、筑後地域は既に人

口減少社会を迎えています。これまで人口増加を続けて

いる福岡地域については、平成32年頃までは人口増加が

継続すると予測されています。 

年齢構成については、県内の各地域とも少子高齢化が

更に進展し、平成42年頃には北九州、筑豊、筑後の各地

域の65歳以上人口の割合は35％程度に達し、3人に1人が

高齢者となる社会となることが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人口減少の進行により、市町村によっては日常生活に関わる様々な問題の発生が懸念される。 

■地域別の人口推移 
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出典：実績値は「国勢調査」、 

推計人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）」をもとに作成 

 

■人口構成の変化（県内 4地域別） 

 

＜福岡地域＞ ＜北九州地域＞ 

 22

38

67

92

111

136

185

170

152

156

174

204

185

168

155

132

117

115

118

95歳以上

85～89歳

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

72

84

140

142

135

145

166

199

182

165

146

139

132

126

130

118

101

94

91

平成22年（2010年） 平成42年（2030年）（千人）（2,496） （2,506）
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更に地区ごとに詳細に見た場合には、人口が増加する1km四方メッシュは福岡市近郊の一部

に限られ、その他の区域では人口が減少し、特に、市街地の郊外部や中山間地においては、

2050年には2010年の半数以下に人口減少が進むものと予測されています。これにより、郊外部

では空き家・空き地の増加による防犯性や市街地環境の悪化、公共交通や生活利便施設の撤

退、学校の統廃合などが進み、生活環境が大きく悪化していくことが懸念されます。 

また、現況で高齢者数が多い都市の中心部においても、1km四方の範囲内で1,000人以上が減

少する状況が予測され、身近な店舗等が急速に減少するなど、日常生活に関わる様々な問題の

発生が懸念されます。 

 

〔人口減少や少子高齢化の進展に伴い発生が懸念される問題〕 

・空き家・空き地の増加による防犯性や市街地環境の悪化 

・消費マーケットの縮小に伴う身近な生活利便施設の閉鎖や、中心市街地の更なる衰退 

・人口減少・経済縮小による税収入の減少 

・人口減少下における高齢者割合の増加による社会保障費負担の増大 

・道路等の基盤施設の一人当たりの維持管理費の増加 

・公共交通需要の減少による減便や路線の廃止 

・労働力人口の減少 

・地域コミュニティの希薄化 

・限界集落の増加                       など 

出典：実績値は「国勢調査」、 

推計人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」をもとに作成 
 

■人口構成の変化（県内4地域別） 

＜筑豊地域＞ ＜筑後地域＞ 
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■施設の利用人口と都市規模の関係 

出典：都市再構築戦略検討委員会専門家プレゼンテーションをもとに国土交通省作成資料 

■将来人口の動向(1kmメッシュ)  
出典：「環境GIS 地域内人口分布シナリオ：偏在化シナリオ」 

(国立環境研究所運営HP)を用いて作成） 

人口増減率［2010(H22)→2050(H62)］ 

人口増減数［2010(H22)→2050(H62)］ 
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③都市化圧力への対応 

・市街地縁辺部においては依然として都市化圧力が高い地域がある。 

市街地の縁辺部において都市化圧力の拡大によるスプロール※的開発やミニ開発※が生じてい

る地域が発生しています。これらの地域の都市計画上の対応を、広域的な視点で考えなければ

なりません。 

 

④交流・連携を支える都市基盤整備への対応 

・アジアの玄関口や九州・山口ブロックの中心にふさわしい都市基盤の更なる充実が求められ

ている。 

本県は、文化、産業経済、観光、学術など様々な分野において、アジアを主体とする国際交

流をはじめ、九州・山口ブロックなどの様々な地域との多様な交流・連携を支える都市づくり

を進めています。しかし、これを支える都市基盤は、九州新幹線（鹿児島ルート）や高速自動

車道の延伸など広域交通体系の整備は進んだもののまだ十分とはいえず、これまでのストック

を生かしながら、アジアの玄関口や九州・山口ブロックの中心にふさわしいものとして、さら

に充実させなければなりません。 

 

⑤個性を生かした都市づくりへの対応 

・景観・世界遺産など個性を生かした都市づくりが求められている。 

景観法の施行を契機として、多くの市町村が景観行政団体として景観誘導の取組を進めてい

ます。また、「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」や「『神宿る島』宗像・

沖ノ島と関連遺産群」などの世界遺産を生かした取組など、地域の個性を生かした都市づくり

を進めていくことが求められています。 

 

⑥少子・高齢社会への対応 

・自動車から他の移動手段への移行が必要となる高齢者が増加している。 

・高齢者や子育て世帯が暮らしやすいまちづくりが求められている。 

本県においても、高齢化が進行しており、県全体の人口に占める65歳以上の高齢者の割合

は、22.3％（Ｈ22年）となっています。超高齢社会※の到来に伴い、自動車から他の移動手段へ

の移行が必要となる高齢者の増加への対応など、都市計画においても、高齢者が暮らしやすい

まちづくりをさらに進めていかなければなりません。また、このようなまちづくりを進めてい

くことにより、高齢者をはじめ多様な世代がまちで交流し、歩くことを通じて健康増進につな

がるスマートウェルネスシティ※が形成され、医療・福祉などに対する社会的な費用も抑制して

いくことも可能となります。 

さらに、少子化の進行は将来的な人口減少にも繋がり、地域の活力へ大きく影響を与えるこ

とになるため、子育て世代にとっても暮らしやすいまちづくりを進めていくことが求められて

います。 
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⑦公共交通施策への対応 

・沿線人口の減少と公共交通を利用できない場所への都市機能の分散による公共交通の衰退が

懸念される。 

都市全体での人口減少により公共交通沿線での人口も減少するとともに、公共交通を利用で

きない場所への都市機能の分散も見られ、学生や高齢者等の移動を支えている鉄道・バスとい

った公共交通については利用者の減少傾向が続いており、特にバス交通については路線の廃止

や減便が進んでいます。 

今後は新たな事業用地の確保が困難な拠点※部だけではなく、公共交通沿線への都市機能の

誘導を進めることにより公共交通需要の集約を図るなど、鉄軌道※も含めた公共交通の維持・

充実に関して都市計画としても対応していくことが求められています。 

 

⑧水資源確保・自然環境保全、エネルギー問題への対応 

・安定した水資源の確保への取組が引き続き求められている。 

・人と自然が共生できる都市づくりが求められている。 

・多様なエネルギーをこれまで以上に効率的に利用する取組が求められている。 

安定した水資源の確保に向け、ダムの建設等が進められるとともに、節水型社会の形成、広

域的な水利用の促進が図られているところですが、引き続きこれらに取り組むとともに、森林

の持つ水源涵養機能の向上に努めなければなりません。 

一方、県民の自然環境保全に対する意識の高まりに応え、人と自然が共生できる都市づくり

が求められています。 

また、地球環境問題やエネルギー制約への対応として、多様なエネルギーをこれまで以上に

効率的に利用する取組が求められています。 

 

⑨防災性の向上への対応 

・地震や豪雨など自然災害に強い防災都市づくりが求められている。 

本県における九州北部豪雨災害や東日本大震災などにより、改めて災害への対応のあり方が

問われるなか、都市計画においても安全な暮らしを確保するため、このような自然災害に強い

防災都市づくりが求められています。 
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（２）目指すべき方向性 

本県の都市計画の課題を踏まえ、目指すべき方向性を以下に示します。 

①広域的な都市の連携 

・基幹的な交通網及び情報網の整備 

・広域的で多様な交流・連携による活力の増進 

福岡市、北九州市の両政令指定都市は、戦後の産業経済活動において本県の牽引役を果たし

てきました。さらに国による国土形成計画や九州圏広域地方計画※などにおいて、両市を含む

北部九州圏は東アジアとの交流拡大に向けた重要な拠点として位置付けられています。 

高次・広域的な中枢都市機能は、両市を中心に集積しており、将来的にもこの集積を十分活

用するとともに、都市の潜在力を向上させることが望まれます。 

また、両市を中心とした基幹的な交通網および情報網の整備を進め、筑豊地域、筑後地域も

含めた広域的な連携により都市の一体性を高め、多様な交流・連携による県内各都市の活力増

進を図ることが必要です。 

さらに、今後ますます厳しくなる都市間競争に対応するためにも、都市間連携の強化を図

り、多様な人々の知的交流が行われる、アジアの大都市による交流・連携の拠点の形成へとつ

なげていくことが必要です。 

 

②土地利用の適正な誘導 

・個々の都市特性に応じた集約型の都市づくり 

・拠点や公共交通が便利な場所への都市機能の集約 

超高齢社会・人口減少社会の到来に対応する都市づくりにおいては、広域的な都市連携を進

めるとともに、個々の都市特性に応じた集約型の都市形成が重要になります。 

その対応として線引き制度などを基本的な土地利用制度として位置付けつつ、社会動向に応

じ逆線引き※等の適用を検討するとともに、無秩序な都市拡大を抑制しつつ、都市機能の拠点

や公共交通が便利な場所への集約など、土地利用の適正な誘導が必要です。 

 

③広域的な交通流動に対応した都市計画の適用 

・交通施設整備に伴う広域的な交通流動の変化に対応した土地利用の誘導 

近年の新幹線鉄道建設等に伴う地域の社会経済の広域化に関連する都市計画課題としては、

①九州新幹線駅周辺における都市拠点地区形成、②北九州空港に関連する交通・物流拠点機能

への対応、③東九州自動車道、西九州自動車道などの高規格幹線道路等に関連する街路整備や

産業展開への対応等があげられ、各課題に対応した適切な都市計画の適用が必要です。 
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④個性を生かした都市づくり 

・自然や歴史・文化、景観、世界遺産などの個性を生かした都市づくり 

都市は、人、物、情報が集積することによって、その活力が維持・増進していきます。 

本県では、人口の9割以上が都市で生活しているという状況を十分に生かすことが重要で

す。誰もが暮らしやすく快適な都市活動を営むことができ、地域ごとの恵まれた自然や歴史・

文化、景観、世界遺産などの地域の個性を生かした都市づくりを進めることが必要です。 

さらに、将来人口動向を考慮して、地域間の交流人口を増やしていくことも必要です。 

このため、公共投資による道路・公園・下水道等の都市基盤の維持・更新・整備と、民間投

資による建築物等の維持・更新・整備が、今後の社会構造や都市景観形成等に対応する明確な

将来像（ビジョン）のもとに連携して行われることが重要です。 

 

⑤地域住民の意見を都市づくりに反映 

・住民がまちづくりに参画できる都市づくり 

都市計画行政は、これまでも計画案の縦覧を行うなど、住民の意見が反映される制度となっ

ていますが、まちづくりに関して、地域住民の参加機会が少なく、行政から地域住民への情報

が十分とはいえません。 

今後、より一層、多くの住民の積極的な参加や計画段階から住民が参加でき、地域住民の意

見を反映する都市づくりを推進することが必要です。 

また、これまで県と市町村の役割分担を図りながら都市計画を進めてきましたが、都市計画

法の改正なども背景に、県と市町村の連携の強化することが必要です。 

 

⑥多世代が暮らしやすい都市づくり 

・ユニバーサルデザインのまちづくり 

・高齢者が自立的に活動でき、子育て世帯が安心して暮らせる居住環境づくり 

多様な移動手段確保の観点からの公共交通の維持・充実のほか、ゆとりのある歩道や段差の

解消、身近な公園の整備などユニバーサルデザイン※のまちづくりにより、高齢者や障害者等

が地域社会のなかで自立的に活動できる交通環境や施設整備を進めることが必要です。また、

本県でも少子化が進行しており、若年人口の減少による将来的な生産人口減少は、地域の活力

へ大きく影響を与えることから、安心して子育てが可能なまちづくりを進めることが必要です。 

このため、医療・介護施設や子育て支援施設等の拠点等への立地を誘導し、多世代が住みや

すく、住み続けることのできる居住環境づくりを進めることが必要です。 
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⑦公共交通軸を生かした都市づくり 

・公共交通を含め多様な交通手段が確保された豊かで暮らしやすい都市づくり 

高齢者をはじめとして自家用車を自由に利用できない人にとっては、日常生活における買い

物や通院等において公共交通が主要な移動手段となりますが、駅やバス停から離れた施設の利

用は難しい状況にあります。 

一方で、自家用車利用の増加により、公共交通の廃止や減便が続き公共交通での利用が可能

な施設が制約される悪循環が生じている状況にあります。 

公共交通の利用圏が駅やバス停から一定の距離に限られるため、自家用車を自由に利用でき

ない高齢者も増加するなか、公共交通を含め多様な交通手段が確保された豊かで暮らしやすい

都市づくりを進めていくことが必要です。 

 

⑧都市・田園・自然の調和 

・緑地空間の整備、緑の保全など総合的な都市緑化、多様なエネルギーを効率的に利用する低炭

素都市づくり 

非日常的かつ広域的なレクリエーションに対応する公園等は、広域的な交流・連携を支える

施設として、都市計画区域を超える観点から配置を計画することが望まれます。 

地球環境を守る視点から、CO2削減のための集約型の都市づくりと併行して、再生可能エネル

ギーの導入拡大、建築物の省エネルギー化、市街地内における緑地空間の積極的な整備ととも

に、開発抑制による緑の保全や空閑地緑化・屋上緑化等の総合的な都市緑化を推進することに

より、田園・自然と調和した低炭素都市づくりを進めることが必要です。 

また、都市計画区域外の農地や森林について、無秩序な開発が懸念される場合においては、

都市計画としての対応も必要です。 

 

⑨安全・安心な都市づくりへの取組 

・防災・減災に対応した土地利用誘導や市街地整備など防災都市づくりの推進 

平成17年に発生した福岡県西方沖地震は、本県における地震災害に対応した都市づくりの必

要性を再認識させ、さらに平成24年の九州北部豪雨災害も、都市づくりにおける多面的な防

災・減災への対応の必要性を浮かび上がらせました。このため都市づくりにおいて、防災・減

災に対応した土地利用や市街地整備など、総合的な防災都市づくりの推進が強く求められてい

ます。 

また、安全で安心して暮らせるためには、防災性の向上や買い物・通院などのための多様な

移動手段確保などのほか、犯罪を起こさせないことも重要であることから、犯罪の起きにくい

社会の実現に向けて、互いに支えあう地域社会の形成や犯罪の防止に配慮した環境整備などが

求められています。 
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２-１ 都市づくりの目標と考え方 
 

（１）都市づくりの目標 

本県においても人口減少と高齢化が進行するなか、中心市街地や地域公共交通の衰退、空き

地・空き家の増加などによる都市の衰退が懸念されており、都市活力の維持や居住環境の向上

はより一層求められる状況にあります。また、環境への配慮や協働による取組は都市づくりを

進めるうえで欠かせない要素となっています。 

さらに、平成23年3月に発生し国民全体に改めて災害への対応のあり方を問いかけた東日本

大震災、県内にも甚大なる被害をもたらした平成24年7月の九州北部豪雨など、大規模災害の

顕著化に伴い、安全な居住地選択などに対する関心の高まりも欠かせない要素となっていま

す。 

このような本県を取り巻く社会経済情勢を認識しながら、県内の各都市が今後とも環境と調

和しながら都市活力のある社会経済活動の場として機能し、また、県民が居住地を適切に選択

し、快適で幸せを感じながら安心して暮らしていくことができる都市づくりが求められていま

す。 

 

これらの背景を踏まえ、暮らし、活力、環境の観点からの都市づくりを進め、県民が幸せで

安心して暮らせる将来を展望できるよう、都市づくりの目標を次のように定めます。 
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（２）基本理念 

①広域・連携 

都市と農山漁村※との調和を基調として、 

都市間連携による広域的な都市づくりを展開します。 

本県においても人口・産業が都市に集中する「都市化社会」から「都市型社会」への移行を

前提として、都市計画の適用の枠組みを見直す必要が生じてきています。 

既成市街地から郊外部へと多様な土地利用が行われているなかで、生活圏としてのつながり

や自然環境保全等を考えながら各種法制度の位置付けを再検討し、広域的、一体的な都市整備

を行うことが必要です。 

また、福岡市・北九州市を中心とした都市圏を北部九州圏におけるアジア産業交流拠点※と

して位置付け、国際中枢機能の維持・強化および適切な市街地の誘導を図ります。また、県内

第３の都市を有する筑後地域、両都市圏の活力を取り込める筑豊地域を含め、県内全域でネッ

トワーク型※都市構造を形成し、活力の増進を図ります。 

 

都市づくりの基本理念である「広域・連携」を実現するため、次のことに取り組みます。 

都市および農山漁村と自然環境の調和を基調として、都市計画を広域的な観点から運用し適

切な市街地形成の誘導を図ります。 

本県においては、“都市部”と“農山漁村部”といった対立関係ではなく、地域の実状と将

来像に対応しながら、都市計画区域、準都市計画区域、区域区分等の各種都市計画制度を適切

に運用し、高密度市街地～一般市街地～既存集落地～田園地～自然地といった実際の土地利用

構造を生かした都市形成を行っていきます。 

福岡市・北九州市の国際中枢機能を高めながら、本県における新たな活力圏として期待され

る筑後地域や筑豊地域を含め県内全域でネットワーク型都市構造を形成し、都市の活力増進を

図ります。 

福岡市を中心とした都市圏は、経済、行政等の中枢機能の集積が進むとともに特定都市再生

緊急整備地域※にも指定されています。また、アジアに向けた国際交流拠点としての機能を持ち

つつあり、今後とも国際中枢機能の維持・強化および生活環境の整備を図っていきます。 

北九州市を中心とした都市圏は、環境首都※としての環境や情報による新たな産業形成、国際

的な物流拠点としての機能強化による都市再生が進んでおり、高い工業・技術集積を持った中

心的な都市圏として、高度な産業情報基盤や国際物流機能の充実および生活環境の整備を図っ

ていきます。 

福岡市・北九州市の間に位置する筑豊地域は、両都市圏との連携軸の強化や新産業の展開、

生活環境の整備を図っていきます。 

県内第3の都市を有する筑後地域は、地場産業の振興や、観光や農産品など多様な地域の資源

を生かした産業の展開、生活環境の整備により、田園都市圏の形成を図っていきます。 

このような各地域での活力増進を図るため、広域交通網を構築し、個々の都市が自立しなが

ら互いに交流・連携していく県土構造を形成していきます。 
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②個性・再生 

都市の個性を生かしながら、活力の再生を図り、 

新しい時代に適応する都市づくりを展開します。 

都市の個性や文化遺産などの地域固有の資源を生かし、個性を伸ばす都市づくりを進めるとと

もに、選択性のある定住環境づくりや、交流を促し観光などにも寄与する各都市の魅力づくりが

求められます。 

本県の都市状況をみると、福岡市・北九州市を中心とした都市圏等では、公共交通網の形成と

あわせて一定の高密度市街地が形成され、市街地のまとまりがあると判断される一方、中小都市

等においては人口減少、少子高齢化が進行するとともに、中心市街地の空洞化が進んでいます。 

また、市街地内や周辺部での自然環境の保全が重要視されつつあり、これら都市の個性に対応

した都市づくりが必要です。 

 

都市づくりの基本理念である「個性・再生」を実現するため、次のことに取り組みます。 

都市の個性や地域固有の資源を生かし、都市の質を高める都市づくりを進めます。 

県内には太宰府、博多をはじめとして、藩政時代の門前町や商業地として形成された歴史的な

都市や、北九州市など近代以降の国内産業をリードしてきた鉄鋼業都市、柳川市など地域資源を活

かした観光都市など、個々に固有の風土、産業を有する都市が数多く分布しています。また、三

方を海に囲まれ、山地、河川、平野などの自然や景観に恵まれており、9つの自然公園※が指定さ

れています。 

今後、都市間競争が増々厳しくなることが予想されるなか、都市の自立と連携を図るために

は、これら地域固有の文化・歴史・自然・風土・景観・生活・産業・生産などを生かし、個性を

伸ばすことが重要です。 

 

中心市街地に活力があり、街なかで暮らしやすく、環境と調和した集約型の都市づくりを進め

ます。 

都市への人口集中の沈静化および少子高齢化の進行が予想されるなか、各都市の規模や特性に

応じて、独自の判断のもとに、環境保全への対応、防災性の向上、高齢社会への対応、地区コミ

ュニティの維持等の観点から「集約型の都市づくり」に取り組む必要があります。 

集約型の都市づくりに関するおおむねの方針を示すと以下のとおりです。 

・多様な交通手段の確保と都市機能の相互補完のため、公共交通の維持・充実を図ります。 

・拠点や集住促進を図る地区等を適切に見定めながら、都市機能、人口、投資などの集約や、

魅力的な市街地空間づくりを図ります。 

・低密度化が進行する地区においても生活の維持、空き地・空き家対策等の低密度化に伴う環

境悪化対策を進めながら、土地の多面的な活用を図ります。 

・これらの取組については、広域的な枠組みの中で連携・調整を図りながら進めていきます。 

・集約型の都市づくりを進めることにより、郊外部での開発の抑制を図りつつ、自然的環境の積

極的な保全・復元・創出を行いながら、環境と調和した都市づくりを進めます。 
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③安全・安心 

災害被害の軽減、日常生活における安全が守られた、安全・安心の都市づくりを展開します。 

頻発する大規模かつ多様な自然災害に対して、ハード整備による防災対策の限界も認識される

中で、必要な防災対策のみならず、都市計画やまちづくりを通じた減災対策を進めることにより、

ハード・ソフトを組み合わせた安全な都市づくりを図っていきます。 

また、交通安全など日常生活における安全が確保されるとともに、人口減少による低密度化が

進行する中での生活不安を和らげ、買い物や医療、移動など日常生活を営むための基本条件が備

えられた安心な都市づくりを目指します。 

 

都市づくりの基本理念である「安全・安心」を実現するため、次のことに取り組みます。 

防災対策と都市計画、まちづくりを通じた減災対策による都市づくりを進めます。 

平成23年3月に発生した東日本大震災、本県内にも甚大なる被害をもたらした平成24年7月の九

州北部豪雨など、大規模災害の発生リスクが増加している中で、津波防災地域づくり法の制定や地

域防災計画※の改定が行われてきています。 

県土を構成する4つの環境流域圏※内の市町村連携の強化を通して、各種災害に対するハザード

情報と都市計画に関する情報を併せて情報提供していくことにより、災害に対する居住のあり方

を啓発し安全な場所への居住を誘導するとともに、必要に応じて環境流域圏ごとで居住を抑制す

る区域を設定することも検討していきます。 

また、災害発生時における救援・救護に際しては地域コミュニティによる事前対策が特に重要

です。地域における防災活動とまちづくり活動を相互に連動させるなど、地域コミュニティを維

持・強化していく取組を進めていきます。 

 

日常生活における安全・安心が守られた都市づくりを進めます。 

社会経済情勢等の変化を踏まえ見直しを行った都市計画道路について、整備プログラムを明確

にしながら整備を進め、幹線道路における安全な交通環境づくりを図ります。また、通学路等身

近な道路についても地域ごとの状況を見定めながら、適切・迅速な交通安全対策を進めていきま

す。 

犯罪の防止や児童等の安全確保のため、防犯にも配慮した都市づくりを促進していきます。 

低密度化が進行する地区においては、人口減少による防犯面も含めた生活環境の悪化が想定さ

れることから、空き地・空き家発生に対する対策を図るとともに、郊外部などにおいては日常的

なサービスが身近で享受できる既存集落の維持を図りながら、通勤・通学、買い物、通院といった

日常生活のための移動手段の確保など生活環境の急激な変化への対応を進めていきます。 
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④パートナーシップ 

多様な主体の協働による都市づくりを展開します。 

県と市町村が連携して広域的・一体的な都市計画の運用を図っていくために、広域的な視点も

踏まえて集約型の都市づくりを進めていくための仕組みづくりの検討が必要となっています。 

また、都市計画にかかわる情報公開を進めるとともに、都市計画決定の手続きにおける住民参

加の機会を増やしていく必要があります。さらに、都市計画決定の手続きにおいて、新たな都市

計画の提案や、現行都市計画の見直しに対しても柔軟に対応するための体制づくりが必要です。 

 

都市づくりの基本理念である「パートナーシップ」を実現するため、次のことに取り組みます。 

集約型の都市づくりを支援する都市計画運用の仕組みづくりを進めます。 

市町村が定める都市計画に対しては、県が策定する「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

（都市計画区域マスタープラン）」との整合性等、広域的な観点からの県の考え方を示し、市町村

主体の都市計画運用を支援するとともに、都市計画の変更が都市構造へ及ぼす影響について評価す

る仕組みの構築を目指します。 

 

情報公開を進めながら、都市計画における住民やＮＰＯ・ボランティア団体※、民間企業など

多様な主体の参加の都市づくりを進めます。 

都市計画に対する住民等の合意形成の円滑化や、都市計画の実現を確実なものとしていくため

に、住民等に対して都市計画に関する知識の普及や情報の提供に努めます。 

また、住民等の主体的な参加によるまちづくりを進めるためには、都市計画に関する情報提供

等とあわせて、まちづくり活動への支援、住民からの意見募集、ワークショップの開催などを積

み重ねて、合意形成を図っていくことが重要です。市町村都市計画マスタープラン等の策定作業

の中で、市町村が主体となってこのような住民参加の試みも進められてきています。 

今後とも住民参加による都市づくりを推進していくために、市町村における執行体制の充実を

支援するとともに、専門家を活用したまちづくりの支援についても更なる充実を図っていきま

す。 
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（３）都市づくりの考え方 

①都市づくりの基本的考え方 

●都市部における持続可能な社会を構築するうえでの種々の課題に的確に対応していくため

に、環境負荷が少なく、多様な世代が快適で魅力ある都市生活を身近な街なかで送ることの

できる「集約型の都市づくり」への転換をめざします。 

●そのために、中心市街地や鉄道駅周辺等で既存の集積のある地区、もしくは新たな交通結節

機能整備と連動したまちづくりが計画される地区を拠点として位置付け、土地の有効利用や

魅力的な市街地空間づくりを促進し、多様な機能を備えた市街地の形成を図ります。 

●あわせて、拠点間を結び都市の連携を促進させる軸（以下「公共交通軸※」という。）を新た

に設定し、拠点とあわせ沿線の一部にも機能を集約させることにより、公共交通の維持・充

実を図り、多様な交通手段の確保と都市機能の相互補完を図ります。 

●市街地内外において、緑地や農地、自然地等の保全・復元・創出を図ることにより、市街地

と自然環境が調和・共存するメリハリのある土地利用の形成を図ります。 
 

②集約型の都市づくりへの転換 

本県の都市の状況をみると、北九州・福岡両市などを中心とした都市圏では、公共交通網の

形成とあわせて一定の高密度な市街地が形成され、ある程度市街地がまとまっているものの、

少子化による人口減少などにより、人口の集中にも変化が生じてきています。 

一方、中小都市等においても人口減少、少子高齢化が進行するとともに、拡散型の都市構造

による中心市街地の空洞化が進んでいます。 

このような人口動向も踏まえ、これまでの拡散型の都市構造から、都市や拠点となる市街地

の連携に必要な公共交通軸により、拠点や同軸沿線の一部への都市機能の配置も進め、便利な

場所で暮らせる質の高い「集約型の都市づくり」への転換をめざします。 

へ

[時間軸]

◆人口減少、高齢化に伴う人口減少

◆人口減少により市街地の低密度化が進行

◆人口増加

◆市街地の拡大圧力が高い

人口減少局面へ

転

換

[これまで目指してきた都市構造] [転換後の目指す都市構造]

路線廃止

路線廃止

【転換の方向性】

拠点と公共交通軸による

集約型の都市づくりへ

便利で魅力ある
拠点の形成

生活の質を高める
公共交通軸の設定

豊かで暮らしやすい都市を目指して

〇人口増加に伴う都市化圧力により、市街地

の拡大、郊外の大規模開発等が飛躍的に

進行。

〇中心市街地の活力が低下。既成市街地におけ

る少子高齢化等による低密度化、空洞化が発生。

●市街地縁辺部、郊外への部分的拡散が進行。

〇中心市街地の機能の更なる低下。人口減少に

●伴う既成市街地の低密度化、空洞化が進行す

●る一方で、都市の部分的拡散も更に進行。

【凡例】

人口密度 高

低

公共交通軸

拠点・公共交通軸沿線以外
での低密度化への対応

更
に
進
む
と

都
市
づ
く
り
の
考
え
方
を
転
換

計画的に誘導
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③集約型の都市づくりに向けた段階的土地利用のあり方 

集約型の都市づくりのため、既成市街地において土地の有効利用、魅力的な市街地空間づく

りやミクストユース※の促進を図ります。また、周辺部においては開発許可※制度や地区計画の

活用などにより、地域の実情に応じた施策運用による“市街地と田園、自然環境と調和のとれ

た土地利用の形成”を進めていきます。 

これまでの土地利用に関する都市計画制度は、規制内容や区域指定等について画一的な傾向

がありました。このため、“非線引き用途白地地域”や“都市計画区域外”といった土地利用

規制の弱い区域では、都市計画上望ましくない開発がなされるといった問題が発生していまし

た。 

しかし、平成12年5月の都市計画法改正により、区域区分の適用が選択制となったことに加

えて、準都市計画区域や特定用途制限地域※などの新たなメニューが追加されたことにより、

地域の実情にあった、よりきめ細かな都市計画制度の運用ができるようになりました。 

従来は、「都市」と「農山漁村・自然」という二極的なとらえ方が行われていた土地利用に

ついても、今後は、都市と農山漁村との調和を基調として考えていきます。 

具体的には、地域の実情と将来像を把握し、各種法制度を適切に運用しながら、高密度市街

地～一般市街地～既存集落地～田園地～自然地と、段階的に行われる土地利用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

■現在の土地利用に対する施策適用イメージ 
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④都市圏の状況に応じた集約型の都市づくり 

ア 中枢機能をもつ核となる都市が存在する都市圏 

広域的な中枢機能をもつ、核となる都市が存在する都市圏では、人口などの集中に変化が見

えはじめていることや、自然環境保全や環境に与える負荷の軽減等を総合的に判断すると、必

要となる都市機能や居住機能※を適切に配置、質の高い都市づくりを進める必要があります。 

 

〔広域的視点に基づいた都市づくり〕 

・生活圏の実態的な広がりや、人口減少なども考慮しつつ、広域的かつ持続可能な視点に基

づいた都市づくり（市街地の集約や交通網構築、緑地の保全など）を進めていきます。 

〔中心市街地や交通結節点※周辺等を中心とした複数の拠点の形成とメリハリのある 

市街地の形成〕 

・中心市街地や鉄道駅周辺など都市機能の集積がある複数の地区を拠点として位置付け、公

共交通軸沿線の一部も含め、多様な機能の集約を進めていきます。 

・拠点においては大規模な事業用地の確保が困難な面もあることから、公共交通でも車でも

利用可能な場所への集客施設の立地も誘導していきます。 

〔拠点間ネットワークの形成〕 

・公共交通軸や道路網により、人や物の交流や都市機能の相互補完など、拠点間の連携を促

進します。 

〔市街地の低密度化への対応〕 

・人口減少下においては厳しい財政運用が迫られるとともに、多くの公共施設が今後更新期

を迎えようとしており、従来と同等の公的サービスの提供を続けていくことが困難となる

場合も想定されます。このため、計画的な拠点及び公共交通軸設定、公共施設のマネジメ

ントと併せ、低密度化が進行する地区の多面的な活用を図ります。 

 

〔目指していく都市構造：中枢となる都市を生かした都市構造〕 
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イ 中小都市等により構成された都市圏 

中小都市等により構成された都市圏では、都市の機能集積や中心性がさほど高くなく、郊外

部において農地や緑地の消失を招く住宅団地等のスプロール的開発やミニ開発、大型小売店舗

の進出等に伴う中心市街地の空洞化が進行しており、拡散型の都市構造が形成されています。

これらの都市圏においては、様々な都市問題を解決し、多様な世代が暮らしやすく、かつ環境

負荷の少ない都市構造を形成していく必要があります。 

 

〔市街地拡散※を抑制し、環境と調和した活力ある都市構造への転換〕 

・市街地周辺での無秩序なスプロール的開発やミニ開発、大規模集客施設の進出等を抑える

ことにより、市街地が必要以上に拡散することを抑制します。 

・中心市街地部や駅周辺を拠点と位置付け、公共交通軸沿線の一部も含めた土地の有効利用

やミクストユースの促進等を進めることにより、公共交通需要を集中させ、市街地の活性

化（都心居住、職住近接※、産業の活性化、多様な世代によるコミュニティ形成）と公共交

通の維持・充実を図ります。 

・防災機能、レクリエーション機能等を有する田園地や自然地を保全し、環境と調和した都

市構造への転換を図ります。 

〔都市機能の相互補完のための公共交通軸・道路網の形成〕 

・中小都市等においては、一つの都市で必要とされるすべての機能やサービスを提供してい

くには限界があるため、生活圏としてつながりをもった地域の複数の都市が連携し、都市

機能の一部を分担しあう、より広域的な都市圏の形成を図ります。 

・公共交通軸や道路網により、より広い地域内における都市間の交流・連携の活性化と不足

する都市機能の相互補完を図ります。 

 

 

〔目指していく都市構造：都市間の連携に基づく都市構造〕 
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⑤集約型の都市づくり実現へ向けた取組のあり方 

都市整備の基本的考え方である集約型の都市づくりは、行政が住民や企業に過度な規制を行

うものではなく、住民活動や経済活動における選択性を確保したなかで、時間をかけてその自

由な選択の結果として実現されることが必要であり、住民や企業が主体となることが重要で

す。このため、行政としては、個性的で利便性が高く、活力にあふれる市街地の形成や、効率

的な交通網形成、環境との調和を行うための総合的な施策を展開していきます。 

 

[良質な市街地の形成] 

これまでの拡散型の市街地形成を脱却し、良質な市街地形成を進めていきます。 

中心市街地においては土地の有効・高度利用※やミクストユースによる良質化を促進するこ

とにより、“街なかに住みたい人が住むことができる”環境の形成による居住選択性の向上

や、高齢者や子育て世帯も含めた多様な世代によるコミュニティ形成を行い、街なかの再生を

図ります。 

また、周辺市街地においては、良好な低層住環境の形成・保全を図るとともに、幹線道路沿

道部における適正な土地利用の促進、貴重な地域資源（地域の宝物）の保存などにより、いつ

までも住み続けたいと思える魅力的な市街地形成を進めていきます。 

そのための具体的な方策としては、以下のようなものがあげられます。 

・市街地の拡散の防止 

（線引き制度、郊外部における建築形態規制の見直し、準都市計画区域など） 

・市街地の低密度化への対応 

（自然的環境への回帰、低密度化が進行する地区の多面的な活用など） 

・拠点における土地の有効・高度利用の促進 

（土地区画整理事業・市街地開発事業等の適用と事業実施に向けた民間活力の活用、密集

市街地※における柔軟な手法適用による環境改善、建物形態規制の柔軟な運用（高度利用

地区等の指定、誘導容積制度※の適用）など） 

・土地のミクストユースの促進 

（用途地域や地区計画の柔軟な運用、ミクストユースを促進させる公益施設整備、都心居

住の推進など） 

・居住環境、生産環境の維持保全（地域地区※、地区計画、建築協定※など） 

・安全、安心な環境整備 

（市街地や周辺部における防災対策の推進、犯罪に強いまちづくりなど） 

・美しいまちづくりの推進 

（地域の歴史、文化、生活、産業を生かした景観形成、地域資源をまちづくりのための文

化財として保存・活用するなど） 

など 

 

[歩行者・自転車・公共交通主体の都市づくり] 

拠点における良質な市街地形成による職住近接や複合的な土地利用の促進とあわせて、拠点

と連携した公共交通軸による歩行者・自転車での移動が容易な都市づくりを進めていきます。 

 



第２章 都市計画の基本的考え方 

２-１ 都市づくりの目標と考え方 

51 

 

 

 

出発地（自宅など）と目的地（勤め先や学校、商業施設、病院など）の近接による移動の短

縮化や公共交通の利用促進により、学生、高齢者、障害者等にとって移動手段が確保された都

市づくりを進めていきます。 

 また、公共交通軸沿線に人が集まることにより、局所的な渋滞の発生への対応や歩行者や

自転車のための空間形成が求められる場合には、道路整備や歩道整備、公共交通円滑化方策な

ど、新たな基盤整備も必要となります。 

そのための具体的な方策としては、以下のようなものがあげられます。 

・公共交通の維持・充実 

・公共交通結節点の整備・機能強化（駅前広場や、バスターミナルの整備など） 

・公共交通結節点周辺の施設整備（公共サービス施設や託児施設整備の推進など） 

・ユニバーサルデザインに配慮した施設整備の推進 

（新規に整備する施設のユニバーサルデザインへの配慮、歩道等既存施設のバリアフリー

化など） 

など 

 

[環境と調和した都市づくり] 

公共交通に着目した都市づくりを進めることで、自動車利用からの転換を促進するととも

に、多様なエネルギーを無駄なく最大限効率的に利用する新たなエネルギー社会の実現に向け

た取組を進めることにより、環境負荷の軽減を図ります。 

また、無秩序な市街地の拡散を防ぐとともに、市街地内に残る農地や自然環境の消失の抑

制、緑地の創造などにより、身近で豊かな農地・自然環境の保全や調和を図っていきます。 

さらに、農地や自然環境を支える農林漁業環境の維持や、人口減少に伴い今後増加すると思

われる郊外部の低未利用地については、農地や緑地への再生についても考える必要があります。 

災害に関わる危険性や地形等の条件、地域における基盤整備状況などにより低密度化が想定

される地区においては、その対応を進めていきます。 

そのための具体的な方策としては、以下のようなものがあげられます。 

・市街地の拡散の防止(再掲) 

（線引き制度、郊外における建築形態規制の見直し、準都市計画区域など） 

・市街地の低密度化への対応(再掲) 

（自然的環境への回帰、低密度化が進行する地区の多面的な活用など） 

・市街地内の農地、緑地の保全・復元・創出 

（生産緑地地区※や緑地保全※地区の指定、都市施設（公園）としての整備など） 

・水、緑、海岸線、風致地区※の骨格軸形成 

（自然が豊かで快適な美しい河川空間の形成やため池の保全、道路の緑化や緑道の整備、

自然海岸線の保全など） 

・農地や自然環境を支える農林漁業環境の維持 

（集落地区計画制度※の適用、集落内の基盤施設※整備、農業集落排水事業※の推進など） 

・分散型エネルギーシステム（再生可能エネルギー、コージェネレーション※など）の普及促

進、建築物の省エネ改修の促進、水素エネルギー※の利活用拡大、廃棄物エネルギー・廃熱

利用の拡大 

など 
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（４）都市づくりの進め方 

現在までの拡散型の都市構造においては、都市活力の維持や高齢化への対応、環境の保全など

の多くの課題があり、その解決には長い期間が必要であると考えられます。 

しかしながら、これらの課題に対応し、目標を実現していくためには集約型の都市づくりが不

可欠と考えられます。 

このため、本県ではその目標実現に向けた以下のような施策を展開することで着実な一歩を踏

み出していきます。 

 

 

①将来都市像の明確化 

集約型の都市づくりを実現していくためには、地域の特性を踏まえたうえで、都市および都

市圏の将来像を明確にしながら都市づくりに取り組んでいく必要があります。 

 

②総合的な施策の展開 

集約型の都市づくりを進めていくとともに田園や自然環境を保全し、緑あふれる都市づくり

を進めるためには、都市計画だけでなく農林水産業、環境など、幅広い視点で総合的に取り組

むことが不可欠です。また、市街地の良質化を図り、個性を生かして活力を生み出していくた

めには、商工業や地域づくりの視点からの取組も必要です。 

また、本県においては美しいまちづくり、福祉のまちづくりといった視点でのまちづくりも

推進しています。 

今後は幅広い視点での都市づくりが必要であり、各分野を超えた総合的かつ戦略的な施策展

開を進めていきます。 

③一体的な都市圏形成のための枠組みづくり 

都市における生活や産業といった様々な活動は、1つの市町村内のみに留まらず様々な都市

との連携により行われています。都市における様々な活動を支える都市機能を維持するために

は一定の人口規模が必要ですが、人口減少により都市機能を維持することが出来ない都市の発

生も見込まれます。このため、都市機能へのアクセス性を維持することにより、都市圏の持続

性を確保していくことが必要です。 

また、都市圏の広がりのなかにおける集約型の都市づくりの実現に向けて、都市構造を技術

的に評価し管理していくことも重要です。そのため、多様な主体の参加による一体的な都市圏

づくりに向けた枠組みづくりを進めていきます。 
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④都市を維持する体制づくり 

集約型の都市づくりは、良質な市街地が形成され、市街地間の連携が図られた時点で完成す

るのではなく、その都市構造を維持していくことも考えていかなければなりません。市街地や

集落、公園や農地、自然地の魅力を創出し、安全で安心して暮らせることができる都市を維持

しつづけることが重要です。そのためには、公的機関による取組に加え、住民や企業の地域活

動による植栽管理や清掃、迷惑駐車への対応、イベントの開催、広報活動などの地域づくり活

動も重要であることから、その推進方策についての検討を進めていきます。 
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２-２ 都市圏構造 
 

（１）広域的・重層的な圏域の考え方 

①広域的・重層的な圏域構造 

交通基盤整備やモータリゼーションの進展により、県民の通勤などの生活行動が広域化して

おり、都市における生活や産業といった様々な活動は、1つの市町村内のみに留まらず様々な

都市との連携により行われています。 

人口減少が進む小都市においては、都市機能の相互補完など、連携がより重要になることか

ら、広域的な枠組みを定めながら、連携を行っていくための仕組みづくりを進めていく必要が

あります。 

なお、高次の中枢機能をもつ都市を中心とした交流の圏域は、境界が明確なものではなく、

人の流動や社会的なつながりの一部が重複するようなかたちのものとなっており、本県の圏域

構造の実態を把握するには、広域的・重層的にとらえることが必要です。 
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②圏域構造のとらえ方 

本県の圏域構造の実態を踏まえて、「都市圏」により県全域をとらえます。 

 

４つの「ブロック圏」                              

政令指定都市を中心とした広域的な交流を図る圏域として「福岡ブロック圏」、「北九州ブ

ロック圏」の２つと、独自性を持ちつつ他都市との広域的交流を図る圏域として「筑豊交流ブ

ロック圏」、「筑後交流ブロック圏」の２つを「ブロック圏」と位置付けます。 

これら、４つの「ブロック圏」は、境界が明確なものではなく、人の流動や社会的なつなが

りの一部が重複するようなかたちでとらえられます。 

 

４つの「都市圏」                                

政令指定都市、中核市を中心とした広域的な交流を図る圏域として４つのブロック圏を基本

としつつ、都市計画の運用を念頭に置き、境界部を明確化させた圏域として、「福岡都市圏」、

「北九州都市圏」、「筑豊都市圏」、「筑後都市圏」の4つを「都市圏」と位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       〈基本的な圏域のとらえ方〉 

 

 

 

 

 

 

ブロック圏 広域的・重層的な交流の圏域 

都市圏 ブロック圏を基本としつつ、

都市計画の運用を念頭に置

き、境界部を明確化させた圏

域 

ブロック圏・都市圏を設定 

人の流動からみるつながりの状況 

・広域都市計画区域 

・市町村合併 等 

社会的なつながりの状況 

■圏域構造のとらえ方 

＋ 

＋ 
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③圏域構造 

4つのブロック圏と４つの都市圏でとらえた圏域構造は、下図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■圏域構造 
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●山地や海岸の自然軸で区切られる流域圏を基本に、 

●４つの環境流域圏として設定し、 

●圏域内の一体的、調和的な自然環境保全や 

環境と調和した都市づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）都市づくりと保全の基本的考え方 

今後20年間を見すえ、都市づくりの基本理念である「広域・連携」、「個性・再生」、「安

全・安心」、「パートナーシップ」を、都市づくりの空間概念として整理すると、「都市の質

的向上のための都市間の交流と連携を促進するネットワークの形成」と「自然環境を保全・創

造し、都市と農山漁村が調和する環境流域圏の形成」の２つになります。 

 

 

 

 

 

 

●県内の都市活力を維持していくために、 

●福岡、北九州、筑豊、筑後の４つの都市圏を設定し、 

●広域交通網に対応する９つの都市連携軸を形成することによる 

相互の連携を図ります。 

 

自然環境を保全・創造し、 
都市と農山漁村が調和する環境流域圏の形成 

 

 

都市の質的向上のための都市間の交流と連携
を促進するネットワークの形成 

交流と連携の都市ネットワークの形成 
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①都市圏の交流・連携の枠組み 
 

都市の質的向上のための都市間の交流と連携を促進するネットワークの形成 
 

広域交通・情報基盤で構成される９つの連携軸※の整備・強化により、都市相互の結びつきを

強め、交流や機能連携を促進するとともに、一体性の強化を図ります。 

そして、これらにより、国際中枢機能や産業・経済・文化等の高次都市機能をもつ都市ネット

ワークを構築し、県内各都市の活力を増進させ、学術研究・文化などの情報発信や多様な人々の

知的交流などが行われる、アジアの交流拠点の形成を図ります。 

 

 

 

●福岡ブロック圏・ 

北九州ブロック圏 

高次・広域的な都市機能を

持つ北九州・福岡両市を中

心として、都市圏を越えた

広域的な交流圏としてとら

えたブロック圏です。 

●筑豊交流ブロック圏・ 

筑後交流ブロック圏 

都市圏の独自性を持ちなが

ら、福岡・北九州ブロック

圏や隣接する他県との交流

を図る交流圏としてとらえ

たブロック圏です。 
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②自然環境と都市との調和の枠組み 
 

自然環境を保全・創造し、都市と農山漁村が調和する環境流域圏の形成 

県土の背骨となる山地の自然軸および海辺の自然軸を、本県の豊かな自然環境ベルトとして

保全します。また、これらの自然軸で区分され、福岡県生物多様性戦略における流域圏に基づ

いて４つの環境流域圏を設定します。この圏域ごとに自然とのつながりや圏域の個性を重視し

て、水と緑のネットワーク※や循環型都市※の形成を推進して地球規模の環境問題への対応を図

るとともに、上流域と下流域が一体となった防災性の向上、流域でのまちづくり※を行ってい

きます。 

 

 

 

●自然軸 

自然公園や風致地区等を緑の

核として、山林や海辺などが連

続し、生態系を育む豊かな自然

環境がある地域と位置付けま

す。 

●環境流域圏 

自然環境と社会経済活動との

調和を図りながら、水源地・生

態系の保全のため、自然環境の

保全と適正管理のなかで水や

森林などに親しめる環境の整

備を進めます。 

また、圏域の豊かな自然環境や

美しい街並み、景観の保全、創

出とその積極的な活用を図る

地域と位置付けます。 
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③全域での圏域構造 

「都市圏の交流・連携の枠組み」と「自然環境と都市との調和の枠組み」を重ね合わせなが

ら、都市計画法の枠組みや拠点、住民の連携軸を加えた県全域の圏域構造図は以下のようにな

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■全域での圏域構造図 
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（３）都市圏別の都市構造 

①福岡都市圏 

福岡市を中心とする多心ネットワーク型都市構造の形成により、 

国際中枢都市圏をめざす 

福岡都市圏 

福岡市中心部の中枢コア※からの連携だけではなく、地域コア※間を放射環状型の連携軸でネッ

トワークします。 

また、国際交流・物流機能の強化、学術研究機能の集積などを通じて、北九州都市圏と連携し

ながら国際中枢都市圏の形成をめざします。 

本圏域においては、鉄道およびバスにより高い公共交通サービスが提供されており、サービス

の維持・充実によるコア間の更なる連携強化を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

■都市圏構造図（福岡都市圏） 
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②北九州都市圏 

北九州市を中心とする多心ネットワーク型都市構造の形成により、 

国際的な技術集積都市圏をめざす 

北九州都市圏 

政令指定都市間の連携を図る福岡北九州連携軸、本州に至る国土軸、周防灘沿線都市を連帯し

大分県に至る北九州大分連携軸を骨格とし、地域コア間を連携軸でネットワークします。 

また、高度な産業技術・環境技術の集積や物流機能をさらに高め、多様な産業を展開して、国

際的な学術・技術交流機能の強化など、福岡都市圏と連携しながら、国際的な技術集積都市圏の

形成をめざします。 

福岡北九州連携軸および北九州大分連携軸においては鉄道を主体とした比較的高い公共交通

サービスが提供されており、サービスの維持・充実によるコア間の更なる連携強化を進めていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都市圏構造図（北九州都市圏） 
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③筑豊都市圏 

県土の中央部に位置する優位性を生かした新産業の展開と 

流域文化圏の形成をめざす 

筑豊都市圏 

県土の中央部に位置する優位性、福岡・北九州両都市圏への近接性を生かし、地域コア間をネ

ットワークすることにより、多様な交流連携を促進する流域文化圏の形成をめざします。 

そのため、両都市圏との連携軸の強化や居住環境等の基盤整備および新産業の展開などを通じ

て、地域色を生かした都市圏の形成をめざします。 

さらに、公共交通サービスの低下も懸念されることから、サービスの維持・充実を図りながら、

交流強化を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都市圏構造図（筑豊都市圏） 
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④筑後都市圏 

地域色を生かした文化と産業を育む 

田園都市圏※の形成をめざす 

筑後都市圏 

筑後都市圏は全体が多様で豊かな自然を内包する広大な「公園」であり、「公園」の中に分散

的に都市や集落が立地している「ネットワーク田園都市圏※」として捉えられます。「公園」の景

観を保全・再生しながら、その中にコンパクトで持続可能な都市を再生し、都市をつなぐネット

ワークを構築することで、相互に補完して機能を高める自立都市圏※としての「ネットワーク田

園都市圏」の形成をめざします。 

また、新たなニーズに対応した伝統工芸などの地場産業の振興や、観光や農産品など多様な地

域の資源を生かした産業の展開などを通じて、各地域の価値を高め、個性あるまちづくりを推進

していきます。 

当圏域においては、３つの鉄道軸により南北方向は高い公共交通サービスが形成されるもの

の、東西方面においては公共交通サービスの低下も懸念されることから、サービスの維持・充実

を図りながら、各地域コアの交流強化を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都市圏構造図（筑後都市圏） 
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３  都市づくりの方針 
 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３-４ 安全で個性ある都市づくりに関する方針 
 

（１）美しい都市づくりの方針 

 
（２）防災都市づくりの方針 

３-５ 都市づくりの仕組みに関する方針       
 

（１）パートナーシップの仕組みづくり 

 

 

 

（２）集約型の都市づくりのマネジメント 

 

 

 

３-３ 都市施設・市街地整備に関する方針       
 

（２）交通網整備の方針 

 

 

 

（３）自然環境や緑の整備・保全の方針 

 

 

 

（１）市街地整備の方針 

３-２ 土地利用に関する方針       
 

（１）都市計画区域等の指定方針 

 
（２）区域区分の決定方針 

 
（３）土地利用の方針 

 

３-１ 集約型の都市づくりの方針 
 

（１）便利で魅力ある拠点の形成 

 

 
（２）生活の質を高める公共交通軸の設定 

 

 

 

（３）拠点・公共交通軸沿線以外での低密度化への対応 

 

 
（４）広域的な枠組みによる都市づくり 

 

 

 

（５）都市情報一元化による戦略的な施策展開 
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福岡県総合計画 
 

６ 子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること 

７ 誰もが元気で健康に暮らせること 

８ 心のぬくもりと絆を実感できる社会であること 

９ 環境と調和し、快適に暮らせること 

10 豊かな文化を楽しみ、幅広い分野の国際交流を実感 
できること 

 

 

 

都市づくりの目標 
 

基本理念 
 

都市づくりの考え方 
 

都市づくりの進め方 
 

 

 

 

ここでの都市づくりの方針は、「福岡県総合計画」を踏まえ、関連する本県の主要計画と整合を図りながら、前述の都市づくりの目標や都市圏構造を実現するための都市計画の視点に立ち、広域的な観点から土地利用、

都市施設・市街地整備等についての方向性を示すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市づくりの方針 

 

    関連する福岡県の主要計画 

 

 

・福岡県国土利用計画〔第四次〕               （平成 21 年  3 月策定） 
・福岡県農業・農村振興基本計画               （平成 24 年  3 月策定） 
・福岡県森林・林業基本計画                   （平成 25 年  3 月策定） 
・福岡県水産振興基本計画                     （平成 25 年  3 月策定） 
・福岡県過疎地域自立促進方針・福岡県過疎地域自立促進計画 

（平成 22 年  9 月策定） 
・福岡県住生活基本計画                       （平成 24 年  3 月策定） 
・福岡県交通ビジョン                         （平成 24 年  3 月策定） 
・福岡県交通安全計画〔第 9 次〕              （平成 23 年 12 月策定） 
・福岡県交通安全実施計画                     （平成 25 年  7 月策定） 
・福岡県地域防災計画〔基本編･風水害対策編, 地震・津波対策編,  

事故対策編,災害危険箇所編, 原子力災害対策編〕 
 （平成 17 年 3 月～平成 24 年 9 月策定） 

 

・福岡県耐震改修促進計画                     （平成 19 年  3 月策定） 
・福岡県環境総合基本計画                     （平成 25 年  3 月策定） 
・福岡県地球温暖化対策推進計画               （平成 18 年  3 月策定） 
・福岡県生物多様性戦略                       （平成 25 年  3 月策定） 
・福岡県保健医療計画                         （平成 25 年  3 月策定） 
・福岡県高齢者保健福祉計画〔第 7 次計画〕     （平成 27 年  3 月策定） 
・福岡県健康増進計画                         （平成 25 年  3 月策定） 
・福岡県地域福祉支援計画                     （平成 17 年  2 月策定） 
・福岡県高齢者居住安定確保計画               （平成 24 年  3 月策定） 
・福岡県次世代育成支援行動計画〔後期計画〕   （平成 22 年  3 月策定） 
・福岡県教育施策実施計画                     （平成 26 年  3 月策定） 
・筑後ネットワーク田園都市圏構想             （平成 15 年  3 月策定） 
・京築連帯アメニティ都市圏構想               （平成 19 年  2 月策定） 

 

 

■具体的な施策の総合的な展開 

【3つの視点】 

 ・アジアの活力を取り込み、アジアと共に発展する。 

 ・それぞれの地域が特色を活かし、地域の経済を活性化させ元気になる。 

 ・生活者の視点を大事にし、一人ひとりの幸福実感を向上させる。 

【平成24年3月策定】 

【計画の期間：平成24年度（2012年度）～平成28年度（2016年度）】 

■「県民幸福度日本一」を目指す 

■県民生活の「安定」「安全」［安心］を目指す 

■10の事項の実現に取り組む 

 １ 活力にあふれ成長力に富んだ経済と雇用の創出 

２ 災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること 

３ 高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること 

４ 女性がいきいきと働き活躍できること 

５ 安心して子育てができること 

 

 

 

●拠点と公共交通軸が紡ぎだす 

豊かで暮らしやすい都市を目指して 

 

●広域・連携 ●個性・再生  

●安全・安心 ●パートナーシップ 

 

●集約型の都市づくり実現へ向けた取り組みのあり方 

①良質な市街地の形成 

②歩行者・自転車・公共交通主体の都市づくり 

③環境と調和した都市づくり 

 

①将来都市像の明確化 

②総合的な施策の展開 

③一体的な都市圏形成のための枠組みづくり 

④都市を維持する体制づくり 

 

即す 調和 

即す 

 
―集約型の都市づくりの方針－ 
（１）便利で魅力ある拠点の形成 

（２）生活の質を高める公共交通軸の設定 

（３）拠点・公共交通軸沿線以外での低密度化への対応 

（４）広域的な枠組みによる都市づくり 

（５）都市情報一元化による戦略的な施策展開 
 
―土地利用に関する方針－ 
（1）都市計画区域等の指定方針 
（2）区域区分の決定方針 
（3）土地利用の方針 

 
―都市施設・市街地整備に関する方針－ 
（1）市街地整備の方針 
（2）交通網整備の方針 
（3）自然環境や緑の整備・保全の方針 

 
―安全で個性ある都市づくりに関する方針－ 
（1）美しい都市づくりの方針 
（2）防災都市づくりの方針 

 
―都市づくりの仕組みに関する方針－ 
（1）パートナーシップの仕組みづくり 
（2）集約型の都市づくりのマネジメント 
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■市町村別の5年間の社会移動率(全国における県内市町村の状況)  (再掲) 

 

■市町村別の5年間の社会移動率(全国における県内市町村の状況)(再掲) 

 

３-１ 集約型の都市づくりの方針 
 

 

 

〔超高齢化と人口減少に対応した新たな誘導方策〕 

人口が増加し開発圧力が高い時代においては、区域区分制度により市街地の範囲（市街化区

域）を定め、市街地外（市街化調整区域）での開発を規制し、増加する人口への対応として、

必要に応じて市街地を拡大させながら、現在の市街地を形成してきました。 

しかし、今後の人口減少時代においては、既存の市街地の人口も減少し、人口密度の低下に

より、空き地・空き家の増加、生活利便施設※の撤退、公共交通の減便や廃止、コミュニティ

の維持が困難になるなど、様々な問題が各所で発生することが予想されます。 

このような人口減少による諸問題を回避するために、拡大した市街地を縮小させることでの

対応も考えられますが、厳しい制限は現実的には困難であるため、人口減少下では区域区分制

度だけでなく、新たな方策も加えた都市づくりが必要となっています。 

 

〔活発な人口流動を生かした集約型の都市づくり〕 

本県では人口減少が進みつつも、多くの市町村において人口の流動（同一市町村内での転居

も含む。）が活発な状況にあり、これを生かして市町村内外からの流入者を拠点や公共交通が便

利な場所に誘導(P.78参照)していくことで、計画的に人口や都市機能の集約を促進させること

が可能であるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔拠点と公共交通軸沿線への誘導による質の高い都市づくり〕 

本県では前述のような状況のなか、都市内居住者だけでなく他都市居住者もアクセスしやす

く、一定の都市機能の集積がある街なかを拠点として定め、都市機能や居住機能の集約を図る

ことで、人口減少下における都市の活力と住民の利便性の確保を目指してきました。 
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社
会
移
動
率
（
流
入
）
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）

社会移動率（流出）（%）

福岡県以外（n=1642）

福岡県（n=60）

社会移動率（流出）

（全国平均）：17.3（%）

社会移動率（流出）

（福岡県平均）：20.0（%）

社会移動率（流入）

（全国平均）：17.1（%）

社会移動率（流入）

（福岡県平均）：20.1（%）

福岡市

北九州市

粕屋町

新宮町

久留米市

飯塚市

田川市

行橋市

直方市

大牟田市

宗像市

筑後市

久山町

豊前市

朝倉市
赤村

東峰村

大野城市

※社会移動率（流出）＝ 
（5年前当該市町村に居住し、現在、当該市町村以外+当該市
町村内移動者）／当該市町村のH17居住地人口（国勢調査
H17総人口） 

※社会移動率（流入）＝ 
（現在、当該市町村に居住し、5年前当該市町村以外+当該市
町村内移動者）／当該市町村のH22居住地人口（国勢調査
H22総人口） 

※社会移動数（流出）および社会移動数（流入）には、国内 
（国外）から国外（国内）への移動人口は考慮していない（全
国の2010年居住地人口のうち、国外から移動してきた人の
比率は約0.45%程度）。 

※東京都特別区（23区）は1区の扱いとしている。また、H22
人口が千人未満の人口規模が小さい都市（計26村）は除い
ている。 

※市町村界は2010年10月1日時点 
※資料：国勢調査（H17・H22） 

流出：5年間に転出した人の割合 
   （同一市町村内への転居含む） 
 
流入：5年間に転入した人の割合 
   （同一市町村内への転居含む） 



第３章 都市づくりの方針 

３-１ 集約型の都市づくりの方針 

70 

 
 

 

平成24年7月の県政モニターアンケートで

は、便利な街なかへの居住意向が5割程度存

在していますが、拠点内の居住者数は現状で

1割程度であり、居住ニーズを拠点内のみで

受け入れていくことが難しい状況となってい

ます。また、商業・業務施設などは拠点内に

まとまった事業用地の確保が難しい状況にあ

ります。 

他方、公共交通については、少子・高齢化

の進行に伴う人口減少やモータリゼーション

の進展、郊外部道路沿道の店舗集積による都市機能分散、居住地拡散等により、利用者の分

散・減少が進んでいる状況にあります。 

このような状況を踏まえ、今後は、これまでの拠点形成の考え方に加え、各拠点を効率的に

接続する公共交通軸を設定し、同軸沿線の一部にも都市機能や居住機能の誘導を行うことによ

り、これまでの“拠点を中心とした都市づくり”から、“拠点と公共交通軸による集約型の都

市づくり”へと拡充を図り、便利な場所で暮らせる集約型の都市づくりを進めていきます。 

 

〔市街地の低密度化への対応〕 

集約型の都市づくりを進めていく場合、拠点や公共交通軸周辺での人口集約を進めていく一

方、人口や生活利便施設の減少に伴い市街地の低密度化が進行する地区の発生が予想されま

す。 

このため、拠点と公共交通軸による集約型の都市づくりを進めるに際しては、集約化の側面

だけでなく、低密度化への対応も併せて行っていきます。 

 

〔生活圏の広がりに対応した都市構造形成〕 

拠点は、市町村単位ではなく他市町村からのアクセスも考慮して設定しており、拠点と公共

交通軸による集約型の都市づくりを進めることで、日常生活や産業活動など様々な活動の充

実、市町村間で不足する都市機能の相互補完を促進させていくことも可能となります。 

そのため、市町村を超え、広域化した生活圏での枠組みで集約型の都市づくりを進める仕組

みの構築を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境負荷が少なく、多様な世代が快適で、魅力ある都市生活を 

街なかで送ることができる「集約型の都市づくり」 

 

 

 

 

 

便利で魅力ある 

拠点の形成 

生活の質を高める 

公共交通軸の設定 

広域的な枠組みによる 

都市づくり 

都市情報一元化による 

戦略的な施策展開 

拠点・公共交通軸 
沿線以外での 

低密度化への対応 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福岡

北九州

筑豊

筑後

45%

46%

56%

45%

38%

33%

38%

33%

17%

21%

6%

21%

住みたい 住みたくない 考えたことがない

■県政モニターアンケートによる街なかでの居住意向 

出典：平成 24年 7月 県政モニターアンケート 
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基盤
整備 

土地
利用 

商業
施策 

福祉
施策 教育

施策 

住宅
施策 

交通
施策 

環境
施策 

医療
施策 

 
 

（１）便利で魅力ある拠点の形成 

○都市整備を積極的に展開していく区域として、都市機能の集約を図る拠点や集住を促進

していく地区を明らかにしていきます。 

○市街地整備や民間活力の活用により、都市機能や居住

機能の集約を図り便利で魅力ある拠点を形成していき

ます。 

○実施に際しては、基盤整備や住宅施策、交通施策、商

業施策、医療施策、福祉施策、教育施策、環境施策等

の施策間の連携により、施策を展開していきます。 

○これらの便利で魅力ある市街地づくりを前

提としつつ、居住者の住み替え発起を契機

として、暮らしやすく、住み続けられる地

区への居住を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）生活の質を高める公共交通軸の設定 

○公共交通軸沿線に居住や都市機能を誘導し、多様な交通手段が確保された豊かで暮らし

やすい都市の持続可能性を高めるための公共交通軸を設定していきます。 

○公共交通軸を明確化することで拠点と公共交通軸による、実効性のある集約型の都市づく

りを進めていきます。 

○公共交通軸沿線の一部における各種事業や定住に対する補助等の検討の根拠とします。 

○集約を促進させる地区を明示することで、民間投資を誘導します。 

○拠点や都市間での都市機能の相互補完により、財政制約下においても効率的な行政サービ

スの提供が可能な都市づくりを展開していきます。 
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（３）拠点・公共交通軸沿線以外での低密度化への対応 

○拠点や公共交通軸沿線以外における人口や生活利便施設の減少に伴う市街地の低密度化

への対応をどのように進めていくかの判断が必要となります。 

○災害の危険性が高い地区や地形条件から居住地として利用可能性が低い地区、市街地と

して維持を図る必要性が低いと判断された地区においては、自然的環境への回帰もしく

は公園、市民農園、共同駐車場など土地の多面的な活用を進めていきます。 

 

（参考）具体的な低密度化への対応イメージ 

◇地形条件から今後の土地の利用可能性が低い地区(斜面住宅地等)での対応イメージ 

・若年層世代が流出し、高齢化が進行 

・狭隘な道路や階段等により、高齢者にとって外出が困

難 

・土砂災害の危険性のほか、火災に対する防災性も弱い。 

・自然的環境への回帰 

・公園、展望スペース、コミュニティスペース、

法面安定化のための対策用地等としての活用 

・高齢者の外出・介護の支援 

・街なかへの住み替え促進 

・条例による建築行為の規制や 

防災・防犯上問題を有する空き家除去の促進 

・防災情報の啓発   など 

 

◇都市基盤が未整備である市街地地区での対応イメージ 

・安い宅地価格を背景に、街なかからの人口流入により

拡大した住宅地 

・周辺の生活利便施設や都市基盤などが不十分な場合が

多い。 

・人口減少により住宅の量的なニーズが縮小するなかで、

新たな居住者が見つからず、空き家・空き地となる可

能性が高い。 

・公園、市民農園、共同駐車場、 

コミュニティスペース等としての活用 

・街なかへの住み替え促進 

・条例による防災・防犯上問題を有する 

空き家除去の促進   など 
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○拡大する住宅需要に答えるため高度経済成長期に整備された郊外型の住宅団地では、同時

期に同世代が入居し年齢層に偏りがあることに起因して、高齢化や空き家の発生等の問題

を有しています。このため、存続が必要な団地においては居住環境等の再構築などを行い

ながら住宅団地としての維持・向上を図ります。 

(参考)具体的な低密度化への対応イメージ 

◇高度経済成長期に整備された郊外型の住宅団地での対応イメージ 

・拡大する住宅ニーズに答えるため、計画的に整備され、

道路や公園など都市基盤が整っている住宅団地 

・核家族化による子ども世代の流出に伴い、人口減少や

高齢化が進行し、空き家や空き地も発生 

・都市基盤を生かした再生(リニューアル)により

魅力ある住宅団地に向けた用途規制の変更や

ミクストユースの促進 

・良好な環境を求めるファミリー層や緑豊かな生

活を求めるニーズ等の受け入れ 

・二世代居住等の居住者ニーズへの対応 

・敷地の拡大による質の高いゆとりある住宅整備 

・リノベーションによる不動産流通の促進 など 

 

 

 

■空き家・空き地の解消イメージ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：東京工業大学 中井検裕氏による「人口減少下における都市計画のあり方 

（平成25年度福岡県都市計画協会専門研修会資料）」 
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(参考)具体的な低密度化への対応イメージ 

 

■余剰地へのニーズによる空き地・空き家の解消イメージ 

空き家・空き地を活用し、既存の居住

者のうち、現在よりも広く住みたいとい

うニーズに対応するケース 

 

 

 

 

 

■街区単位での集約化による住宅地の再整備イメージ 

空き地となった宅地を集約し、新たな購買層（子育て世代や敷地規模重視など）の需要に

対応した土地利用が可能となる街区を創出し、魅力的な住宅地として再整備するケース 
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（４）広域的な枠組みによる都市づくり 

○都市における生活や産業といった様々な活動は、1 つの市町村内のみに留まらず様々な都

市との連携により行われるとともに、特に人口減少が進む小都市において都市機能の相

互補完など、連携がより重要となります。 

○地方分権の進展により、都市づくりの裁量が市町村に移譲されるなか、計画対象範囲の

違いから市町村境界部における計画齟齬の発生や、他都市への影響を考慮しない開発政

策の推進などによるトラブルの発生も懸念されます。 

○このため、都市圏ごとでの都市計画区域マスタープランの決定等、広域的な枠組みによ

る都市づくりを推進していきます。 

 

（５）都市情報一元化による戦略的な施策展開 

○各地域で様々な主体が戦略的に施策を展開できるよう、人口、医療、福祉、商業、交通

等に関する地理空間情報による都市構造の「可視化」を推進していきます。 

○これにより、街なか、公共交通軸沿線における現状・課題（人口の低密化、商業販売額の

相対的低下など）が即地的に視覚化され、認識の共有化が図れます。また、県や市町村に

おける施策や対象地域の選定について戦略的な判断を行うことが容易となります。 
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拠点設定の方針                                 

拠点設定については、集約型の都市づくりの観点から以下の事項を満たす場所とします。 

 

○多様な都市機能が集積した場所、もしくは集積が見込まれる場所であること 

（都市機能の集積） 

拠点においては、商業、業務、居住、文化、福祉、行政等の多様な都市機能が集積する

ことにより、利便性が向上したり、賑わいが増すなど、集積のメリットが発揮されます。

このため、拠点は多様な都市機能が集積した場所、もしくは集積が見込まれる場所である

ことが求められます。 

○多くの人が公共交通等により到達可能な場所であること（公共交通等でのアクセス性） 

拠点は都市生活の核となる場所であることから、学生や高齢者を含めた誰もが到達可能

な場所にあることが求められます。特に今後の少子高齢化の傾向を考慮すると、ユニバー

サルデザインのまちづくりの観点から、公共交通や徒歩、自転車等で誰もが到達できる場

所であることが求められます。 

○環境に対する負荷が高くならない場所であること 

拠点は市街地周辺の身近な自然環境を保全するとともに、過度に自動車に依存しエネル

ギー消費の多い都市にならないような場所であることが求められます。 

○既存の都市基盤施設ストックが生かせる場所であること（都市基盤施設のストック） 

人口減少社会を迎え、市町村をはじめとした行政の財政状況は、今後、一層厳しくなる

と考えられます。このため拠点には、これまで公共投資が行われ形成されてきた既存の都

市基盤ストックを活用できる場所であることが求められます。（集積する都市機能を支え

る都市基盤ストックがある場所） 

○拠点の持続性が見込まれること（持続性） 

拠点は様々な都市活動が行われる場所であり、拠点としての機能が消滅してしまうと、

都市活動に支障をきたし、住民が都市的なサービスを享受することが困難になります。 

その場合において住民が享受できる都市的なサービスの水準を維持するためには、新た

に拠点形成が必要となり、都市構造を大きく変えて、新たに都市基盤施設の整備等が必要

になるとともに、環境への負荷が大きくなること等が懸念されます。 

このため拠点としての機能を保ち都市活動が持続可能であることが求められます。 

 

広域拠点の設定方針                               

拠点のうち、より広域的で多様な都市機能が集積し、広域から多くの人が集まり、公共交通

によるアクセスが確保されているものを【広域拠点】として設定する。 

拠点の見直し                                  

都市計画区域マスタープランに位置付けられる広域拠点・拠点については、設定時の考え方

を基本としながら、都市計画基礎調査等の基礎指標の更新や交通施設整備、市街地整備の状況

等を考慮し、必要に応じて見直しを実施していきます。 
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公共交通軸設定の方針                              

公共交通軸については、集約型の都市づくりの観点から以下の事項を満たす軸とし、地域特性

を踏まえながら設定します。 

 

○多様な都市機能が集積した場所、もしくは集積が見込まれる場所と接続すること 

（都市機能集積の支援、機能の相互補完） 

公共交通軸は、拠点における商業、業務、居住、文化、福祉、行政等の多様な都市機能

の集積及び補完を促進する軸であることが求められます。 

○質の高い公共交通であること（公共交通サービスの質） 

誰もが容易に移動が可能であるとともに、過度に自家用車に依存せず公共交通も選択可

能な暮らしを実現していくため、沿線において一定の都市機能の集積があることが求めら

れます。 

○沿線における既存の都市基盤施設ストックが生かせること（都市基盤施設のストック） 

人口減少社会を迎え、市町村をはじめとした行政の財政状況は、今後、一層厳しくなる

と考えられることから、公共交通軸沿線における誘導はこれまで公共投資が行われ形成さ

れてきた既存の都市基盤ストックを活用できる場所であることが求められます。（集積す

る都市機能を支える都市基盤ストックがある場所） 

○公共交通の持続性が見込まれること（持続性） 

公共交通軸沿線も拠点と同様に様々な都市活動が行われる場所であり、公共交通軸が消

滅してしまうと、都市活動に支障をきたし、住民が都市的なサービスを享受することが困

難になります。 

このため、公共交通軸沿線において公共交通の潜在需要が存在していることが必要であ

り、新駅設置等による計画的な誘導が行われる場合を除き、人口集積や都市機能の立地が

あり、公共交通の接続性が高いことが求められます。 

なお、集約型の都市形成に至る過程での一時的な対応である生活支援交通については、

公共交通軸としての位置づけは基本的に行わないものとします。 

 

基幹公共交通軸※の設定方針                           

公共交通軸のうち、特に質が高いものについては【基幹公共交通軸】として設定します。 

公共交通軸の見直し                               

都市計画区域マスタープランに位置付けられる公共交通軸については、設定時の考え方を基

本としながら、都市計画基礎調査における都市機能の集積状況等を考慮し、必要に応じて見直

しを実施していきます。 

また、都市再生特別措置法における立地適正化計画と、地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律における地域公共交通網形成計画などを踏まえた市町村からの申し出については、公

共交通軸の設定方針との適合性などを踏まえながら、都市計画区域マスタープランの変更を検

討します。 
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■集約型の都市づくりのイメージ 

 

・便利で質の高い日常生活が可能となる公共交通軸を設定。 

・公共交通軸沿線において居住や都市機能の集約を進め、拠

点間の交流や交通需要を創出しながら公共交通の維持・充実

を図り、多様な交通手段が確保された都市づくりを展開。 

・拠点や都市間での都市機能の相互補完により、財政制約下

においても効率的な行政サービスの提供が可能な都市づく

りを展開。 

便利で魅力ある拠点の形成 
 

交通結接点整備による 
集住促進を図る地区への 
位置づけ 

 

生活の質を高める公共交通軸の設定 
 
 ・都市整備を積極的に展開していく区域として、都市機

能の集約を図る拠点（街なか）を明示。 

・優遇施策の適用によるまちなか民間活力の活用などの

柔軟な施策展開により、都市機能の集約、良質な空間

づくりをすすめ、便利で魅力ある街なかを形成。 

拠点・公共交通軸沿線以外での 
低密度化への対応 
 
 

・拠点や公共交通軸沿線以外における市街地の低密

度化への対応が必要。 

・災害の危険性が高い地区や居住地として不適な地

区などにおいては、自然的環境への回帰もしくは

公園など多面的な活用を図る。 

・住宅団地においては居住環境等の再構築などを行

いながら、質の向上を図る。 

 

・新駅の設置など、新しい交通結節点整備が
行われた場合にも集住促進を図る地区と
して位置づける。 

公共交通軸沿線において 
集住促進を図る地区 
 ・拠点以外の公共交通軸沿線において、

集住の促進や一部の都市機能誘導の
ための施策の展開を図る。 
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都市再生特別措置法等の一部改正との関係について                 

我が国において、地方都市では拡散した市街地で急激な人口減少が見込まれる一方、大都市

では高齢者が急増すると見込まれています。このため、公共交通なども含め都市全体の構造を

見渡しながら、居住者の生活を支えるコンパクトなまちづくり（多極ネットワーク型コンパク

トシティ化）を推進していくことが、都市再生特別措置法の一部改正に伴いまちづくりの方向

性として明記されました。 

このまちづくりの方向性を実現していくため、市町村において住宅及び医療施設、福祉施

設、商業施設その他の居住に関連する施設の立地の適正化に関する計画（「立地適正化計画」）

を作成することができるようになりました。同計画においては、拠点や公共交通沿線を中心と

して居住誘導区域（居住を誘導する区域）や都市機能誘導区域（居住誘導区域内において、医

療・福祉・商業等の都市機能の立地を誘導する区域）を具体的に定めることにより、各種の誘

導方策が適用できるようになっています。また、市街化調整区域を除く居住誘導区域外では、

開発許可制度を用いて居住の抑制を図る居住調整地域なども定めることが可能となっていま

す。 

さらに、都市再生特別措置法の改正とあわせ、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律も

改正され、まちづくり等の地域戦略と一体で持続可能な地域交通ネットワーク、サービスの形成

の重要性が示されています。 

この法改正を踏まえ、今後市町村において立地適正化計画や地域公共交通網形成計画の立案等

の取組がなされていくこととなります。 

県としては、今後市町村が策定する立地適正化計画や地域公共交通網形成計画と都市計画区

域マスタープランが連動し、集約型の都市づくりが行われるよう、取組を行っていきます。 

 

 

都市計画において公共交通軸を明示する効果                    

集約型の都市づくりに向けて公共交通軸を定めることによる行政としての効果は、以下のよ

うになります。 

 

・土地利用が描きやすくなる。 

 集約型の都市構造に向けた土地利用が描きやすくなる。 

・軸沿線で行われる施策の根拠となる。 

 各種事業等を展開させていくための根拠となる。 例：図書館の移転など 

 定住に対する補助等を実施する地区の根拠となる。  例：富山市 

・民間投資を誘導する。 

 集約を促進させていく地区を明示することで民間投資を誘導する。 

 

公共交通軸については、都市機能の集約の支援や都市機能の相互補完に資すること、公共交

通サービスの質・持続性などを考慮し、今後、都市計画区域マスタープランにおいて設定して

いきます。 
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公共交通軸を中心とした土地利用誘導の考え方                   

公共交通軸沿線における土地利用誘導に際しては、 

・バスは停留所が密に配置され連続性がある“軸”としてとらえることが出来るのに対

し、鉄軌道は駅間距離が長いことから駅周辺を“点”としてとらえるため、交通機関

別に考えることが必要です。 

・土地利用誘導方策を考える場合には、素地となる土地利用規制状況(用途地域内外、区

域区分の有無)により誘導方策が異なることから、土地利用規制状況別にとらえる必要

があり、交通機関別(バス、鉄軌道)かつ土地利用規制状況別で考えていきます。 

なお、公共交通軸沿線において集約を促進していく具体的な範囲については、都市圏ごとで

の状況を踏まえながら、設定を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公共交通軸を中心とした土地利用誘導の考え方 

 

 

自治体Ａ（線引き都市計画区域） 自治体Ｂ（非線引き都市計画区域）

市街化区域 市街化調整区域 用途白地地域（準都市計画区域） 用途地域

公共交通軸を
中心とした

土地利用誘導の
考え方

公共交通軸による
沿線自治体の

一体的な取り組み
での効果

拠点

駅 駅 駅

拠点

住宅：拠点内や公共交通軸沿線に誘導
その他：同上

集住促進を
図る地区

商業・娯楽施設

救急・高度医療施設

教育・文化施設

図書館・博物館等

行政施設

ｺﾐｭﾆﾃｨﾚﾍﾞﾙの
生活支援施設

住宅：新たな開発は抑制しつつ、
既存集落を維持・活性化

その他：一定規模以下については
公共交通軸沿線に誘導

救急・高度医療施設

(行政界)

図書館・博物館等の文化施設

新駅設置

◆連携して公共交通軸沿線での機能集約を促進させることにより、沿線全体での価値が向上
◆公共交通を介して都市機能の相互補完が可能となり、財政制約下での効率的な行政サービスが可能
◆公共交通軸を介した交流需要・交通需要の創出が図られる

駅 駅

公共交通を用いて都市サービスも相互に利用可能

公園等(市街地内)

住宅：新たな開発の抑制が困難
その他：特定用途制限地域の

適用の検討

公共交通軸
(バス等)

基幹公共交通軸
(鉄道等)

集住促進を
図る地区

集住促進を
図る地区

バス停の設置

区域全体で集約型都市構造への誘導が可能 区域全体では集約型都市構造への誘導が困難

住宅：拠点内や公共交通軸沿線に誘導
その他：同上
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都市計画と交通施策との関係                           

都市計画（長期[20年]）と交通施策（短期[単年～数年]）では、時間軸（計画スパン）が異

なることから、独立して施策を展開しつつも、相互に影響しながら好循環を目指し、持続可能

な都市の形成を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[公共交通軸設定により好循環を創造する考え方] 

①公共交通サービスの向上を目指す公共交通軸を明確化し、住民や事業者等に対して将来都

市像を事前明示 

②沿線での居住や都市機能の集約の促進 

③沿線での立地が進むことから公共交通需要も増加し、運行本数の増加等の公共交通サービ

ス向上 

④公共交通サービスの向上により、沿線では更なる立地が促進され、更なる公共交通サービ

ス向上が図られます。 

（以降は③～④の段階が繰り返され、“公共交通利用促進”と“集約”の好循環が続く。） 

【都市全体では人口が減少】 

①生活の質を高める 

公共交通軸の設定 

②公共交通軸沿線に集約が進み、 

これに対応した公共交通事業展開により、 

将来的に同じ集約型の都市像を目指す 

【公共交通軸沿線での人口を減少させずに 
公共交通の潜在需要が保持されていく】 

③施設立地に伴い 

公共交通需要も増加 

④運行サービス向上に伴い 

機能集積が加速 

拠点と公共交通軸 

沿線への集約促進（長期） 

 

都市の実態を見定めつつ 

事業を展開(短期) 

 

<都市計画> <交通施策> 
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公共交通軸沿線への都市機能集約を進めていく取組               

今後の人口減少の進行等によるバス路線の減便や廃止が進む可能性を踏まえ、現在の道路網

などを前提としながら公共交通軸を明確化し、同軸沿線の一部での機能集約を進めていきま

す。 

 

 

 

 

【都市機能集約の取組のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更に人口が 
減少すると 
廃止が進む恐れ 
 

現況 

 

取り組みのイメージ 

 

公共交通軸沿線
への集約を促進 

公共交通軸を明示 

集客施設等の 
改築等において 
公共交通軸沿線 
へと誘導していく。 
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公共交通軸沿線への集住を進めていく取組                   

現況においては、都市内の各所にて同一市町村内での転居も含む流入・流出が行われてお

り、受け皿としての郊外開発や市街地内での空き家の発生などが生じている状況にあります。 

都市内でおこる流入・流出に対して、サービス向上を目指す公共交通軸を明確化することと

軸沿線の一部での都市機能集約を促進することで、軸沿線における居住地としての魅力を高め、

各種施策も適用しながら、公共交通軸沿線への流入の誘導を進めていきます。 

 

 

【居住集約の取組のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

現況

取り組みのイメージ

公共交通軸沿線における
居住地としての魅力向上
（誘導施策）により、公共交
通軸沿線への流入を誘導し
ていく。

・現状においては、
都市内の各所で
流入・流出が起
こっている。

公共交通軸
沿線への
集約を促進

公共交通軸
を明示

流入

流出
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集約型の都市づくりによる効果                          

これまでの需要追随型の施策運用ではなく、集約を誘導するビジョン先行型の都市づくりを

目指し、拠点と公共交通軸の設定による集約型の都市づくりを行っていきます。 

公共交通軸を新たに設定することにより、商業、医療、文化などをはじめとした生活サービ

スなどの都市機能を、公共交通が使いやすい沿線に呼び戻していきます。また、公共交通軸沿

線における交通および生活サービスの確保・充実により、高齢者世帯や子育て世代も安心して

暮らせる質が高い居住環境が整うことから、鉄道駅やバス停を中心とした徒歩圏における居住

人口の回復を図ることが可能となります。 

 

○公共交通軸設定による集約と公共交通利用促進の相乗効果 

都市全体で人口が減少するなか、そのままでは公共交通需要も相対して減少し、都市全

体での公共交通のサービス低下が生じることが想定されます。 

公共交通軸を設定し、都市計画と交通事業が将来を見据えた取組を実施していくことに

より、“公共交通利用促進”と“集約”の好循環を創造し、公共交通軸沿線では公共交通

の潜在需要が保持され、人口減少にも対応できる質の高い都市づくりが可能です。 

福岡都市圏では今後しばらくは人口増加傾向にあると予測されていますが、将来的な人

口減少や高齢者の大幅な増加を見据え早期の取組を行うことにより、より質の高い都市づ

くりが可能になります。 

○行政コストの効果的な運用 

道路や下水道などの都市基盤の老朽化が進むなか、橋梁の部材破断や下水道管路損傷に

よる道路陥没などの問題が生じており、今後大幅に老朽施設が増加するなかで大きな問題

となっています。 

都市基盤の老朽化に対して、これまでは多くの場合個々の施設ごとの老朽化の状況に応

じて順次改築を実施してきましたが、改築事業量がそれほど大きくない時には一定の予算

制約の範囲内で改築事業の実施が可能でしたが、老朽化施設が急速に増加している中にお

いては、改築を前提とした対応は困難であると言えます。 

このような状況のなかで、将来にわたり都市基盤を適切に維持管理・改築・修繕してい

くため、ストックマネジメントによる予防保全型の施設管理の取組が進められています。

具体的には、取組の当初は施設全体の点検等により費用が掛かるものの、各種施設全体を

俯瞰して将来にわたる改築需要を把握し、維持管理・改築・修繕の一体的な最適化を図る

ことによる計画的な改築（更新・長寿命化対策）を実施し、持続的な機能保持が図るため

の取組が進められています。これにより、都市基盤施設に関わる年度別の発生費用が平準

化出来るとともに、総費用の減少も可能となります。 

また、人口減少に伴い今後も歳入は減少が予想されるとともに、歳出は高齢化の進行に

よる医療・介護費や既存の都市基盤施設の維持管理費等が増加し、公共施設の建設や用地

購入などの投資的経費は限られていくことが予想されます。 

前述したような都市基盤の維持管理における予防保全型の考え方を、公共交通に着目し

た集約型の都市づくりに適用したイメージは次頁のとおりであり、今後の都市問題の発生

要因に対し、予防措置としての施策に公共投資を重点化することにより、行政コストの効

率的な運用が可能となります。
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■「公共コストの賢い使い方」例(バス路線の維持・充実の側面) 

※本例示は、都市計画上の視点で、公共交通軸設定による都市づくりの有

無と行政コストの関係をイメージしたものです 

 

 公共交通の利用が減少(バス交通の場合) 

 公共交通軸を設定しない場合 公共交通軸を設定する場合 

今後の傾向 

/取組 

[今後の傾向] 
・赤字路線が拡大し、補填額も増加 
→赤字路線の廃止、コミュニティバス
等の代替措置が増加 

→公共交通の維持にかかるコストは
一貫して増加し、改善する見込みは
薄い 

[取組] 
・公共交通軸を設定し沿線の一部での
集住・機能集約を促進 

→沿線での居住者、都市機能の集約に
より公共交通需要が増加 

→公共交通の採算が改善し、赤字補填
が縮小 

公共交通として

の将来 

・財政制約が厳しくなるなかで、行政
としての公共交通に対する支援は
限界を迎え、最低限の公共交通サー
ビスも提供できなくなる。 

 
⇒課題対応型の行政コスト消費 

・公共交通軸沿線での集住・機能集約
促進のため、行政コストは一時的に
は増加したとしても、将来的には総
コストは減少する。 

 
⇒予防投資型の行政コスト消費 

動向イメージ 

  

付加的な 

効果・影響 

・公共交通の減便・廃止が進行し公共
交通空白地が増加 

・自家用車も公共交通も利用できない
高齢者等が増加し、都市機能の分散
配置など福祉コストが増大するお
それ 

・人口密度の低下によるコミュニティ
維持が困難 

・軸沿線での人口密度の維持によるコ
ミュニティの確保 

・公共交通利用により高齢者の移動が
増加し、健康増進が図られ、医療や
福祉コストが減少 

・公共交通利用促進による環境負荷の
軽減 

・人口密度に応じた都市基盤の維持に
よる維持管理費の減少 

・地域経済の活性化や地価上昇等によ
る経済波及効果が発生 

行政コストを 
効果的に消費 

沿線での 
まちづくりを
精力的に展開 

路線バス存続のための赤字補填額 
廃止代替手段の運行費(コミュニティバス等) 
公共交通軸沿線における投資額 

公共交通維持コスト 

沿線でのまちづくりコスト 

維持施策からまちづくり施策へのシフト 
シフト持 

(行政コスト) 

(時間軸) 

公共交通軸沿線での 
まちづくりへ重点投資 

持続可能な 
公共交通の運行 

沿線における需要増加 
により赤字額が徐々に縮小 

廃止路線も減少 

公共交通の維持コスト 

公共交通維持に対する 
行政としての支援可能額 

赤字補填等による公共交通の維持 

(行政コスト) 

(時間軸) 

行政としての支援の限界 
(人口減少、扶助費の増加により、 

スタミナは年々減少) 

行政として、最低限の公共交通 
ｻｰﾋﾞｽも提供できなくなる恐れ 
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○公共交通軸も含めて大規模集客施設を立地誘導することによる変化   

大規模集客施設の立地誘導においては、事業者が街なかで交通利便性が高い広域拠点で

施設計画を行いたくても、広域拠点内にまとまった適地が少ない状況にあるため、計画地

の変更が必要となるとともに、公共交通の便利が良い場所においても立地評価の手続きが

必要など多くの時間を要する状況でした。このような状況から事業者にとっては事業計画

が立てにくい面があり、結果として公共交通での利用が困難な場所への立地なども見受け

られ、都市機能の散在化に歯止めがかかっていない状況にあります。 

新たに公共交通軸を位置づけ、広域拠点以外で大規模集客施設が立地可能な場所を事前

明示することにより、事業者が将来の都市構造や地域特性等に配慮した上で計画的な市街

地整備を図ることも可能とし、そのことが公共交通軸沿線への立地誘導に繋がり、集約型

の都市づくりが促進されます。 

 

 

 

 

 

軸沿線での施設の立地検討 

行政手続き 

施設立地 

公共交通軸沿線に都市機能が 

集積（公共交通確保が容易） 

事業者の需要の受け皿として 

新たに公共交通軸沿線の一部を

追加 

広域拠点以外で施設の立地検討 

行政手続き 

施設立地 
(結果として公共交通が利用し
にくい場所への立地に転換) 

 

都市機能の拡散 

（公共交通確保が困難） 

事業者が集約型の都市づくりを

理解し、公共交通利用も想定し

た施設計画を検討 

⇒広域拠点内は低未利用地も少

なく事業用地の確保が困難 

（立地評価等の協議に 
 時間を有し事業性が低下） 

（計画地が 
定まらない） 
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○住民・行政・事業者での視座による効果 

拠点と公共交通軸による集約型の都市づくりに関して、居住者をはじめ都市に関係する

主体ごとでの視座に立った場合、誘導方策や集約型の都市づくりにより実現する暮らし、

メリット等は次のように挙げられます。 

 

■住民の視座に基づく誘導方策や集約型の都市づくりにより実現する暮らし(その1) 

現状 

・価格が安い郊外部での住宅購入等により、自家用車を主体とした生活様式 

・高度経済成長期に建設された郊外の大規模住宅団地においては、世代交代が進まず高

齢化の進行や空き地・空き家の増加のおそれ 

・公共交通志向の潜在ニーズは約5割（県政モニターアンケート(平成24年7月)から） 

課題 

・自動車を利用できない状況（飲酒、ケガ・病気など）で公共交通が利用できないため

不便な暮らしを強いられ、交流人口も減少しひいては街のにぎわいも低下 

・人口減少により見守り、助け合いが減少するなかで、コミュニティの維持が困難にな

る。 

・空き地・空き家の発生により、防犯や防災の面で不安要素が増える。 

・周辺の建て替えに伴う住環境の悪化に対応できない。 

・便利な場所に住みたくても、金銭問題、住みたい場所に土地や空き家がない等の様々

な事情により実現できない。 

誘導のため

の方策 

 

[土地利用施策の活用例] 

・拠点や公共交通軸沿線における用途地域の変更や地区計画の策定等 

・用途地域内かつ集住促進を図る地区外におけるダウンゾーニング※（地区ごとの特性に

応じた容積率※低減など） 

・市街化調整区域における開発許可制度および地区計画の運用による立地コントロール

[補助施策の活用例] 

 下記のような既往施策や新たな優遇施策について、拠点や公共交通軸沿線で重点

的に展開することを検討 

（考えられる施策例） 

・都市機能立地支援事業等都市再生特別措置法の支援策 

・地域優良賃貸住宅、長期優良住宅など良質な住宅の普及制度 

・サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向けの住宅の普及制度    など 

 [税施策の活用例] 

下記のような既往税制や新たな優遇税制について、拠点や公共交通軸沿線で重点

的に展開することを検討 

（考えられる施策例） 

 ・拠点や公共交通軸沿線に集客施設等が移転する際の特例 

 ・集客施設等を誘導する事業を促進するための特例 

 ・長期優良住宅建設に係る固定資産税の減免            など 

[その他] 

・暮らし方に関する啓発 

・街なか居住体験に対する支援(空き住宅の斡旋等) 
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■住民の視座に基づく誘導方策や集約型の都市づくりにより実現する暮らし(その2) 

実現する暮

らし 

・集住促進を図る地区に住むことにより、公共交通の利用が容易となり、車を運転しな

くても私用を済ませることが容易となる。特に高齢者の外出行動を誘発し、各種コミ

ュニティへの参加や健康増進が図られる。 

・地域コミュニティが維持され、見守り、助け合いの中で暮らすことができる。 

・通院やデイサービスが身近な場所で受けられ、家族の負荷や通院のための費用負担が

軽減する。 

・拠点や公共交通軸沿線の人口の維持が図られるため、これまでの都市的サービスを変

わらずに享受できる。 

・都市機能や居住の集約により公共交通のサービス水準が上がり利用が促進されること

で好循環が期待できる。 

・自家用車から、徒歩・自転車・公共交通への転換がすすむことで、自家用車の利用が

減少し、交通安全が図られる。 

・育児施設が便利な場所に確保されるなど、共働き世帯での、安心でゆとりを持った暮

らしが行える。 

・街なかや公共交通利便性の良い場所に、働き口が確保されやすくなる。 

・拠点や公共交通軸周辺には多様な機能が集積するとともに、公共交通手段も確保され

ることから、土地資産の価値の維持等にも寄与する。(持家の場合。) 

・軸外における居住者についても、都市機能が集まった軸上まで行けば、私用を済ませ

ることがこれまでより容易になる。 

・市街地がコンパクトになり、都市空間を整備・保全していくための行政コストが縮小

することから、住民の税負担が軽減される。 

・拠点や公共交通軸周辺への重点投資により、公共施設等の質の向上が図られる。 
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■行政の視座に基づく誘導方策や集約型の都市づくりによる効果と影響 

現状 

・大規模集客施設の郊外立地等により都市機能が分散 

・市街地の拡散に応じて、都市基盤を順次整備してきた経緯から、維持管理すべき基盤

施設が増加 

・公共サービス施設も各所に整備 

・人口減少に伴い過疎化が進む。 

・都市基盤施設や公共サービス施設が老朽化し維持管理費が増加 

・財政余力が減少するなか、都市経営の視点からのマネジメントが求められている。 

・社会的ニーズとしての環境負荷の軽減 

課題 

・基盤施設や公共サービス施設の維持管理費増大と新たな投資に対する制限下での都市

の維持 

・環境負荷の少ない都市 

 ⇒集約型の都市づくりが必要 

・集約型の都市づくりの必要性が理解されつつあるが、共通したイメージを持てるまで

には至っていない。 

 ⇒集約型の都市づくりの必要性について、第一に行政組織内での意思統一が必要 

・郊外居住者に対し、自家用車を自由に利用出来なくなった時点での生活の困難化など、

行政としても事前明示をしていく必要がある。 

集約型都市

づくりによ

る効果と影

響 

 

県における

効果 

・都市圏としての土地利用が描きやすくなる。 

(公共交通軸が明確化することで都市圏としての集約型の都市構造が描

きやすくなる。) 

・公共交通軸を介し、拠点や都市間で不足する都市機能の相互補完が可能

となる。(拠点や都市間での交流や交通需要を創出) 

県・市町村

両方におけ

る効果 

・同軸沿線で行われる施策のガイドラインとなる。 

 (上位計画として各種事業等を展開させていくためのガイドラインとな

る例：図書館等公共施設の移転など） 

・都市基盤を効率的に整備することにより、これらの維持費も削減できる。 

・自動車利用率が下がり、CO2削減や交通エネルギーの削減につながる。 

市町村にお

ける効果 

・土地利用が描きやすくなる。 

(公共交通軸が明確化することで集約型の都市構造が描きやすくなる。) 

・民間投資を誘導しやすくなる。 

 (集約を促進させていく地区を明示するガイド的役割を担う。) 

・質が高く暮らしやすい空間が形成される。 

 (同軸沿線の一部における集住・都市機能集約施策と併せ、緑化やセット

バック等の環境的価値を高める施策を併せて展開することにより、質が

高く暮らしやすい空間が形成される。) 

・市街地の拡散に対応するための郊外部での新たな基盤整備が少なくなる。 

(コストの選択と集中が可能：拠点や軸沿線整備、維持管理)  

・高齢者の外出行動が誘発され、健康が増進する。(医療福祉コストの減少) 

・地域経済の活性化や地域の利便性が高い地区(固定資産評価が高い地区)

に高密度に人や物が集まることで、地域経済の活性化や地域の魅力向上

が図られ、地価上昇等による経済波及効果が見込まれる。 

過渡期にお

ける影響 

 

・集約をうながすことでより人口密度が低下する郊外などで、生活支援を

継続するため、一時的に対応が必要(一時的な行政コストの増加)となる

ことも考えられるが、集住が進めば将来的にはその解消が図られる。 
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■事業者の視座に基づく誘導方策やメリット(その1) 

現状 

・郊外における自家用車利用を前提とした場所や、災害危険性をあまり考慮しない場所

などでの低質な住宅供給が継続 

・公共交通利用を考慮しない集客施設の立地 

課題 

・市場ニーズを拠点や公共交通軸沿線の一部へ転換 

 ⇒居住ニーズ等を拠点や公共交通軸沿線へ向けさせる取組 

・拠点や公共交通軸沿線の一部における様々な居住ニーズに応じた住宅供給(低所得者、

高齢者等) 

・拠点や公共交通軸沿線における投資リスクの軽減 

・拠点や公共交通軸沿線など集住促進を図る地区内で成り立つビジネスモデルの強化 

誘導のため

の方策 

※都市計画マスタープラン等上位計画での位置づけを踏まえた上で、下記のような施策

の活用が考えられる。 

[土地利用施策の活用例] 

・拠点や公共交通軸沿線での大規模集客施設の立地誘導 

・拠点や軸沿いで容積率が不足する地区における容積率インセンティブの適用 

・市街化調整区域における都市計画制度運用による公共交通軸沿線への立地誘導 

・用途地域内かつ都市機能の集約を促進する地区外におけるダウンゾーニング(過剰な商

業系及び準工業系用途地域の変更) 

・工場跡大規模空閑地での適切な土地活用をうながすための仕組みづくり 

・非線引き用途白地地域内において、新規バイパス沿線など土地需要が高い区域におけ

る特定用途制限地域の適用 

[都市計画事業の活用例] 

・都市機能の集約、魅力的な市街地空間づくりに向けた施策の実施 

 (市街地開発事業、バリアフリーやユニバーサルデザインなどを重視した市街地整備) 

・拠点や公共交通軸沿線において不足する都市基盤施設の整備 

 (歩行空間や自転車走行空間等の整備、公園や広場等の整備) 

・駅からのアクセス性向上など、駅設置の支援も含めた交通結節点の整備・充実 

・拠点への人々の流入促進に向けた施策の展開 

[補助施策の活用例] 

 下記のような既往施策や新たな優遇施策について、拠点や公共交通軸沿線で重点

的に展開することを検討 

（考えられる施策例） 

－集住ニーズを受け入れるための住宅確保－ 

・都市機能立地支援事業等都市再生特別措置法の支援策 

・地域優良賃貸住宅、長期優良住宅など良質な住宅の普及制度 

・サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向けの住宅の普及制度   など 

－中古住宅の個性的で魅力的なリノベーション－ 

・リノベーションに関わる情報提供 

・リノベーション推進事業                    など 
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■事業者の視座に基づく誘導方策やメリット(その2) 

誘導のため

の方策 

－目的施設の集積を進める方策－ 

・都市機能立地支援事業等都市再生特別措置法の支援策      など 

 

[その他] 

・新たなマンションを建設・分譲しつづけながら収益を確保するフロー型のビジネスモ

デルから、ストックを基盤としたビジネスモデルへの転換に際しての支援 

 (エリアマネジメント※の取組への支援等)  

事業者にと

ってのメリ

ット 

・将来性（住宅・商業）がある地区を事前に把握することにより投資先が明確となり、

積極的な投資が可能となる。（多様な機能が集積することで投資効率が向上する。） 
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３-２ 土地利用に関する方針 
 
 

生活圏の広がりに対応し、都市計画を行う枠組みや土地利用規制を見直すことにより、集約

型の都市づくりを進めていく必要があります。 

（１）都市計画区域等の指定方針 

都市計画においては、県と市町村が連携して広域的・一体的な運用を図っていくことが必要

となっており、都市計画区域においても生活圏の広がりに対応した一体的な区域設定による新

たな枠組みづくりが必要です。 

 

指定要件を踏まえ、地域の実態を把握したうえで、都市計画区域や準都市計画

区域の統合・追加・拡大を検討する。 

都市計画区域については、県全域の都市圏構造を念頭に置き、改めて指定することとし、

指定にあたっては、迅速な諸手続きが可能となるような仕組みについても検討します。 

都市計画区域の指定要件を満たす都市計画区域未指定町村については、周辺市町村の都

市計画の状況や将来プロジェクトの有無などを考慮しながら都市計画区域の指定を検討し

ます。 

また、都市計画区域指定要件を満たさない町村においても、環境の悪化が懸念される場

合には、地域の実態を把握したうえで、既存都市計画区域との統合を踏まえた都市計画区

域の拡大や準都市計画区域の指定を検討します。 

都市計画区域外での開発や環境の悪化という問題に対しては、都市計画区域の拡大や、

準都市計画区域の指定により土地利用の整序を図ります。 

なお、都市計画区域マスタープランについては、都市圏ごとに決定します。 

 

基本的に都市計画区域や準都市計画区域の廃止は行わない。 

都市化圧力の多少にかかわらず、良好な生活環境や自然環境の形成、維持、保全の面か

ら都市計画区域や準都市計画区域の必要性は高いことから、基本的に廃止は行わないこと

とします。 
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（２）区域区分の決定方針 

人口減少、少子高齢化、中心市街地の空洞化が進行するとともに、自然環境の保全が重要視

されるなかで、県内の各都市においても市街地の無秩序な拡大を防止する必要性は増加してい

ます。そのためには、秩序ある枠組みを明確にするとともに、中心市街地の良質化と自然環境

の保全を行うことにより、持続可能な都市づくりを進めるための集約型の都市づくりが重要で

す。 

したがって、既存線引き都市計画区域においては、市街地として積極的に整備する区域の明

確化および拠点部等における市街地の良質化を行うため、基本的に区域区分を継続し、集約型

の都市づくりに向けて市街化区域の適切な見直しや市街化調整区域における地区計画等の適切

な運用を進めます。 

また、既存非線引き都市計画区域においては、集約型の都市づくりにおける区域区分制度の

有効性を踏まえ、区域区分の導入を検討していきます。 

 

①線引き都市計画区域における区域区分の決定方針 

基本的に区域区分を継続する。 

線引き都市計画区域においては、 

・開発許可制度や地区計画制度により、市街化調整区域での居住も含めた一定の立地誘導も

行える状況 

・拠点・公共交通軸周辺以外に対しての各種立地抑制施策が機能し易い状況 

にあり、区域区分制度は集約型の都市づくりのための有効な手法の１つであることから、基本

的に区域区分を継続していきます。 

また、市街化調整区域内における開発行為については、公共交通軸を活用した開発基準の策

定や地区計画※での規制誘導方策により、区域区分制度の意義を損なうことなく、きめ細かな

制度運用を図ります。なお、区域区分の廃止可能性の検討に際しては、再度の区域区分の決定

は事実上不可能と考えられることから詳細な分析・検討が必要であり、区域区分の廃止により

影響を受けると考えられる周辺市町村の状況についても十分に配慮する必要があります。 

 

都市動向を把握しながら市街化区域の見直しを行う。 

市街化区域の規模については、人口密度の現状や、おおむね10年以内に優先的かつ計画的に

市街化を図るべき区域の有無、残すべき農地・自然環境等の状況などを総合的に判断し、必要

に応じて逆線引きの適用なども含め、見直しを行っていきます。 
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②非線引き都市計画区域における区域区分の導入方針 

集約型の都市づくりへの有効性を踏まえ、区域区分の導入を検討する。 

集約型の都市づくりを進めていく上での都市計画の手法としては、一般に規制により立地誘

導手法を図りますが、都市化圧力が小さい地方都市においては規制による誘導の効用は小さい

と考えられます。しかし、本県では人口減少が進みつつも、多くの都市において市町村間や市

町村内での人口移動は依然として多く、これをとらえた集約型の都市づくりを進めていくこと

が必要です。 

非線引き都市計画区域内においては、用途白地地域内において、大規模集客施設の立地規制

など特定施設の立地抑制は可能ですが、居住機能その他の都市機能については、規制による誘

導が出来ない状況にあります。また、用途地域内の拠点や公共交通軸周辺以外に規制をかけた

場合、逆に規制が弱い用途白地地域への立地を誘発するおそれも有しています。 

このように非線引き都市計画区域では、線引き都市計画区域に比べ、特定施設以外は立地誘

導策が機能しにくい状況にあり、現行の都市計画制度において、拠点と公共交通軸による集約

型の都市構造を目指していく場合、非線引き都市計画区域よりも線引き都市計画区域の方が有

効と考えられます。 

このため、既存非線引き都市計画区域においても、集約型の都市づくりのための実効性を高

めていくため、区域区分の導入について検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公共交通軸を中心とした土地利用誘導の考え方（再掲） 

自治体Ａ（線引き都市計画区域） 自治体Ｂ（非線引き都市計画区域）

市街化区域 市街化調整区域 用途白地地域（準都市計画区域） 用途地域

公共交通軸を
中心とした

土地利用誘導の
考え方

公共交通軸による
沿線自治体の

一体的な取り組み
での効果

拠点

駅 駅 駅

拠点

住宅：拠点内や公共交通軸沿線に誘導
その他：同上

集住促進を
図る地区

商業・娯楽施設

救急・高度医療施設

教育・文化施設

図書館・博物館等

行政施設

ｺﾐｭﾆﾃｨﾚﾍﾞﾙの
生活支援施設

住宅：新たな開発は抑制しつつ、
既存集落を維持・活性化

その他：一定規模以下については
公共交通軸沿線に誘導

救急・高度医療施設

(行政界)

図書館・博物館等の文化施設

新駅設置

◆連携して公共交通軸沿線での機能集約を促進させることにより、沿線全体での価値が向上
◆公共交通を介して都市機能の相互補完が可能となり、財政制約下での効率的な行政サービスが可能
◆公共交通軸を介した交流需要・交通需要の創出が図られる

駅 駅

公共交通を用いて都市サービスも相互に利用可能

公園等(市街地内)

住宅：新たな開発の抑制が困難
その他：特定用途制限地域の

適用の検討

公共交通軸
(バス等)

基幹公共交通軸
(鉄道等)

集住促進を
図る地区

集住促進を
図る地区

バス停の設置

区域全体で集約型都市構造への誘導が可能 区域全体では集約型都市構造への誘導が困難

住宅：拠点内や公共交通軸沿線に誘導
その他：同上
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（３）土地利用の方針 

都市と農山漁村という空間が相互に連続性をもって位置付けられることを再確認し、高密度

市街地～一般市街地～既存集落地～田園地～自然地と、既成市街地から郊外部へ向けて多様な

土地利用が互いに調和しながら段階的に行われるなかで、実際の土地利用に即した多様な都市

計画メニューの活用が必要です。 

集約型の都市づくりを進めていくために、中心市街地での拠点形成や活性化、周辺市街地で

の生活機能の確保、さらに郊外部での適正な市街化抑制など、都市構造上の位置付けに応じて

効果的な土地利用施策の適用が必要です。また、地域固有の歴史・文化を継承し個性を伸ばす

ことにより都市の自立を図るため、美しく、個性的で活力のある都市空間形成が必要です。 

住民にとって自らが暮らす都市のあり方について関心が高まっており、土地利用計画に関す

る知識の普及や土地利用計画の情報の提供に努めるとともに、都市計画に関する住民参加を促

進し、住民などによる都市計画提案やその提案に対する柔軟な対応の仕組みの構築が必要で

す。 

高密度市街地～一般市街地～既存集落地～田園地～自然地といった段階的土地利用の形成を

行っていくうえで、田園地、自然地の保全に際し、他法令による保全が難しい場合には、都市

計画法による各種規制施策を活用していく必要があります。 

市街地内の貴重な緑地などは先行的な規制施策により積極的に保全していく必要がありま

す。さらに、市街地内に残る歴史的街並みで市街地の拡大等により、存続が危惧されていると

ころでは、このような歴史的市街地環境を保全する取組が必要と考えられます。 
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①拠点における土地利用の方針 

中心市街地等を有する拠点においては、集約型の都

市づくりにおいて核となることから、公共交通の利用

促進も見据えた利便性が高く、多機能な都市空間の形

成を目指します。 

多様な都市計画メニューの活用          

中心市街地や駅周辺地区等の拠点として都市機能の

集約を図るべき地区においては、市街地の状況、公共

施設の整備の状況を考慮しつつ、ミクストユースや土

地の有効・高度利用を促進することを目的として、用

途地域の種類の他、容積率、建ぺい率※などを適切に

選択するとともに、特別用途地区、高度利用地区、高

度地区などの地域地区や地区計画の活用により、用途

地域を補完することが必要です。 

良質な都市空間の形成に向けた地区計画等の活用                  

拠点として魅力的な市街地空間づくりを図るうえで、人々が住み、働き、憩うことに魅力を

感じ、うるおいとにぎわいがあり続ける、良質な都市空間の形成が必要です。 

そのため、後世に残しうる良質な街並み景観・イメージの形成や良好な相隣関係の保持を図

る、よりきめ細かな地区計画や特別用途地区を、中心市街地においても積極的に活用していき

ます。 

 

拠点 
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拠点以外の市街地 

 

 

 

②拠点以外の市街地における土地利用の方針 

拠点以外の市街地においては、それぞれのゾーニン

グ※に応じた土地利用を推進することで、良好な都市

環境の維持・改善を図ります。 

 

低層住環境の保全                 

低層住居以外の用途地域に建設された低層住宅地に

おいては、実情に応じた地域地区や地区計画等の活用に

より、低層住宅地としての住環境の保全を行います。 

 

公共交通軸沿線における適正で合理的な土地利用の促

進 

公共交通軸沿線においては、拠点における多様な都市

機能の集積及び補完を促進させていくため、交通利便性

を生かした都市機能立地を誘導していきます。 

なお、公共交通軸沿線以外で都市機能の拡散立地が発

生または懸念される場合には、特別用途地区などによる

抑制策を必要に応じ併用していくことも考えられます。 

低密度化する市街地への対応                           

計画的に対応を進めていくべき低密度化が進行する地区においては、地区の特性や現在の地

区・住区の状況を踏まえて、自然的環境への回帰もしくは公園、市民農園、共同駐車場など多

面的な活用を進めます。 

なお、拠点や公共交通軸沿線以外では小世帯化する地区の発生も想定されることから、地元

意向も踏まえながら、継続居住や移住に関する支援を検討していく必要があります。 

 

工場跡地を有効に活用していくための仕組みづくり                 

工場跡地の転用についてはショッピングセンター等大規模集客施設への転用が全国的にも多

くみられ、福岡県においても同様の事例が見受けられます。 

工場跡地の転用にあたっては、都市環境への影響を検証した上で行われるべきものですが、

用途地域がその立地を許容する場合、必要な検証が行われず転用が行われ、都市構造に大きな

影響を与えている場合があります。 

このため工場跡地については、土地の有効活用という本来の観点から新たな工業系の事業用

地としての積極的な転用を基本としつつ、他の用途への転用が必要となる場合においても周囲

の都市環境の影響を検証し、外部不経済（渋滞や事故の増加）を抑えていく必要があります。 

具体的には、用途地域が許容する場合であっても都市の将来像から望ましくない転用が行わ

れないよう、既存の工業地に特別用途地区を活用するなどの取組を行っていきます。更には迅

速かつ適正な活用が行われるよう跡地利用に関する部局の相互調整を行う体制づくりも行いま

す。 
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③田園地等における土地利用の方針 

田園地等においては、無秩序な市街化を抑制しつつ、

自然環境の保全と既存集落の活力増進を図ります。 

市街化調整区域におけるきめ細かな都市計画制度の運用       

市街化調整区域は、「市街化を抑制すべき区域」とい

う位置付けであることから、開発行為が厳しく規制され

ています。 

しかしながら、一律的な規制であるため、当該地域の

既存集落では人口減少の一因となって、集落自体の活力

低下が生じている場合もあります。これらの既存集落の

維持、活力増進を図る上で、自然環境、営農環境と調和

し、地域の実情に応じたきめ細かな都市計画制度の運用

を行います。 

 

非線引き用途白地地域における土地利用の整序化を目的とした都市計画制度の活用  

道路網の整備を背景としたモータリゼーションの進展等に伴い、広域道路沿線などに種々の

建物が混在し、市街地の拡散が進行している地域がみられます。 

このような地域を含む都市計画区域においては、他法令による土地利用規制状況を十分に勘

案した上で、区域区分制度への移行、用途地域の拡充及び特定用途制限地域や地区計画を活用

し、土地利用の整序化を行います。 

 

公共交通軸沿線への都市機能の集約  

用途白地地域内においても、公共交通軸沿線以外で都市機能の拡散立地が発生または懸念さ

れる場合には、抑制策を必要に応じ併用することで公共交通軸沿線における駅やバス停と一体

となった集約を行います。 

この集約を図るため、他法令による土地利用規制状況を十分に勘案した上で、区域区分や用

途地域、特定用途制限地域、地区計画の活用、開発許可基準の見直し検討を行います。 

 

田園地等 
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計画的な産業用地の配置                             

都市の活力維持に寄与する新たな産業用地の確保については、インターチェンジ周辺や港

湾・空港周辺といった即地的な配置のほか、インターチェンジから市街地部へ向かう路線指定

による配置など、都市構造面への影響にも留意しつつ、計画的に配置していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■産業用地（工場、物流）配置に関わるイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※新規産業用地立地に際しての都市構造面での留意点  
・従業員世帯の居住環境や通勤環境（公共交通等でのアクセス性）、既存インフ

ラの活用(道路、排水、用水、電力、通信)、災害のリスク、土地利用の外部不
経済の発生、実現性（ニーズ、財政余力の状況） など  

 

路線指定による計画的配置 即地的条件による配置 

インターチェンジ周辺、 
港湾・空港周辺 

 

■面での指定  
○小郡市  
・筑後小郡I.C周辺  
○粕屋町  
・福岡I.C周辺  
 

■路線での指定  
 ○小郡市  
・(県)久留米筑紫野BP沿道  
○筑紫野市  
・国道3号筑紫野BP沿道  
・(県)福岡筑紫野線沿道  
・(県)筑紫野古賀BP沿道  
・(県)久留米筑紫野線沿道  
 

○福津市  
・国道3号沿道  
○新宮町  
・国道3号沿道  
○久山町  
・(県)筑紫野古賀線沿道  
・(県)福岡直方線沿道  
 

○篠栗町  
・国道201号沿道  
 

（参考）開発許可基準による大規模な流通業務施設の指定区域（既指定） ～法34条～ (平成26年時点) 

路線での指定 

面での指定 

路線での指定 

路線での指定 
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④都市圏別の土地利用の方針 

福岡、北九州、筑豊、筑後の各都市圏における土地利用の方針を整理すると以下のようにな

ります。 

ア 福岡都市圏 

広域化する都市化圧力への対応                          

福岡都市圏においては、今後しばらくは継続する人口増加への対応として、市街化区域の拡

大を必要最小限に抑え、市街化調整区域の自然環境や農地を保全するとともに、既成市街地や

現在の計画的開発区域を中心に、人口や必要な都市機能の受け入れを図ります。また、将来的

な人口減少や高齢者の大幅な増加も見据え、公共交通軸に沿った拠点形成による集約型の都市

づくりを図る必要があり、多岐にわたる都市計画の複合的な制度運用を行っていく必要があり

ます。 

具体的な方法としては、公共交通軸における戦略的な市街化区域の拡大などの区域区分の運

用や大規模集客施設等の適正立地の誘導、郊外部における建築物に関する形態・用途規制の強

化、自然・田園環境保全に資する特定用途制限地域などが考えられます。 

計画的な拠点の形成                               

集約型の都市づくりを進めるにあたって、市街地間の網形成のみならず、都市機能の集積す

る拠点を計画的に育成していくことが必要です。 

そのため、各市街地の持つ特性、広域的な役割等を明確にしながら、土地利用施策として

は、各種都市活動の利便性・効率性を高め、良質な都市空間を形成するため、地域地区や地区

計画などを活用し、広域拠点や拠点における拠点性向上を図っていく必要があります。 

 

イ 北九州都市圏 

都市再生に向けた対応                              

北九州都市圏においては、高い都市集積はあるものの人口減少が進み、中心部でのにぎわい

喪失など中心市街地空洞化が進行しています。基幹産業としての基礎素材型産業等の低迷によ

り臨海部工場跡地等の低未利用地化が進行していましたが、環境関連産業や自動車産業の育成

により、産業は活性化しつつあります。 

今後は、東九州自動車道、その他の広域交通プロジェクトの実施や、学術研究都市やエコタ

ウン※事業などの大型プロジェクト等による都市再生を契機として、これまでの市街地拡大基

調から誰もが暮らしやすく環境に配慮した集約型の都市づくりへの転換が必要です。 

そのために、線引き都市計画区域での区域区分の見直しや、中心部等での低未利用地の活用

等を図りつつ、公共交通網の機能強化と軸形成に対応した拠点形成を進めていく必要がありま

す。 

景観の形成に向けた対応                             

河川等を含めた自然軸の形成を図るとともに、地域の共有財産である魅力的な景観を一体的

に保全・活用することを目的とした「京築広域景観計画」等に基づく広域的な景観形成を進め

ることが必要です。 
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ウ 筑豊都市圏 

多様な交流・連携への対応                            

筑豊都市圏においては、産炭地域振興対策などの実施により、産業基盤や生活基盤の整備が

図られてきましたが、都市機能の集積はいまだ十分ではなく、都市活力の低下、人口減少が進

行しています。しかしながら、県土の中央部に位置する優位性、福岡・北九州両都市圏への近

接性を生かし、新たな地域浮揚に向けて、多様な交流・連携を促進する必要があります。 

そのためには、都市圏内で中心性が高い飯塚市、田川市、直方市において拠点部における魅

力的な市街地空間づくりにより拠点性を向上するとともに、福岡・北九州両都市圏等との連携

の強化、市街地の拡散を抑制しながらも居住環境等の基盤整備や新産業の展開を支える土地利

用施策が必要と考えられます。 

流域文化圏の形成に向けた対応                          

緑の自然軸に囲まれ、遠賀川沿いの独自の流域文化を持っているという特徴を生かして、豊

かな自然環境や美しい街並み、景観の保全、創出とその積極的な活用を図って、流域文化圏を

形成することが望まれます。このため、田園地、自然地の保全に際し、景観法などの他法令も

含めて規制施策を活用していく必要があります。 

 

エ 筑後都市圏 

都市活力維持への対応                              

筑後都市圏においては、圏域内最大の久留米市でも人口が減少に転じ、中心市街地の空洞化

がみられます。また、大牟田市においても同様に、産業構造の変化に起因する活力減少等の影

響による中心市街地の空洞化が進行しており、都市的サービスを継続して提供することによる

都市活動の維持を行っていくことが必要です。 

筑後川・矢部川流域に広がる田園地帯をはじめとする豊かな自然環境や、長年培われた伝統

的産業・歴史・文化資源などの地域特性を有効に活用していくとともに、より効率的な市街地

整備を進めるため、中心市街地などにおける基盤整備に対して、公共施設や建築物等への民間

投資が協調・連動するための誘導施策が必要と考えられます 

新たな広域交通軸としての九州新幹線の駅周辺部では計画的な市街地形成等により公共交通

軸に沿った都市拠点形成を進めていくことが必要です。 

豊かな自然に囲まれたゆとりと安らぎのある田園都市の形成             

筑後川・矢部川流域に広がる田園地、自然地の保全に際し、他法令による各種施策と連携し

ながら、都市計画法による風致地区などの各種施策を活用し、豊かな自然に囲まれたゆとりと

安らぎのある田園都市を形成していく必要があります。また、伝統的産業・歴史・文化資源な

どの地域特性を維持増進するとともに、地域の共有財産である魅力的な景観を一体的に保全・

活用することを目的とした「流域景観計画」等に基づく流域の広域的な景観形成を進めていく

必要があります。 

農林水産業経営環境の維持増進                          

田園地や自然地に点在する集落は、田園や自然地等の維持を図るために必要不可欠であると

ともに、都市圏の個性や魅力を司るものであり、拠点部との連絡強化を図りながら、生産環境

の維持増進や良好な農村集落環境の形成を進めていきます。



第３章 都市づくりの方針 

３-３ 都市施設・市街地整備に関する方針 

102 

３-３ 都市施設・市街地整備に関する方針 
 

（１）市街地整備の方針 

集約型の都市づくりを進めていくために、中心市街地や駅周辺地区等の拠点性を高める市街

地整備が必要です。併せて、密集市街地※などの既成市街地の再生や有効利用等に向けた施策

運用も必要です。 

また、犯罪の防止や児童等の安全確保のため、福岡県防犯環境指針に基づいた都市づくりを

促進していきます。 

 

土地区画整理事業について                            

土地区画整理事業は、土地の有効利用を図るうえで最も有効な事業施策であり、道路、公

園、下水道等の公共施設が整備されていない旧市街地や、これから市街化が予想される新市街

地※において適用されます。 

少子高齢化の進行等に伴う都市化圧力の沈静化が進む今後は、集約化された質の高い都市サ

ービスを享受できる市街地形成をめざし、既成市街地内における事業の適用を地域の実情に応

じて進めていく必要があります。 

また、都市部の中心市街地においても青空駐車場や空き地等の低未利用地が「ごま塩」状に

発生し、中心市街地の空洞化を招いています。このような中心市街地の再生事業として、土地

区画整理事業の手法を活用しながら、ごま塩状に分散した敷地を一体的に集約整序する「ごま

塩市街地整備手法※」等の適用も検討していきます。 

 

市街地再開発事業について                            

良好な市街地形成に有効な事業としての市街地再開発事業は、これまで商業主体で進められ

てきましたが、今後は、地域の交通環境や商業集積の状況などから、住宅主体型、福祉施設主

体型、娯楽施設などの複合型といった、多様な地域ニーズにあった施設整備を行う再開発事業

として、拠点形成に活用することが必要です。 
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①魅力ある拠点や中心市街地等の整備 

中心市街地や駅周辺地区等においては、拠点として都市機能の集約や魅力的な市街地空間づ

くりを進めるため、土地区画整理事業や市街地再開発事業などによる都市基盤整備を進め、中

心市街地の活力維持、活性化を図るとともに、商業・業務・住宅・福祉・文化などのミクスト

ユース（複合的な土地利用）による職住近接、多様な世代によるコミュニティ形成等を促進し

ます。 

また、拠点への集住を進めるため、既存の住宅市街地を再整備しながら、多様な世代が快適

で魅力ある都市生活を送ることのできる良質な住宅ストックの形成、居住環境の再生、土地の

有効・高度利用を促進します。密集市街地については、地域のまちづくり組織のもと、地区基

盤の整備や建物の不燃化、共同建替えを進めていきます。 

また、市街地整備を進めるにあたっては、ユニバーサルデザインによる誰もが暮らしやすい

市街地の形成を図ります。 

 中心市街地の整備                                

広域拠点や拠点などの中心市街地においては、商業、業務、文化の諸機能を複合的にあわせ

持つ総合的な市街地として、市街地開発事業を促進し、市街地としての魅力の維持・充実を図

ります。 

都市機能の拡散等により人通りの減少と商業活力の低下が進行している中心市街地では、交

通基盤の改善や都市機能の集約、複合的な土地利用を行うことにより、街なかを再構築してい

くことが必要です。 

また、鉄道駅等の交通結節点周辺での集客施設立地に際しては、公共交通を用いた施設利用

が容易となるように、駅前広場への隣接立地や自由通路による駅と直結した整備などを誘導し

ていきます。 
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密集市街地の再整備                               

本県においても大都市部や旧産炭都市の中心部等において密集市街地が形成されています。 

これらの密集住宅地は、道路や公園などの都市基盤が未整備であり、建替えも困難であるこ

とから防災上危険な市街地となっています。 

この密集住宅地の整備については、ＮＰＯ・ボランティア団体、住民や行政の協働によるま

ちづくり組織のもと、区画道路※や公園といった都市基盤整備、建物の不燃化や共同建替え、防

災拠点機能の設置などの総合的な街区整備が必要です。 

整備の方法としては、都市基盤整備を目的とした土地区画整理事業等のほかに、土地の高度

利用を図ることを目的として、建物の不燃化や共同建替えを行うことや、市街地再開発事業も

地域の実情に応じ、あわせて行うことが考えられます。 

ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりの促進                 

高齢者や障害者をはじめ、すべての住民が、社会、文化、経済等、あらゆる分野の活動に自

らの意思で参加できる、いきいきとした地域社会を築くためには、生活環境を安全かつ快適に

利用できるものにすることが必要です。このため、行政、民間事業者、住民が一体となってバ

リア（障壁）を取り除いていくことが重要です。 

現時点では、街なかには多くのバリアがあり、まずはバリアフリーの対応を促進することが

重要ですが、可能なものは、障害者専用のものをできるだけ少なくし、できるだけ多くの人が

利用できるユニバーサルデザインの考え方を取り入れまちづくりを進めることが考えられま

す。例えば、「歩行者動線を複雑にせず単純明快なものにする」、「絵文字による案内システム」、

「できるだけ平坦で滑りにくい舗装」、「車いすの人も利用しやすい、十分な幅のゆとりをもち、

滑りにくいよう配慮したスロープ」などユニバーサルデザインの考えに基づいた施策により、

都市計画道路や交通結節点、都市計画公園等の整備を進めます。 
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②個性的で愛着のある住宅地等の整備 

拠点以外の市街地においては、適切な土地利用規制や市街地整備事業等により、都市基盤が

整った個性的で愛着のあるまちづくりを進めていきます。 

土地区画整理事業等や地区計画の適用による住宅市街地の整備            

拠点以外の市街地では、これまでの都市化圧力により外延化した宅地が多く、都市基盤が整

っていない市街地が形成されています。 

今後も宅地化が行われる可能性が高い区域においては、土地区画整理事業等により区画道路

や公園、緑地、広場等の創出を図るとともに、地区計画を積極的に活用した建物の形態制限に

よる景観形成などを行い、個性的で愛着のあるまちづくりを進めていきます。 

すでに、都市基盤が形成されている区域においては、良質な住宅供給の推進を図っていきま

す。 

交通結節点における市街地の整備                         

県内では、九州新幹線や東九州自動車道などの広域交通施設の整備に伴って、交通の結節点

となる駅やインターチェンジ周辺における市街地整備が検討されています。 

広域高速交通網の骨格をなす九州新幹線鹿児島ルートの全線開業により、高速での移動が可

能となり、広域的移動の拡大等に伴う効果が生じつつあります。 

新幹線新駅周辺については、新たな玄関口としてまちづくりが行われつつあり、単なる交通

結節点整備ではなく、周辺へも効果が及ぶよう、一体的なまちづくりを図っていきます。 

また、その他の鉄軌道においても新駅設置と一体となったまちづくりを促進し、公共交通の

永続性の確保による、公共交通も利用可能な暮らしづくりを目指します。 

新しく設置されるインターチェンジ周辺については、基本的には工業や流通業務に関する施

設立地が考えられますが、住宅や商業施設の混在の可能性もあることから、都市づくりの将来

像に基づき用途地域、特定用途制限地域などの土地利用規制を行うことで、無秩序な市街地の

拡散を防ぎます。 

早期に整備された大型住宅団地の再生                       

拡大する住宅需要に答えるため高度経済成長期に整備された郊外型の住宅団地では、一定の

都市基盤は整備されているものの、核家族化による子ども世代の流出に伴い、人口減少・高齢

化が進んでおり、空き地や空き家が発生し、治安の悪化等も懸念されている状況にあります。 

今後、少子化対策の観点からも住宅団地としての存続が必要な団地においては、市街地開発

事業等の活用や生活サービス施設の誘致のための土地利用制度の活用、二世代居住や良好な子

育て環境を求めるファミリー世帯、緑豊かな生活を求めるニーズへの対応、不動産流通の促進

などを行い、都市基盤を生かした再生（リニューアル）を進めていきます。 
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③優良農地の保全と集落の活力増進 

田園地等においては、農家数や農家人口の減少する地域もありますが、安全な食を供給する

農業の役割を明確にし、身近に多くの消費人口を有するというメリットを生かしながら、地

産・地消など地域特性に応じた農業の展開を図ることが必要です。 

このためには、農業地域や非農業地域の計画的・合理的な土地利用により、集落の活力増進

を図るとともに、無秩序な市街化から優良農地を守る規制・誘導を行います。また、耕作放棄

地については、農業的な土地利用を積極的に進めることを基本とし、それが困難な場合も自然

的環境の整備保全を優先しつつ地域特性に応じた土地利用を検討します。 

 

 

④ 空き家問題への対応 

空き屋の実態を把握しつつ、将来的な土地利用の方向性を示しながら、活用や除却などに関

する施策を促進していきます。 

市街地として維持を図る地区における空き家の活用                 

市街地として今後とも維持を図る地区内においては、「空家等対策の推進に関する特別措置

法」による空家対策や、中古住宅としての流通を促進するための住宅診断やリフォーム、情報

提供や相談体制の構築、交流施設等他用途の転換などを促進していきます。 

また、防災やバリアフリーの面からのリフォームだけではなく、中古住宅に新たな魅力を付

与するリノベーションについても、物件の所有者や購入者、デザイナーやプランナーの視点か

らの支援を図り、集住促進を図る地区内での居住促進や魅力的な住環境形成を進めていきます。 

低密度化への対応として土地の多面的活用を図る地区における空き家への対応     

低密度化への対応として土地の多面的活用を図る地区内においては、円滑に除却が進められ

る方策や土地利用転換に関わる事業との連動などを検討していきます。 
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（２）交通網整備の方針 

都市圏内の各都市間を連絡する交通網の形成を図るとともに、都市における基幹的な公共交

通網の維持・充実を進めます。 

 

①交流連携を支える基幹交通網の形成 

ア 骨格道路網の整備 

骨格道路網については、高規格幹線道路と一体的に機能する国道、県道、街路網整備を推進

することにより、都市間の道路網の形成・強化を行い、集約型の都市づくりを支える道路網の

形成を図ります。また、都市部での交通混雑を緩和し、都市環境の改善を図るため、自動車専

用道路や環状道路、立体交差等の整備を推進していきます。 

 

イ 公共交通軸の設定と土地利用等との結合強化 

自由に移動できる自家用車に比べ、公共交通の利用圏は駅やバス停から限られた範囲と狭

く、都市に不可欠な機能の一部として、公共交通軸を都市計画において明確化させていくこと

が必要です。 

このため、都市計画区域マスタープランにおいて公共交通軸を位置づけ、土地利用制度等と

連動し、同軸沿線の一部にも機能の集約を促進させることにより、公共交通を含め多様な交通

手段が確保された豊かで暮らしやすい都市を形成するとともに、公共交通事業の経営安定と更

なるサービス向上を進めていきます。 

 

ウ 公共交通軸での必要な交通施策の展開 

人口減少下においては、多くの公共交通軸沿線では人口密度等が更に高まる状況ではなく、

維持していくことが目標となります。 

しかしながら、集約により局所的には交通渋滞等の発生が懸念されるとともに、安全で快適

な歩行空間整備や、公共交通の環境整備が求められることから、公共交通軸沿線においては必

要な交通施策の適用を進めていく必要があります。 

・公共交通軸上での交通環境整備に関わる施策：交通処理・安全な移動空間、公共交通環境 

・都市計画道路の整備       ・バイパスの整備促進(既存計画がある場合など） 

・交差点改良(右折レーン設置等) 

・歩行者・自転車の通行空間の確保 

・交通結節点整備(駅前広場整備や自由通路の整備など） 

・バスベイ・カット※の設置     ・パークアンドライド※等の機能充実 

・バス専用レーンの設置や公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）の整備等 

                など
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なお、交通渋滞の発生は、主役型の都市づくりにおける過渡期としての課題と捉えられ、長

期的には、公共交通の利用促進による自家用車からの転換や、人口減少等に伴う将来の自動車

交通量の総量減等により将来的には緩和されていくものと考えられます。 

 

エ 新幹線、空港の整備 

全線開通した九州新幹線鹿児島ルートの活用を推進するとともに、西九州ルートの早期整備

を推進し、新幹線新駅周辺部でのアクセス強化を図っていきます。 

一方、社会・経済活動のグローバル化の進展に伴って航空需要は年々増加傾向にあります。

福岡及び北九州空港においては、各々の空港の特色を活かせるような路線誘致、アクセスの向

上、施設の整備を進めていきます。 

また、増加する外国人観光客や国内観光客などの交流人口の増加に向け、観光地等への２次

交通の確保・充実を進めるとともに、交通結節点における乗り継ぎ案内の充実や、ゆとりある

歩道やレンタサイクル、企画乗車券等の整備による回遊性の向上などを進めていきます。 

 

オ 港湾の整備 

港湾については、臨港道路や岸壁・物揚場等の整備による港湾機能の強化を行うとともに、

海岸を防護し、国土を保全する海岸整備等を行います。 

また、緊急時の輸送・交通拠点、クルーズ船の受け入れ環境整備、憩い親しまれるウォータ

ーフロント空間の創造など、港湾に求められるニーズに応えた機能拡充を行っていく必要があ

ります。 

港湾法により国際拠点港湾として位置付けられた北九州港・博多港においては、国際複合一

貫輸送の促進に向けて、重要港湾である苅田港・三池港においては、地域の物流拠点として、

臨港道路等の道路網の拡充や岸壁・係留施設や交通結節機能等の整備による港湾機能の強化が

必要です。 
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②都市内交通網の整備 

ア 都市圏の中心都市の交通網整備 

総合的な都市交通円滑化施策の推進                        

都市圏の中心都市においては、低炭素まちづくり等の観点から自動車交通だけに頼ることの

ない総合的な交通体系の整備が必要です。特に、集約型の都市づくりの観点からは、学生や高

齢者等の移動手段確保に向けて、拠点形成と連動した基幹的な公共交通網（鉄道網や基幹的な

バス網等）の維持・充実が必要となります。 

このため、集約型の都市づくりの基軸となる基幹的な公共交通網を都市計画に位置付け、バ

ス専用道等の整備、駅前広場の整備や鉄道駅・バス停におけるパークアンドライド等のＴＤＭ

（交通需要マネジメント施策）※の実施、モビリティマネジメント※等、それらの維持・利用促

進に向けた施策に積極的に取り組みます。 

あわせて、中心市街地における道路交通混雑についてもその緩和を図るため、放射・環状道

路等の整備が必要です。 

立体的都市計画制度の活用                            

中心市街地においては、依然として公共施設用地の確保が困難な状況にあり、面的整備を伴

わない場合、事業として進捗しない状況もみられます。 

このような状況のなか、平成12年5月の都市計画法改正に伴い、都市施設の立体都市計画が

新たに位置付けられました。これらの都市の中心市街地において、必要に応じて各種交通関連

施設の立体都市計画を行うことにより、建築の自由度を高めつつ、適正かつ合理的な土地利用

の促進を図ることも検討します。 

 

イ 拠点を有する都市での生活交通確保 

モータリゼーションの進展及びこれに伴う道路交通混雑・定時性低下等によるバス利用者減

少により、今後路線の減便・廃止が進めば、地域全体での生活交通確保にも影響を及ぼすこと

となります。 

このような都市においては、多様な移動手段確保の住民ニーズに的確に対応したバス交通サ

ービスの提供、特定の路線への道路交通の集中を分散させる環状道路等の形成を行うととも

に、ＴＤＭ施策を適用していくことが必要です。 

また、周辺市街地や郊外部等においては、バス路線維持のための支援とあわせて、コミュニ

ティバスの広域的な運行やデマンド交通※といった新たな運行形態の導入等の多様な観点から

の生活交通確保の取組が必要です。 
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ウ その他の都市の交通網整備 

自動車への依存が極めて高いことから、都市内を広くカバーする身近な公共交通手段として

機能しているバスについても、利用者が減少し、サービスレベルの低下や路線の廃止といった

状況が発生しています。また、拠点を有する都市と同様に、中心市街地の衰退もみられます。 

このような場合においても、基本的に自動車利用を前提とした交通施策を推進することのみ

ならず、誰もが利用しやすい交通体系の整備を考えることが重要です。そのために、中心市街

地部へのアクセス道路整備や駐車場等の交通施設の整備を行い、中心市街地部の活性化を図る

とともに、高齢者・障害者等が利用しやすい移動手段であるバス交通サービスの維持・向上を

図る必要があります。 

しかしながら、今後の人口減少傾向等を踏まえると、路線バスの需要は限られ、民間交通事

業者による持続的なサービス提供も難しくなることが見込まれることから、今後路線バスが廃

止・減便となる地域においては、コミュニティバスの運行やデマンド交通といった新たな運行

形態の導入等の多様な観点からの生活交通確保の取組を行うとともに、高齢者・障害者等が中

心市街地で安心で快適に暮らせるような土地利用・住宅・福祉施策を行っていくことが必要で

す。 

 

エ 歩行者優先の空間づくりと歩行者・自転車交通網の形成 

すべての人が快適かつ安心して通行するためにバリアフリー化や必要幅員の確保を図り、移

動に制約のない連続した歩道空間を提供していくことが必要です。 

また、歩行者が集中する都心部においては、公共交通サービスと歩行者空間の共有を行うト

ランジットモール※化などを推進するとともに、住宅地や商店街においては、コミュニティゾ

ーン等による地区の位置付けを積極的に行うことにより、ハンプ※設置や交通規制などによる

交通静穏化を推進し、歩行者を優先する都市づくりが必要です。 

一方、自転車は通勤、通学や買い物などの短距離移動に関して高い利便性をもっており、環

境に優しく健康的な移動手段として多く利用されていますが、歩行者との接触事故が増加して

いる状況を踏まえ、改めて路肩走行が基本であることが道路交通法において再確認されまし

た。このため、自転車利用環境に関する計画も検討しながら、路肩において安全な自転車の走

行が可能な自転車レーンの整備を進めていくことが必要です。また、広幅員の自転車歩行者道

が確保された区間では、歩行者と自転車の区分などについても検討を進め、安全な歩行空間づ

くりを進めていくことも必要です。 

また、路上駐輪の増加に対しては、附置義務条例など自転車需要に応じ駐輪場の設置を誘導

する施策の展開を図ります。 

さらに、放置自転車の集中する駅周辺においては、鉄道事業者の協力により駐輪場の整備を

推進するとともに、条例の制定等を促進し、放置自転車の整理・撤去等の推進を図っていきま

す。 
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オ 自然環境と調和した道づくり 

都市計画道路等の街路樹・植栽の整備と沿道緑化を推進します。 

また、降った雨水を間隙が多い舗装材で地中に浸透させる透水性舗装等、リサイクル材・天

然材料・季節感を与える材料の活用などにより、自然環境と調和する道づくりにも取り組んで

いきます。 

 

カ 交通結節点における交流機能の充実 

都市、特に中心市街地の再生を図るためには、都市における移動しやすさを高め、高齢者、

障害者等の円滑化の促進に関する法律に基づく交通結節点における高齢者・障害者等のバリア

フリー化やユニバーサルデザインに配慮した施設整備、快適性・効率性に配慮した都市づくり

をめざし、都市内公共交通機関の整備を進めるとともに、駅前広場などの人が集まる交通結節

点における交流機能の強化が必要です。 

このため、各交通手段相互の快適で効率的な交流に配慮した計画づくりを行い、必要に応じ

て駅前広場や自由通路、ペデストリアンデッキ※、トランジットモールなどの整備を推進して

いくことが必要です。 

また、立体都市計画制度の活用による民間活力の導入など、効率的・効果的な交通結節点の

整備・管理を促進します。 
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【都市計画道路網検証の取り組み】 

 

 

 

キ 都市計画道路網の検証と整備プログラムによる効率的な事業促進 

都市計画道路については、社会経済情勢の変化や都市政策の転換、将来都市像の変化等によ

って、その必要性に変化が生じていることや、長期にわたり事業が行われていない路線が多く

存在することを踏まえ、本県では｢福岡県都市計画道路検証方針｣(平成17年8月)を策定し、現

計画の妥当性を検証する作業を進めてきました。 

その結果、今後廃止や変更といった見直しが必要と考えられる路線を抽出し、地域調整等を

踏まえたうえで廃止や変更することが妥当であると結論が得られたものについて順次、都市計

画変更の手続きを実施しており、今後も本検証方針に基づいて都市計画道路の更なる検証を実

施し、必要に応じ適切な見直しを図ります。 

また、その必要性が改めて確認された都市計画道路については、整備プログラムを策定し、

効率的な事業化を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町、事業主体 

との調整 

 

見直し候補路線の抽出 

 

都市計画変更(案)の作成 

都市計画道路 

 
幹線街路を対象 

地域状況等

の反映 

見直しについての地域の合意形成 

関係機関等の協議 

都市計画道路路線カルテの作成 
 

（決定経緯、整備状況等の把握） 

総合的検証 

路線の必要性、実現性 

に関する評価 

 
・路線の位置付け 

・路線の機能性 

・事業実施環境 

都市計画道路網として 

の評価 

 
・道路の連続性 

・交通需要予測 等 

 

存続路線 

存続路線 

整備済・事業中・事業見込有 事業未着手 

福岡県都市計画道路検証方針 

（平成 17年 8月策定） 

H21 年度以降 

都市計画変更の手続き 

（H21 年度～） 
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合
都
市
交
通
体
系
調
査 

（
第
４
回
北
部
九
州
圏
パ
ー
ソ
ン
ト
リ
ッ
プ
調
査
） 

 

H17 年度 

県都計審への報告 

（H21年度～H23年度） 
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（３）自然環境や緑の整備・保全の方針 

本県の森林は、主に海岸や山地沿に広がりをみせ、貴重な野生の動植物が多く生息し、守る

べき優れた自然景観があり、その一部は自然公園や自然環境保全地域などに指定されていま

す。森林においては、平成20年の生物多様性基本法制定を受け、本県でも平成25年に自然環境

に関するマスタープランとして福岡県生物多様性戦略を策定するとともに、個別規制法による

土地利用規制や治山事業・砂防事業等により、自然環境や緑の整備・保全がなされています。 

一方、都市づくりにおいても、人と自然が共生できる自然環境を整備・保全する必要性が高

まっています。既存法である都市緑地法に加え、地球温暖化問題やエネルギー制約に対応して

「都市の低炭素化の促進に関する法律」（エコまち法）も平成24年12月から施行され、都市にお

ける緑地の保全及び緑化の推進が重要な課題となっています。このため、すべての都市計画区

域において自然環境の整備または保全に配慮し、風致地区、緑地保全地区等の地域地区や公

園・緑地の都市施設を都市計画決定し、その整備・保全を民間による都市緑化とあわせて推進

していくことが重要です。 

県内の流域圏ごとに自然とのつながりや圏域の個性を重視して、緑の自然軸・海の自然軸と

の連続性をもった水と緑のネットワークや、水やエネルギーを有効利用する循環型都市システ

ムの形成を推進し、地球規模の環境問題への対応を図ることが必要です。 

 

①広域的な緑の整備・保全・活用 

公園・緑地の整備および保全にあたっては、市町村の「緑の基本計画」等で長期的な目標や

配置方針を定め、積極的に都市計画決定し、整備することを促進します。 

「緑の基本計画」等の配置方針に基づいた主要な緑地の配置             

緑地の配置にあたっては、地域特性に応じ、環境保全系統、レクリエーション系統、防災系

統、景観構成系統などの視点により緑地の機能を系統別に評価し、「緑の基本計画」等の緑地

系統の広域的な配置の方針に基づいて、都市計画決定することが望まれます。 

地域らしさを構成する森林・河川の緑の保全と活用                 

郷土景観や地域らしさを構成する山地・丘陵地等の森林や、風の道ともなる河川など、県土

の骨格となる緑の保全・活用を図っていきます。特に、平地と山地、海と平地、川と平地等の

境界部分の緑については重点的に保全を図ります。このなかでも、市街地部の背景となる山地

や幹線交通施設から望む緑、都市部を流れる河川等の緑地は、適切な保全を行っていきます。

さらに、高密度市街地が連坦する地域については、市街地内と市街地の間に位置する大規模な

緑を保全することで、市街地内における潤いや防災性の確保を図ります。 
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水と緑のネットワークの形成                           

水と緑のネットワークとなる公園・緑地や地域制緑地※、河川・海岸・湖沼・干潟等を利用し

て、魅力ある水辺空間や優れた自然環境・景観を構成する豊かな空間といった、公共空間など

の整備保全を図ります。そして、県全域の都市圏構造で示す緑の自然軸、海の自然軸との連続

性を確保して、生物の移動・分散に寄与し、豊かな水と緑にふれあいながら緑の拠点や観光・

歴史・文化などの拠点を回遊できる広がりをもった、水と緑のネットワーク形成を図ります。 

また、都市内における公園・緑地や、河川沿いにおける川の治水機能も考慮した緑地帯等を

計画的に整備するとともに、自然環境や田園、山林などが都市と共存しながら貴重な水や緑と

して保全されるよう、農林業、環境などの幅広い視点や関係市町村の協力を得た維持管理など

も含め、保全のための施策を検討します。 

レクリエーション機能のための公園・緑地の整備                  

広域的なレクリエーション拠点となる公園・緑地等については、地域特性や地域の歴史文化

資源・自然資源を生かした個性ある広域公園の整備や、豊かな自然環境を生かした自然とふれ

あい拠点の整備を図っていきます。 

また、多様なレクリエーション需要に対応するため、地域の活動拠点となる都市基幹公園、

身近な活動空間となる歩いていける住区基幹公園、地域の歴史資源・自然資源を活用した公

園、農林業等の振興と連携した緑地といった様々な種類の公園・緑地等の整備を推進します。 

自然災害・都市災害の防止・緩和のための公園・緑地の整備             

災害発生時の安全性を確保するうえで重要な防災公園や緑地の整備により、防災対応の都市

づくりを図ります。 

災害危険区域や活断層の上に位置する緑地等においては、自然災害を軽減するための緑地と

して保全します。 

市街地などの都市化が進んだ地域においては、災害時の指定緊急避難場所となる公園（防災

公園・広域公園等）を計画的に整備します。さらに、都市部を流れる河川や市街地内の広幅員

道路の緑化を推進することにより、災害時の避難路・焼け止まり線の確保を図ります。 

地域を特色づける歴史的環境の保全と活用                     

県内に数多く残る歴史的建造物、遺跡等と一体となった重要な緑地、あるいは伝統的または

文化的に重要な意義を有する緑地は、特別緑地保全地区または風致地区に指定することにより

良質な緑地の保全を進め、地域らしさを形成する歴史的環境の保全・活用を図ります。 

住民・企業・行政の連携による緑化推進                      

住民・企業・行政の役割分担・相互連携により、市街地の大部分を占めている住宅や店舗な

どの民有地や道路・河川や公園・緑地などの公共空間の緑化に努め、生活に密着した、誇りや

愛着のある緑の増加を図ります。 

また、住民参加による公園・緑地の整備・管理・運営等のあり方を検討することや、ボラン

ティア等による自主的な公園・緑地の運営管理や、土地利用に応じた民有地の緑化を推進する

ことに取り組みます。 
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②都市の緑化 

都市内での緑の保全とあわせて空閑地等の緑地化、さらに拠点等における公園緑地の整備や屋

上緑化等の民有地の緑化など、総合的な都市緑化に取り組む必要があります。 

都市計画マスタープラン等での位置付けと都市計画に基づく緑化の推進        

景観、防災、レクリエーション等の観点とともに、集約型の都市づくりの観点からの緑地と

オープンスペース※機能を考慮して策定された緑の基本計画を都市計画マスタープラン等に反

映を図っていきます。これにより、風致地区、緑地保全地域等の地域制緑地指定による開発抑

制や里山保全を促進し、公園・緑地等の施設性緑地の決定と整備・保全を進め、公共空間によ

る都市の緑化を促進します。 

また、今後の人口減少に伴って発生が予想される空閑地については、都市内の緑地空間形成

の一環として、その緑地化を進めていくことも重要です。 

公共施設の緑化の促進                              

道路・河川敷や公的な建物、施設についての公共用の空間を有効に活用し、都市の緑化と防

災機能を高め、公共施設の緑化を促進します。 

下水処理場および幹線道路の緑化、河川においては治水上の安全を高めつつも良好な水循環

の復元が可能となる多自然川づくり、ダム湖・ため池等、水辺とその周辺部の緑化を促進しま

す。 

緑化にあたっては、自然状態で生育や繁茂する植生に配慮した植樹、景観に配慮した街路樹

の選定を促進します。 

民間建築物における緑化等の啓発                         

集約型の都市づくりを進めていくうえで市街地内における緑の空間確保を図るため、必要に

応じて、一定規模以上の建築物の新築や増築を行う場合に敷地面積の一定割合以上の緑化を義

務づける緑化地域制度※なども活用していくことが必要です。 

中高層建物が密集する拠点の市街地等では、屋上や壁面の緑化は気温上昇の緩和に効果的で

す。建物内の室温の変化を抑える効果もあり、屋上や壁面の緑化が多くの建物で行われること

で、都市全体のエネルギー消費を抑えることができます。 

また、ゆとりある歩行者空間として前面道路に接している部分などの緑化を、関係者の協力

による緑化協定※等で促進します。 

 

③自然環境保全のための方策 

都市公園や自然公園等と連続・一体となった風致地区、緑地保全地域等指定による自然公園

等の景観や環境の配慮や、水源地となる森林や、里山の整備・保全・活用が必要です。 

都市公園や自然公園等と連続・一体となった風致地区等の指定の促進         

風致地区、緑地保全地区、生産緑地地区は、都市計画法８条により指定される地域地区で、

地域制緑地に分類されます。 

これら地域地区の指定にあたっては、都市公園や自然公園、自然環境保全地域等と重複し、

相互に効用を高め合うよう総合的に計画し、これに即した都市計画決定を進めることが重要で

す。特に、自然軸に配置するものについては、その指定を促進します。 
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自然公園等の景観や環境への配慮                         

良好な自然景観および自然環境を備える地域については、自然公園および自然環境保全地域

に指定されており、これらの景観や環境に配慮した土地利用計画や都市施設の計画を図ります。 

また、瀬戸内海沿岸の自然海浜保全地区やその他の自然海浜においては、残された美しい自

然海岸、海のもつ生態系などの生物多様性や沿岸海域の水質の保全を推進するとともに、下水

道の整備等の水質汚濁防止対策を促進します。 

水資源対策の一環としての森林の保全                       

森林に降った雨は、保水能力の高い森林土壌に吸収され、ゆっくり地中に浸透していきま

す。これにより森林は、降水の流出量を調節し、かつ土砂の流出を防ぐとともに、水を浄化す

る機能も果たしています。 

風致地区等の指定などにより、水を安定的に供給する水資源対策の一環として、水源地域の

森林の保全を図ります。 

生活を支える緑の保全と活用                           

食を支え豊かな景観を生み出す水田等の緑や、地域産業を特色づける茶畑・果樹園等の緑の

保全・活用を図っていきます。都市部の緑のなかで都市計画において保全するものとして区分

する市街化区域内農地や、低密度化に伴い自然的環境への変更を図る区域等については、生産

緑地地区の指定を行うほか、市街化調整区域への編入や市民農園としての活用等を図ります。 

里山の整備・保全・活用                             

里山は、都市や集落に近い山すそで農業や果樹園芸、あるいは林業など多様な土地利用が行

われ、複雑で多様な自然環境が維持されてきた空間です。しかし、過疎化と近代農業の発展

で、里山を取り巻く環境は大きく変わりました。里山の自然や暮らしを継承するため、風致地

区、景観地区、緑地保全地域、市民緑地等に指定することなどで里山の整備・保全・活用の促

進を図ります。 

民間緑地の保全への市民活動の促進                        

土地所有者等の合意によって緑地の保全や緑化に関する協定を締結する緑地協定制度※や、土

地所有者や、人工地盤・建築物などの所有者と地方公共団体などが契約を締結し、緑地や緑化

施設を公開する市民緑地制度※などにより、市民活動による民間緑地の保全や地域の人々も利用

できる緑地の確保を促進していきます。 
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④環境保全のための処理施設等の整備 

水質の保全のための排水処理施設の整備・保全を図るとともに、都市に必要な廃棄物処理施

設については適正配置を進めていきます。 

水質の保全・良好な水環境創出のための下水道等の整備               

快適で安全な生活環境の確保や都市防災への対応のため、公共下水道未整備区域における整

備を推進するとともに、整備済み区域においては、施設の維持保全を図ります。 

また、県下全域で効率的な汚水処理を推進するために、下水道、農業集落排水、浄化槽等の

各種汚水処理施設について、人口減少や財政等の状況も踏まえ地域の実情にあった事業範囲の

見直しや整備手法の選択を行いながら、整備の推進を図っていきます。 

廃棄物処理施設の適正配置                            

廃棄物処理施設は、都市化の進展による適地の減少、廃棄物処理施設は迷惑施設として受け

止められ、設置に対し住民の理解が得がたいことなど、立地場所の確保が困難となっており、

必要に応じて周辺市町村と広域的に連携し、適正配置を図ります。 

なお、廃棄物処理にあたっては、福岡県廃棄物処理計画（平成24年3月）に基づき、県内の各

自治体や事業者等の連携・協力により、３Ｒ（排出抑制・再使用・再生利用）の推進、廃棄物

の適正な処理を基本とします。 

老朽化を迎えたごみ処理施設については、複数市町村による集約化や広域処理、焼却施設の

ストックマネジメントによる長寿命化・延命化も進めていきます。 

 

⑤新たなエネルギー社会の実現に向けた取組 

低炭素都市づくりに向けて、新たなエネルギー社会の実現に向けた以下のような取組を進め

ていきます。 

エネルギーを無駄なく最大限効率的に利用する社会の実現に向けた取組      

エネルギー使用の合理化を最大限進めるため、事業者等における省エネルギー対策の促進、

ＩＴ技術を活用したエネルギー利用の効率化、エネルギーの面的利用などの取組を進めます。 

環境にも配慮したエネルギーが安価かつ安定的に供給される社会の実現に向けた取組 

特定の電源や燃料源に過度に依存しないバランスのとれたエネルギー構成を実現していくた

め、分散型エネルギーシステム（再生可能エネルギー、コージェネレーション等）の普及促進

などの取組を進めます。 

水素を本格的に利活用する水素エネルギー社会の実現に向けた取組        

水素エネルギーは、電気、熱と並び、将来の二次エネルギー※の中心的役割を担うことが期待

されています。 

水素エネルギーの利活用を日常生活や産業活動において拡大し、将来的にCO2を排出しない方

法で製造された水素を利活用する本格的な水素エネルギー社会が実現されれば、エネルギー需

給構造が抜本的に変革される可能性があることから、産学官連携の下、その実現を目指した取

組を進めます。
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３-４ 安全で個性ある都市づくりに関する方針 
 

（１）美しい都市づくりの方針 

平成16年に景観法が施行され、福岡市、北九州市、久留米市をはじめ多くの市町村が景観行

政団体として、景観法に基づく良好な景観形成に取り組んでいます。以下においては、景観行

政団体である福岡県の取組の方針を示します。 

 

本県は、三方を海に囲まれ、大小の河川や山並み、田園などの豊かな自然に恵まれるととも

に、古くからアジアの国々や地域との交流の結節地域（クロスロード）として独自の文化、伝

統を築いてきました。 

また、県土には、百万都市、中小の都市群、農山漁村といった様々な規模と特色を有する地

域があり、それぞれの地域において、歴史と風土に根ざした多彩な経済・社会・文化などの諸

活動が営まれています。生活をよりゆとりと潤いのあるものとするためには、これらの歴史・

自然および社会活動等を地域の有する景観資源として再認識するとともに、効果的に活用し、

個性ある景観を持った美しいまちを形成していくための取組を各地で展開していくことが必要

です。 

一方、平成16年に景観法が施行され、本県においても、筑後川流域景観計画での取組のよう

に、市町村の枠組みを超えた広域景観や、文化的な価値づけによる広域の文化的景観を、関係

市町村と連携を図りつつ、総合的に形成・保全する仕組みも必要とされています。 

さらに、県、市町村及び県民等のパートナーシップによる良好な景観の形成・保全と、美し

い都市づくりを推進していくため、県民等が発意し自ら参加していくことが望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■福岡県における景観づくりの枠組み 

 

 

 

 

～ 景観づくりのための各種施策の展開 ～ 

 

景観法 

福岡県 

美しいまちづくり条例 

・景観計画 

・景観地区   など 

・広域景観計画 

・イベントや各種支援施策など 
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①「景観法」に基づく良好な景観形成 

景観法に基づく景観計画策定の推進                        

既に一部の市町村では、景観法に基づく景観計画を策定していますが、良好な景観の保全・

形成に向けて、さらに多くの市町村での計画策定が必要です。このため、各市町村における既

存の景観関連の自主条例や「福岡県美しいまちづくり基本方針」を踏まえつつ、今後も景観法

に基づく景観計画の策定を推進していくことが重要です。 

土地利用規制等との連携による実効性の強化                    

景観計画は、良好な景観の形成を図るため、その区域の良好な景観の形成に関する基本的な

方針、行為の制限に関する事項等を定める計画です。 

景観計画の策定にあたっては、関連法規における規制等との連携を図りつつ総合的な景観保

全・形成を推進していきます。 

特色のある地区における、地域住民主導による積極的な景観誘導の推進        

地域特性に応じた魅力ある景観形成のためには、景観的に特色のある地域や景観まちづくり

の活動が活発な地区において、その特色を際立たせるより積極的な景観形成が必要です。 

そのためには、土地利用や建築規制等、地域の景観形成の向上に対して、地域住民及び関係

者等の十分な理解・協力が必要となります。 

したがって、これらの地区においては、地域住民をはじめとした関係者との十分な協議の

上、景観地区または景観重点地区等の設定により、地域特有の魅力ある景観保全・形成を推進

していきます。 

 

②福岡県美しいまちづくり条例に基づく取組 

県、市町村、県民のパートナーシップによる美しい都市づくりの推進         

福岡県美しいまちづくり条例では、県、市町村および県民等（県民・ＮＰＯ・ボランティア

団体・企業等。）の新しい関係のあり方としてパートナーシップ（適切な役割分担）の関係がふ

さわしいとし、良好な景観の保全・形成及びまちづくりという共通の課題に、それぞれのパー

トナーが連携・協力して取り組むこととします。 
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美しい都市づくりに関する県民意識の醸成と全県的な活動の推進           

美しい都市づくりを進めていくためには、そのための情報提供や情報交流等の活動を通し

て、県民意識の醸成を図っていく必要があります。 

美しい都市づくり活動への多くの県民の参加を推進するため、県、市町村及びＮＰＯ・ボラ

ンティア団体で組織する福岡県美しいまちづくり協議会において、ホームページを開設し、県

内の美しいまちづくりに関する取組等の情報発信を行うとともに、学校教育における取組の展

開や表彰、美しいまちづくりシンポジウム、美しいまちづくりセミナーや景観ツアーの開催、

福岡県景観文化展（絵画の募集・表彰）・福岡県美しい景観選（写真の募集・表彰）等、県民

の美しいまちづくりに対する意識の醸成を図るための取組を実施しています。 

専門家の派遣による美しい都市づくり活動支援体制の整備              

本県では、「福岡県まちづくり専門家派遣制度」を整備し、県ホームページにおいて、美し

い都市づくりに関する専門的な知識、技術または経験を有する方をまちづくり専門家として紹

介しています。これは、良好な景観を持つ街並みの形成やまちづくり等を行おうとする地域住

民団体等に対して、条例に基づき登録されたまちづくり専門家を派遣し、手法・事例等に関す

る適切なアドバイスを行うことにより、県民の自主的なまちづくりへの取組を支援し、まちづ

くり意識の高揚を図るとともに、潤いのある生活空間の整備を図ろうというものです。 

まちづくり団体の交流促進                            

まちづくり団体は、まちづくりの実践的活動の中核的担い手であり、各団体の交流による情

報・経験の共有化と連携は、美しいまちづくりに関する活動を活性化し、県民参加を促進する

うえで重要です。したがって、まちづくり団体相互間の自主的な交流、情報交換を促進するよ

う努めるものとします。 

 

市町村の美しい都市づくり施策に対する支援の推進                 

市町村が行う、美しい都市づくりに関する住民等からの提案の奨励や、まちづくり協定の締

結と支援等に関して、まちづくり専門家の派遣や技術的助言等を行い、市町村の美しいまちづ

くりに関する施策への支援の推進を図ります。 

特に、条例に基づき登録されたまちづくり専門家の派遣は、良好な景観を持つ街並みの形成

やまちづくり等を行おうとする地域住民団体等に対して行い、手法・事例等に関する適切なア

ドバイスにより、県民の自主的なまちづくりへの取組支援、まちづくり意識の高揚を図りま

す。 

 

景観形成による美しい都市づくりの推進                      

道路、河川、橋梁、公共建築物等各種の公共施設が周辺の景観に与える影響は大きいと考え

られることから、県は、公共施設の整備・管理において、安全性、機能性、効率性や環境への

配慮に留意するだけではなく、パートナーシップに基づいて、自然、歴史、伝統等地域の個性

を生かした良好な景観形成に配慮するよう努めます。 
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③広域景観の形成 

県、市町村の協働による広域景観計画の策定                    

景観は、必ずしも市町村単位で完結するものではなく、河川流域や山並み、丘陵、田園とい

った連続した広域的な景観を形成しており、市町村の枠組みを超えた広域景観については、市

町村独自の景観の特性や個性を生かしつつ、広域景観全体での景観形成が必要です。 

そのため、県と関係市町村との協働により、広域景観全体での目指すべき景観像や景観形成

の方向性、および一体性や連続性に配慮するとともに市町村独自の特性や個性を生かした景観

計画の策定を推進していきます。市町村の枠組みを超えたこれらの広域景観については、これ

までに筑後川流域景観計画、矢部川流域景観計画、京築広域景観計画の策定を行い、広域的な

連続性に配慮した景観づくりに取り組んでいます。 

 

広域景観の関連市町村と県から成る景観連絡会議の設置               

広域景観の一体性や連続性を守り・育てていくためには、広域景観計画の策定と併せて、こ

れを継続的に推進していく体制の構築も必要です。 

そのため、広域景観ごとに関係市町村と県、まちづくり団体等による景観協議会を設置し、

大規模プロジェクト等、市町村の枠組みを超えて広域景観に影響を及ぼすおそれのある事項に

ついて、広域景観計画を踏まえつつ、関係市町村相互の調整・連携を図ることにより、広域景

観の一体性や連続性を守り・育てていきます。 
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④地域の自然や歴史・文化、世界遺産などの個性を生かした景観整備 

本県は特徴のある多様な地域から構成されており、それぞれの自然・歴史・文化や世界遺産

などの個性を生かした景観づくりを進めることによって、まちの総合的な魅力を高めます。 

 

ア 拠点における景観整備 

商店街や大規模公共施設、新たに整備を行う都市計画道路の沿道等については、良好な景観

形成を先導する役割を担う地区・施設として、景観整備を進めます。 

また、通りの魅力を引き出す街路樹の選定、シンボルロードの整備や建築物のファサードの

統一等、多くの人々が集い交流できる魅力とにぎわいのあるまちの顔づくりを促進します。 

特に、商業・業務施設の集まる地区では、地区計画等による壁面の位置の制限などにより、

ゆとりある歩行者空間の確保等を行い、外部空間と内部空間が一体となるようなにぎわいのあ

る開放的な環境づくりを進めます。 

なお、その際、容積率の最高限度、建ぺい率の最高限度および建築物等の高さの最高限度

は、当該区域の土地利用の適正な増進にも配慮しつつ、良好な環境の各街区が形成され、また

は保持されるように定めることに留意します。 

また、建築物等の形態または意匠の制限は、建築物等の屋根・外壁その他戸外から望見され

る部分の形状（スカイラインの統一等）、材料、色彩等について、建築物等が当該地区の特性

にふさわしい形態または意匠を備えたものとなるように定めることが望ましいと考えられま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■街路空間のデザインへの配慮事項 

「景観形成ガイドライン「都市整備に関する事業」」 

■多様な都市活動等へ配慮した街路の景

観設計 

「景観形成ガイドライン「都市整備に関す

る事業」」 
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イ 拠点以外の市街地における景観整備 

周辺市街地においては、地域の自然・歴史資源を有効に取り入れながら、条例制定による街

並みの統一や屋外広告物の規制を行うなど、うるおいと落ち着きのある良好な市街地・集落景

観の形成を推進します。 

特に、住宅地では、地区計画や建築協定の活用により、壁面後退距離や屋根勾配、色彩等に

一定のルールを定めるなど調和のとれた街並みづくりを促進します。 

また、道路沿道や民有空間の緑化を推進するため、生け垣・庭木を連続させるなど緑化協定

の締結の活用を促進します。さらに、住民主体の花づくり活動など様々な自主的活動の促進を

図り、景観形成活動の誘導を行います。 

 

ウ 田園地等における景観整備 

田畑、ため池、せせらぎ、里山などの郊外部の農山漁村の景観は、長い歴史のなかで培われ

た文化を含んで現在に伝えられています。水田や農業水路等により構成される田園風景や屋敷

林、里山は、自然豊かなふるさとの景観として、引き続きその保全を図る必要があります。特

に、住民に親しまれている風景を構成する場所では、その良さを生かすような配慮を行います。 

農山漁村集落においては、集落地を取り巻く美しい自然との調和を図り、うきは市(旧浮羽

町)・東峰村(旧宝珠山村)・八女市(旧星野村)の棚田など各集落が持つ伝統的空間を保全する

ことにより、より良い景観の形成を促進します。 

 

エ 歴史的市街地の景観整備 

本県には、太宰府天満宮をはじめとする寺社、長崎街道の宿場等の街並みや、吉井町・八女

市の白壁土蔵の街並みにみられるような歴史的建造物群、明治以降の日本の近代化を支えた北

九州市の製鉄をはじめとした産業関連の施設、三池や筑豊地域の石炭産業施設や、大牟田市三

池港や北九州市門司港の港湾施設、宗像・沖ノ島と関連遺産群など、様々な時代・建築様式の

建物が多く残されています。 

すでにある魅力的な景観は、これを継承・発展させていくことにより、風格と味わいのある

都市空間が醸成されていくことから、このような歴史的景観資源の保全を図るとともに、周辺

環境も含めた修景整備を進め、地域の個性として積極的な活用を促進します。 

歴史的市街地においては、都市機能の更新との整合性を図りつつ、地区計画や建築協定、伝

統的建造物群保存地区等の活用により、景観資源と調和する歴史的な統一感の感じられる地域

景観の形成を誘導します。 
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オ その他の景観整備 

景観に関するまちづくり協定を活用することにより、周辺の街並みや自然の色彩に対して違

和感のない色彩を用いることや、耐久性があり、年月とともに味わいの出る建築材料を用いる

ことなどを促進します。 

また、無秩序に設置される屋外広告物は、美しい街並みや風景を混乱させ、さらに破壊する

おそれもあることから、地域特性を踏まえた創意あるデザインにより、周辺環境と調和を図る

ことが望まれます。 

本県では、一定の規格の広告物以外は屋外広告物の掲示を禁止する「禁止地域」と、屋外広

告物を出す際には知事の許可を必要とする「許可地域」とを設定し、屋外広告物の規制を推進

しています。 
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（２）防災都市づくりの方針 

災害時の被害を最小化する「減災」の考え方を基本とし、ハード整備による防災対策と併せ

て、災害の危険性の高い区域の明示や災害の危険性の高い区域における計画的な低密度化への

誘導、情報収集・伝達体制と避難体制の強化などのソフト施策にも取り組む防災都市づくりを

推進する必要があります。 

また、想定を超える災害も増加しており、災害後の復旧・復興のためにも、平時のまちづく

り活動を通じた、互助・共助の組織的活動による人間関係づくりも重要です。 

 

①災害危険性の周知とこれを踏まえた土地利用方針の再検討 

県内における活断層の所在や、津波・洪水・高潮等の災害に関する情報、各種災害時におけ

る避難路などについて、災害情報パンフレットの配布、インターネット上への公開等により情

報提供し、地域への周知徹底を図ります。 

これにより、自ら住む地域の災害に関する危険性を地域住民が十分に把握し、居住地選択の

際の判断材料とするとともに、未然の防災対策の強化を促進します。 

また、災害に強い都市づくりのためには、「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく「津

波浸水想定」や、浸水被害が想定される区域、土砂災害が想定される区域等について、土地利

用方針の再検討が必要です。 

このような災害の危険性が高い区域については、当該区域の産業特性や社会特性に配慮しな

がら、自然的環境への回帰もしくは公園、市民農園、共同駐車場といった多面的な活用を図る

など縮退※を検討します。 

 

②事前復興まちづくり計画の策定 

大規模災害の被害想定により大きな被害が想定される市町村においては、被災後のまちの復

興像や、土地利用、都市施設、公共公益施設の整備方針、応急的に必要な用地確保の方針、復

興体制などの考え方を事前復興まちづくり計画として準備することにより、被災後の迅速かつ

効果的な復興対策および当計画を元にした災害情報の伝達や避難体制の強化などよる被害の軽

減を図ります。 
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<都市圏> 

 

 

 

 

３-５ 都市づくりの仕組みに関する方針 
 

（１）パートナーシップの仕組みづくり 

県民のニーズに応え、行政サービスを向上させ、広い視点が必要な行政課題に的確に取り組

むためには、多様な主体が連携した都市計画が重要となっています。 

また、住民自身が都市づくりについて考え、都市の将来像を描き、決めていくというニーズ

が高まっています。 

このような動きを踏まえ、行政の財政制約下のなかで、都市づくりを効果的に進める対応と

して、多様な主体がそれぞれの役割と責任を分担しながら、相互に連携し、協働して都市づく

りを進めるためのパートナーシップの仕組みづくりに取り組みます。 

 

①県と市町村の新たな連携体制づくり 

ア 市町村間の広域的な調整を図る仕組みづくり 

複数の市町村に関わる広域的な都市計画について、県や関係市町村等との意見調整および合

意形成を円滑に行うための仕組みとして、今後、都市圏会議の設置を検討します。 

都市圏会議を都市圏ごとに設置し、都市計画の目標の実現に向けて、県と市町村および市町

村間の連携の場として活用しようとするものです。この会議に参加する市町村は、都市計画区

域や準都市計画区域の指定がされている市町村を想定しています。それ以外の市町村は、隣接

部分の調整が必要となった場合や、将来において都市計画区域または準都市計画区域を指定す

ることを検討している場合など、必要に応じての参加が考えられます。 

また、県境で隣接する都市計画区域等において、他県との都市計画に関わる調整も図ってい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■広域都市圏会議（仮称）のイメージ 

 

 

イ 市町村の都市計画への支援 

市町村が主体となり地域に密着した都市づくりを進めるために、県は、技術的基準等の提示

を行うとともに、職員研修会の開催等を通じて、市町村による都市づくりの推進を支援します。 

 

<他 県> 

 

 

 

 

<福岡県> 

 

 

 

 

A市の 

都市計画に関す

る基本的な方針 

 

 

都市圏会議 

市街地の一体性

に対応する都市計画

区域の合同 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画区域の 

整備、開発及び 

保全の方針 

都市計画の 

基本的な 

考え 

 

 

調整 

 

 

都市計画の 

基本方針 

 

 C村の 

都市計画に関す

る基本的な方針 

 

 

B町の 

都市計画に関す

る基本的な方針 
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②住民参加の仕組みづくり 

ア 都市計画における住民参加の方向性 

住民と行政が協働して都市計画を進めていくためには、それぞれがお互いの役割を認識し、

実践していくことが求められています。 

都市づくりの方法としては、道路・公園等のハード整備や、街並み・自然景観等のルールづ

くり、イベントや地域活動の展開等、様々なものがありますが、その計画づくり、事業の実

施、維持や管理の各段階においては、下表に示すような役割分担のあり方が考えられます。 

各段階を通じてＮＰＯ・ボランティア団体・住民や行政がそれぞれに得られた知識や経験を

生かし、協働による「計画づくり」、「事業の実施」、「管理・運営」を繰り返しながら継続

的に都市づくりに取組、都市の望ましい姿をつくりあげていくことが求められます。 

 

 

 ＮＰＯ・ボランティア団体 

・住民 

行 政 

計画づくり 

・計画づくりへの参加 

・計画案に対する意見 

・住民意見の把握 

・各種調査の実施 

・計画内容等の情報公開 

事業の実施 

・地域リーダーとして参加 

・地域リーダーとの協働 

・事業の実施に対する協力 

・事業の計画的な実施 

・進捗状況等の情報公開 

・地域リーダーの育成 

・ＮＰＯ・ボランティア団体・

住民を主体とした取組への支

援 

管理・運営 

・自主的な管理、運営体制づくり 

・改善に向けた協力 

・実行後の評価 

・管理､運営や改善のための支援 

 

■まちづくりにおける住民と行政の役割 
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イ 都市計画に関する知識の普及・情報の提供 

都市計画制度について住民の理解を促進し、都市づくりへの住民の参加をうながすため、県

および市町村は、住民に対して都市計画に関する知識の普及、情報の提供を行います。 

インターネットを活用した情報提供の充実                     

パソコン、スマートフォン等の普及や通信網の整備により、インターネットの利用が定着し

ています。 

すでに、都市づくりにおいても情報提供だけでなく意見募集の手段としてインターネットを

幅広く活用していますが、今後とも、都市計画に関する説明において、ホームページ画面の活

用等の工夫をするなどインターネットを活用した情報提供の充実を図ります。 

都市づくりに関するシンポジウムやイベント等の開催                

インターネットの利用者は限られることから、広報誌やパンフレットを充実させるととも

に、都市づくりに関する様々なシンポジウムやイベント等の開催を通じて、都市計画に関する

情報をできるだけわかりやすく広く提供するとともに、意見交換を行いながら都市づくりに対

する意識を高めることに努めます。 

まちづくりに関わるボランティア団体の民間団体のネットワークづくりの支援     

県では「福岡県ＮＰＯ・ボランティアセンター」において、ＮＰＯ・ボランティア団体の活

動支援や情報誌・ホームページ等による各種情報の発信を行っています。現在、多くのＮＰ

Ｏ・ボランティア団体がまちづくりに関わる活動を行っています。県では、今後もこれらのＮ

ＰＯ・ボランティア団体の活動に対する県民の理解を深め、関心を高めることに努めます。 

また、地域づくり団体間の情報交換や交流等を支援する「地域づくりネットワーク福岡県協

議会」を通じて、各種研修や交流会をはじめ、様々な情報提供を実施します。 

 

ウ 住民参加型会議の開催 

 住民参加型ワークショップ・まちづくり協議会の開催               

ワークショップは、行政と住民とのパートナーシップを生み出す方法として最近よく取り入

れられています。これは、身近なまちづくりに住民自らが主体的に参加しようとする意識の変

化、まちづくりの計画立案にまちをよく知っている住民の意見を聞きたいとする行政の意識の

変化によるもので、県としても、地域に密着した市町村が中心となって進められるように、今

後も支援するものとします。 

また、住民代表者、行政、地権者、専門家などが加わったまちづくり協議会も行政と住民と

のパートナーシップを生み出す方法として、引き続き取り組むものとします。 
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エ 都市づくりを支援する人材の確保・育成・活用 

住民参加の都市づくりに実効性を加えるため、住民参加型の都市づくりをリードしていく人

材を育成し、活用することを促進します。 

住民参加型の都市づくりをリードしていく人材の確保                

ＮＰＯ・ボランティア団体や住民参加型ワークショップ等の活動を通じて、都市づくりに関

する地域リーダーとして、継続的に参加してもらう人材を確保することに取り組むことが考え

られます。 

まちづくり専門家派遣制度                            

本県では、まちづくり活動を支援するために、平成5年に「福岡県街なみアドバイザー派遣制

度」を創設しました。その後「福岡県まちづくりアドバイザー制度」と平成12年に「福岡県美

しいまちづくり条例」が制定されたのを受け、平成13年に「まちづくり専門家派遣制度」を策

定しました。 

「まちづくり専門家派遣制度」は、良好な街並みの形成やまちづくりを行おうとする自主的

な地域住民団体等に対して、各地域で抱えているまちづくりに関する諸問題・課題に応じて、

県に登録している各専門分野の "まちづくり専門家"を派遣する制度です。 

 

③計画策定段階におけるパートナーシップの推進 

具体の都市計画は、都市の将来像を実現するためのものですが、その決定および事業の実施

に対する住民の理解を得るためには、都市の将来像が望ましいものであること、その実現のた

めに総合的、一体的に都市計画を進める必要があること、具体の都市計画の目的、内容等が適

切であることについて住民が理解することが必要です。 

県は都市計画区域マスタープランの策定にあたって、住民意見を反映した市町村の都市計画

マスタープランとの連携・調整に努め、県と市町村や、市町村間の広域的な調整や密接な連携

を図りつつ、計画づくりに取り組みます。 
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④集約型の都市づくりへの理解を深めるための普及啓発 

集約型の都市づくりの実現に向け、住民や行政、事業者の理解を深めていくための啓発も行

っていくことが必要です。各々の視座に応じた啓発を行いながら理解を深めていくことが、最

終的には集約型の都市づくりが住民のマナーや事業者のモラルとなり、集約型の都市構造形成

を加速させていくことなります。 

住民の視座による集約型の都市づくりのメリット (再掲)              

・集住促進を図る地区に住むことにより、公共交通の利用が容易となり、車を運転しなくても

私用を済ませることが容易となる。特に高齢者の外出行動を誘発し、各種コミュニティへの

参加や健康増進が図られる。 

・地域コミュニティが維持され、見守り、助け合いの中で暮らすことができる。 

・通院やデイサービスが身近な場所で受けられ、家族の負荷や通院のための費用負担が軽減す

る。 

・拠点や公共交通軸沿線の人口の維持が図られるため、これまでの都市的サービスを変わらず

に享受できる。 

・都市機能や居住の集約により公共交通のサービス水準が上がり利用が促進されることで好循

環が期待できる。 

・自家用車から、徒歩・自転車・公共交通への転換がすすむことで、自家用車の利用が減少

し、交通安全が図られる。 

・育児施設が便利な場所に確保されるなど、共働き世帯での、安心でゆとりを持った暮らしが

行える。 

・街なかや公共交通利便性の良い場所に、働き口が確保されやすくなる。 

・拠点や公共交通軸周辺には多様な機能が集積するとともに、公共交通手段も確保されること

から、土地資産の価値の維持等にも寄与する。(持家の場合) 

・軸外における居住者についても、都市機能が集まった軸上まで行けば、私用を済ませること

がこれまでより容易になる。 

・拠点や公共交通軸周辺への重点投資により、公共施設等の質の向上が図られる。 

行政の視座による集約型の都市づくりのメリット (再掲)              

[県における効果] 

・都市圏としての土地利用が描きやすくなる。 

(公共交通軸が明確化することで都市圏としての集約型の都市構造が描きやすくなる。) 

・公共交通軸を介し、拠点や都市間で不足する都市機能の相互補完が可能となる。 

(拠点や都市間での交流や交通需要を創出) 

[県・市町村両方における効果] 

・同軸沿線で行われる施策のガイドラインとなる。(上位計画として各種事業等を展開させてい

くためのガイドラインとなる例：図書館等公共施設の移転など） 

・都市基盤を効率的に整備することにより、これらの維持費も削減できる。 

・自動車利用率が下がり、CO2削減や交通エネルギーの削減につながる。 
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【環境にやさしい暮らし方として「集住」の啓発】 

都市計画の必要性や役割を改めて啓発し、環境にやさしい暮らし方として「集住（集住促進を

図る地区内での居住）」を紹介する方法があります。 

 

○都市整備の基本的考え方である集約型の都市づくり  

⇒行政が住民や企業に強制するのではなく、住民活動や経済活動における選択性を確保し

たなかで、時間をかけてその自由な選択の結果として実現されるものです。 

⇒住民や企業による主体的取り組みを促していく必要があります。 

○そのために改めて都市計画自体の必要性や役割を住民や企業に示しながら、環境にやさし

い暮らし方として「集住」をわかりやすく提案していく必要があります。 

 

【説明資料の構成例】 

・本市(町)で何が起こっているのか   

←各市町の特性に応じて記述  

・このままいくと…          

←評価指標を用いた趨勢の将来像を提示  

                      (移動、買い物、通院、経営の危惧) 

・みなさんの暮らしと都市計画     

    ←都市計画の必要性と役割を改めて提示  

・共に助けあっていくための暮らし方  

←集住の説明、 集住スタイルの提案(学生、高齢

者、ファミリー世帯、若者、企業等といった都

市関係者カテゴリーごと)など。 

 

 

 

 

 

[市町村における効果] 

・土地利用が描きやすくなる。 

(公共交通軸が明確化することで集約型の都市構造が描きやすくなる。) 

・民間投資を誘導しやすくなる。(集約を促進させていく地区を明示するガイド的役割を担う。) 

・質が高く暮らしやすい空間が形成される。 

 (同軸沿線の一部における集住・都市機能集約施策と併せ、緑化やセットバック等の環境的価

値を高める施策を併せて展開することにより、質が高く暮らしやすい空間が形成される。) 

・市街地の拡散に対応するための郊外部での新たな基盤整備が少なくなる。 

(コストの選択と集中が可能：拠点や軸沿線整備、維持管理)  

・高齢者の外出行動が誘発され、健康が増進する。(医療福祉コストの減少) 

・地域経済の活性化や地域の利便性が高い地区(固定資産評価が高い地区)に高密度に人や物が

集まることで、地域経済の活性化や地域の魅力向上が図られ、地価上昇等による経済波及効

果が見込まれる。 

事業者の視座による集約型の都市づくりのメリット (再掲)             

・将来性（住宅・商業）がある地区を事前に把握することにより投資先が明確となり、積極的な

投資が可能となる。（多様な機能が集積することで投資効率が向上する。） 

住民の目線に近づいた啓発資料の作成                       
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【コンパクトなまちづくりと公共交通沿線居住に関する住民啓発資料の事例】 

  ～「富山市公共交通沿線居住推進事業パンフレット」より～ 

富山市においては、公共交通沿線居住推進事業の事業内容説明パンフレットの冒頭において、

団子と串によるコンパクトなまちづくりの必要性や、公共交通沿線での取り組みや沿線における

新しい暮らし方について、市民目線での解説を加えながら、沿線居住の啓発を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誰
に
で
も
便
利
、 

コ
ン
パ
ク
ト
な 

ま
ち
づ
く
り
。 

 

富
山
市
が
め
ざ
す
、
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り
。
そ
れ
は
、

あ
く
ま
で
も
生
活
者
の
視
点
を
第
一
に
、
自
動
車
に
依
存
す
る

こ
と
な
く
、
日
常
生
活
に
必
要
な
機
能
を
享
受
で
き
る
生
活
環

境
の
こ
と
で
す
。 

現
在
、
富
山
市
は
、
低
密
な
市
街
地
が
拡
散
し
た
状
況
に
あ
り
、

自
動
車
を
自
由
に
使
え
な
い
市
民
に
と
っ
て
は
、
極
め
て
生
活

し
に
く
い
環
境
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
公
共
交
通
を
活

性
化
さ
せ
、
そ
の
沿
線
に
住
居
、
商
業
、
業
務
、
文
化
な
ど
の

都
市
の
機
能
を
集
積
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
公
共
交
通
を
軸
と

し
た
拠
点
集
中
型
の
ま
ち
づ
く
り
を
実
現
し
ま
す
。 

「
ま
ち
と
公
共
交
通
」
の
関
係
は
、
例
え
る
な
ら
「
お
団
子
と

串
」
の
よ
う
な
も
の
。
日
常
の
足
と
し
て
使
え
る
公
共
交
通
サ

ー
ビ
ス
の
水
準
を
確
保
す
る
こ
と
で
、「
ま
ち
」（
お
団
子
）
を

「
公
共
交
通
」
（
串
）
で
し
っ
か
り
と
結
ぶ
の
で
す
。 

富
山
型
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り
は
、
都
心
部
（
イ
ン
ナ

ー
）
、
住
居
エ
リ
ア
（
ミ
ッ
ド
）、
開
発
抑
制
（
ア
ウ
タ
ー
）
へ

と
同
心
円
状
に
形
成
さ
れ
た
都
市
構
造
で
は
な
く
、
ク
ラ
ス
タ

ー
型
（
ぶ
ど
う
の
房
状
）
に
発
展
す
る
拠
点
集
中
型
の
都
市
構

造
を
め
ざ
す
も
の
で
す
。 

公
共
交
通
が
つ
な
ぐ
、 

快
適
な
く
ら
し
。 

 

「
公
共
交
通
の
活
性
化
に
よ
る
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り
」

が
実
現
す
る
と
、
そ
こ
に
は
ど
ん
な
暮
ら
し
が
待
っ
て
い
る
の

で
し
ょ
う
。 

ま
ず
、
鉄
道
駅
や
バ
ス
停
を
中
心
と
し
た
既
成
市
街
地
な
ど
の

徒
歩
間
に
お
い
て
、
居
住
人
口
の
回
復
を
図
り
、
公
共
交
通
の

利
用
者
を
増
や
し
ま
す
。
そ
の
結
果
、
商
業
、
娯
楽
、
文
化
施

設
の
ほ
か
、
医
療
を
は
じ
め
と
し
た
生
活
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
都

市
機
能
を
沿
線
に
呼
び
戻
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。
都
市
機
能
が

集
約
し
て
立
地
す
る
こ
と
に
よ
り
、
徒
歩
圏
内
で
複
数
の
サ
ー

ビ
ス
が
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
高
齢
者
世
帯
や
子
育
て
世

代
に
も
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
が
実
現
す
る
で
し
ょ
う
。 

次
に
、
都
心
よ
り
も
地
価
が
安
く
、
市
街
地
密
度
に
ゆ
と
り
が

あ
る
地
域
で
も
、
自
動
車
を
利
用
せ
ず
に
利
便
性
の
高
い
生
活

を
享
受
で
き
る
こ
と
で
、
立
地
選
び
の
選
択
肢
は
ぐ
っ
と
広
が

り
ま
す
。
さ
ら
に
、
都
心
以
外
の
公
共
交
通
の
沿
線
で
も
、
ア

ー
ケ
ー
ド
や
歩
道
な
ど
、
駅
へ
の
ア
ク
セ
ス
道
路
の
充
実
を
図

る
こ
と
に
よ
り
、
よ
り
快
適
で
安
全
な
歩
行
者
空
間
が
形
成
さ

れ
る
で
し
ょ
う
。 

現
在
、
富
山
市
で
は
、
公
共
交
通
沿
線
居
住
推
進
地
区
で
の
住

宅
立
地
に
対
し
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。
市

内
に
お
け
る
新
し
い
暮
ら
し
方
と
し
て
、
公
共
交
通
沿
線
へ
の

居
住
を
お
考
え
に
な
っ
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
。 
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【交通計画への住民参加啓発資料における公共交通の重要性の啓発事例】 

  ～交通の歯車を動かす「住民参加の手引き」(カリフォルニア州)より～ 

カルフォルニア州においては、交通計画の手順のなかで必ず地域社会の住民を組み込んでおく

べきという考え方を持っており、州議会の支援のもと、同手引きが作成されています。 

同手引きのなかでは、図表をふんだんに使用しながら、練習問題形式による“自分自身への問

いかけ”や“交通弱者の日常生活における苦労の理解”のしかけを組み込むなど、日常生活目線

で読者が多様な交通問題を考えることが出来る資料づくりが行われています。 

 ■資料の章構成 

  1.自動車を使えない人々    2.自動車交通 

  3.自転車走行と歩行      4.総合対策-土地利用と交通- 

  5.案内 

 ■「自動車を使えない人々」における啓発内容 

車を使えない理由は、色々あります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・練習問題形式による交通弱者の立場を理解させるためのしかけ 

～車のない人の身になって考えてください(練習問題)～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の身になってみて― 

・ 病院へはどうやって行くのですか。 

・ 手荷物はどのようにして運ぶのですか。 

・ 友達を訪ねるときはどうやって行くのですか。 

・ 利用できるような地域バスが走っていますか。 

・ 高齢者用の運賃制度になっていますか。 

・ タクシーは、割引で利用できますか。 

高齢者に話しかけてみて、外出する必要があるとき、高齢者がどういう風にし、またどういう

ことができないでいるのか調べてみて下さい。 

12才の子供の身になってみて― 

身体障害者の身になってみて― 

貧しい人や失業者の身になってみて― 

上にあげたのは、車を使えない人々が経験する事柄のうちほんのわずかの例にすぎません。あな

たの住んでいる地域社会では、車を使えない人にどんな手助けをし、また、代替交通手段を提供

するためどういうことを行なっていますか。 
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積極的な情報提供等を通じた間接的な居住誘導                   

住みやすさや暮らしやすさなど情報発信等により、集住促進を図る地区内への居住を間接的

に誘導する方法もあります。 

 

○集住促進を図る地区内への移住を促進させていくために、集住促進を図る地区内での暮

らしやすさ(例：住みたいまちマップ[属性カテゴリーごとで居住しやすさを表現])に関

わる情報発信を積極的に展開することにより、間接的に集住促進を図る地区内への居住

の誘導を図ることも考えられます。 

○また利便性の高い場所での居住経験がない高齢者等に対する空き家を活用した街なか居

住体験など、様々なソフト施策も積極的に併用しながら、住民や企業の移転を促進させ

ていくことも必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「北九州市買い物環境マップ(北九州市保健福祉局総務部総務課,Ｈ25.8公表)」 

＊）高齢者の人口分布と生鮮食品を取り扱う店舗の分布を地図上で重ね合わせ、高齢者の徒

歩での買い物の困難度をイメージ化したものです。高齢者が歩いて行ける範囲に店舗のな

い場所を赤く色付けしています。 

■ （参考）高齢者の買い物困難度 提示事例 
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（２）集約型の都市づくりのマネジメント 

目指すべき都市像を実現するためには、相当程度の期間を要することから、都市づくりの計

画は継続性と安定性が求められます。このため、集約型の都市づくりを進めていくためのマネ

ジメントの手法として、都市構造の評価を踏まえたＰＤＣＡを活用していきます。 

なお、都市計画区域マスタープランについては、基本方針に沿ったものであれば、部分的改

定を機動的に行っていきます。 

都市圏における都市構造の技術的な評価                      

集約型の都市づくりのＰＤＣＡによる管理のため、都市圏単位で都市構造の技術的な評価を

行うことを目指していきます。 

このため、都市圏での都市構造評価を行い、広域への影響を確認するため、都市圏構造の技

術的な評価手法についても検討します。 

 

ＰＤＣＡによる集約型の都市づくりの実践                     

都市計画区域マスタープランについては、5年を目途に

見直しを行っていますが、集約型の都市づくりの実現に向

けて、今後は都市構造の評価を基にＰＤＣＡによるマネジ

メントを実施していきます。 

市町村の申し出に基づき変更した都市計画区域マスタ

ープランの見直しを行った事項、施策の実施状況や効果の

検証もＰＤＣＡの中で行い、必要に応じて市町村への働き

かけを行います。 

また、市町村の都市計画マスタープランが当初策定から

相当期間見直しが行われていない場合についても、定期的

な検証を促していきます。 

 

現況
・居住人口：H22
・大規模小売店舗商業床面積：H24
・発生集中量：H17

トレンド 目標値

集住促進を図る地区内での
居住割合

49% 55% 60%

都市機能の誘導を図る地区内での
大規模小売店舗の商業床面積割合

68% 64% 70%

拠点、公共交通軸沿線での
発生集中量の割合

73% 75% 80%

■集約型の都市づくりによる指標の例 
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長期を見据えた評価のあり方                           

施策によっては効果が一時的にマイナスに働くものもあることを想定し、短期的な結果のみ

で判断するのではなく、長期を見据えた上で中間地点として状況を考慮しながら、施策展開を

実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集約型の都市づくりの推進体制の検討                       

都市圏における都市構造の課題把握や都市計画の変更が都市構造へ及ぼす影響などを評価す

ることにより、集約型の都市づくりを推進させるオーソリティ（県・市町・専門家等の多様な

主体により構成された専門家会議）の設置も検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■長期を見据えた施策展開の概念図 

■専門家会議設置による取り組みイメージ 



第４章 基本方針の実現に向けた施策の展開 

137 

４  基本方針の実現に向けた施策の展開 
 

 

 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４-１ 施策展開の考え方         

４-２ 展開方針       
 

 

 

 

 

 

 

（２）分野横断的な施策の展開 

 

 

 

（１）都市計画施策の展開 

 

 

（３）市町村との連携強化 
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４-１ 施策展開の考え方 
 

県内市町村の多くが人口減少局面を迎え、基本方針の目標年次であるおおむね20年後を見据

えた場合には現在人口増加局面にある市町村でも人口減少局面を迎えることが予測されます。

また人口減少や高齢化の進行に伴い、空き地・空き家の増加、コミュニティの希薄化など様々

な面での都市環境の悪化が懸念されます。 

このような課題を解消するため、前章までに掲げた集約型の都市づくりの考え方・方針のも

と、多様な取組を進めていくことになりますが、主要な施策の展開については、戦略的な展開

を図ることにより、集約型の都市づくりを目指していきます。 

目標年次であるおおむね20年後を見据えた具体の施策の展開の考え方は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■施策展開の考え方 

 

都市計画施策の展開 

・都市計画基礎調査の拡充 

・開発許可基準の改定 

・用途地域等の決定運用基準の改定 

・都市圏ごとの区域マスタープランの決定 

・都市計画運用方針の改定 

・都市構造の可視化の推進 

・都市構造に関する専門家会議の設置 

市町村との連携強化 

・市町村の集約型の都市づくりへの支援 

 

 

 

 

 

 

分野横断的な施策の展開 

・街なか再生の取り組み 

・公共交通軸沿線への都市機能の誘導 

・公共交通軸の質の向上 

・低密度化する市街地の多面的な活用 

・防災都市づくりの展開 

・環境共生の都市づくりの展開 

・美しい都市づくりの展開 
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４-２ 展開方針 
 

目標年次であるおおむね20年後を見据え、短中期における具体的な施策展開の計画は以下のとおりです。

各施策については、進捗状況を確認しつつ、都市動向等を踏まえ必要に応じて修正を行っていきます。 

集約型の都市づくりにおける 

県の具体施策 
今後の取組例 

展開計画 3章との対応 誘導の
視座 

H26以前 
H 
27 

H 
28 

H 
29 

H 
30 

H 
31 

H 
32 

H 
33 

H 
34 

H 
35 

H 
36 
以 
降 

①
集
約
型
の 

都
市
づ
く
り 

②
土
地
利
用 

③
都
市
施
設
・ 

市
街
地
整
備 

④
安
全
で
個
性
あ

る
都
市
づ
く
り 

⑤
都
市
づ
く
り
の 

仕
組
み 

住
民
向
け 

事
業
者
向
け 

福岡県都市計画基本方針 
・都市計画に関する基本的な考え方の提示と同方針に基づく都市計画の 
 運用 

 

          ○ ○ ○ ○ ○   

都市計画 

施策の 

展開 

①都市計画基礎調査の拡充 
・国の都市計画基礎調査要綱改定との整合 
・集約型の都市づくりに必要となる情報の管理 

 

改定  

 

       ○ ○ ○     

②開発許可基準の改定 
 
・開発許可基準の改定と運用 
 

 
 

         ○ ○      

③用途地域等の決定運用基準
の改定 

・集住や都市機能集約を促進する際の地域地区運用の考え方 
・ダウンゾーニングを図る際の地域地区運用の考え方 
・新規バイパス路線など土地需要が高い区域における特定用途制限地域 

の適用 
・工場跡地の有効活用 
・基準からガイドラインへ 

           ○ ○      

④都市圏ごとの 
区域マスタープランの決定 

・都市圏単位での都市計画区域マスタープランを策定 
・拠点・公共交通軸を位置づけ 
・集約型の都市づくりの目標値の設定と運用 

  

   

 

     ○ ○ ○ ○    

⑤都市計画運用方針の改定 

・公共交通軸沿線における土地利用制度を用いた誘導 
・公共交通軸沿線における大規模集客施設立地の立地誘導 
・拠点や公共交通軸沿線における用途地域等変更の支援 
・市街化調整区域における開発許可制度の運用および地区計画の運用 
・用途地域内かつ集住促進を図る地区外におけるダウンゾーニングの 

支援 

 改定          ○ ○      

⑥都市構造の可視化の推進 

・都市圏構造を評価するための評価手法の開発と運用 
・都市構造の可視化 
・都市構造の評価と必要に応じた施策展開の見直し 
・過渡期において一時的に発生する問題への対応 
 

           ○ ○   ○   

⑦都市構造に関する 
専門家会議の設置 

・都市圏における都市構造の技術的評価を行うオーソリティ(専門家会 
議)の適切な運用 

               ○   

H15策定 
改定 

改定 

H11策定 
H16改定 

改定 

H20拠点等 
位置づけ 

H16策定 
策定 改定 
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集約型の都市づくりにおける 

県の具体策 
今後の取組例 

展開計画 3章との対応 誘導の
視座 

H26以前 
H 
27 

H 
28 

H 
29 

H 
30 

H 
31 

H 
32 

H 
33 

H 
34 

H 
35 

H 
36 
以 
降 

①
集
約
型
の 

都
市
づ
く
り 

②
土
地
利
用 

③
都
市
施
設
・ 

市
街
地
整
備 

④
安
全
で
個
性
あ

る
都
市
づ
く
り 

⑤
都
市
づ
く
り
の 

仕
組
み 

住
民
向
け 

事
業
者
向
け 

分野横断

的な施策

の展開 

①街なか再生の取組 

・都市機能の集約、魅力的な市街地空間づくりに向けた施策の実施 
・不足する都市基盤施設の整備 
・駅設置の支援 
・拠点への流入促進に向けた施策を展開 

           ○  ○   ○ ○ 

②公共交通軸沿線への 
都市機能の誘導 

・拠点や公共交通軸沿線の一部への居住に対する支援            ○ ○    ○  

―集住ニーズを受け入れるための住宅確保― 
・公共交通軸沿線での住宅施策に対する支援 

           ○ ○     ○ 

③公共交通軸の質の向上 
・拠点・公共交通軸沿線の集積性を高める取組 
・路線の再編、ダイヤの見直し促進 

           ○  ○   ○ ○ 

④低密度化する市街地の 
多面的な活用 

・計画的に低密度化を進める地区の選定 
・計画的に低密度化を進める地区における多面的活用施策の実施(事業・
土地利用施策) 

           ○ ○    ○  

⑤防災都市づくりの展開 
・ハード整備とソフト施策による防災都市づくりの展開 
・リスク情報等の提示 
・事前復興まちづくり計画の策定支援 

              ○    

⑥環境共生の都市づくりの 
展開 

・集約型の都市づくりと併行した継続的な低炭素都市づくりの取組 
・住み続けていけるための都市緑化の促進 

           ○  ○     

⑦美しい都市づくりの展開 
・地域の価値を高めるための美しい都市づくり 
・広域景観計画の策定と運用 

              ○    

市町村と

の連携強

化 

市町村における集約型の都
市づくりの実践に対する支
援 

・集約型の都市づくりに向けた各種計画づくりの支援 
・外部評価組織による都市構造評価の支援 
・立地適正化計画策定等都市再生特別措置法改正に連動した取組の支援 
・都市計画区域の再編、区域区分の適用等の要請への対応 

           ○ ○ ○ ○ ○   
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（１）都市計画施策の展開 

①都市計画基礎調査の拡充 

取組内容 ○都市計画基礎調査の実施要綱改定と実施 

実施時期 平成２７年度改定 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

 

[国実施要綱改定との整合] 

都市計画基礎調査実施要綱(昭和62年 建設省)について、近年の都市を

取り巻く状況への対応及び行財政の効率的な執行の面から、平成25年6月に

改定されています。 

上記を踏まえ、福岡県都市計画基礎調査実施要領について改定 

 

[集約型の都市づくりに必要となる情報の管理] 

国実施要綱改定の内容に加え、集約型の都市づくりの状況把握に必要な

情報(拠点や軸上での転出入の状況や、空き地・空き家の状況など）につい

て、都市計画基礎調査において把握・管理 

 

②開発許可基準の改定 

取組内容 ○市街化調整区域内における小規模な集客施設の立地誘導 

実施時期 平成２７年度改定 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

 

[開発許可基準の改定と運用] 

市街化調整区域においても立地が想定される集客施設(市街化調整区域

内居住者へのサービスや道路利用者へのサービス施設、10,000㎡未満)につ

いて、公共交通軸沿線へ立地誘導するための開発許可基準の改定 
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③用途地域等の決定運用基準の改定 

取組内容 
○集住や市機能集約を促進する地域地区運用の考え方の提示 

○ダウンゾーニングを図る際の地域地区運用の考え方の提示 

実施時期 平成２７年度改定 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

 

[集住や都市機能集約を促進する際の地域地区運用の考え方] 

集住、都市機能集約を図る地区内での集約促進のための用途変更、容積

率緩和、特別用途地区等を決定・運用していくための具体的な事例や考え

方の提示 

 

[ダウンゾーニングを図る際の地域地区運用の考え方] 

集住、都市機能集約を図る地区外において、地域の実情を踏まえつつ、

用途変更、特別用途地区、特定用途制限地域、容積率低減等を決定・運用

していくための事例や考え方の提示 

 

[新規バイパス沿線など土地需要が高い区域における特定用途制限地域の適用] 

非線引き用途白地地域内の新規バイパス沿線など土地需要が高い区域に

おける特定用途制限地域の適用などの市町村の取組への支援 

 

[工場跡地の有効活用] 

市街地内における工場跡地について、用途地域が許容する場合であって

も都市の将来像から望ましくない転用が行われないよう、既存の工業地に

特別用途地区を活用するなどの方策についての事例や考え方の提示 

 

[基準からガイドラインへ] 

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律」に伴う、都市計画の決定権限移譲や協議・調整

における県の関わりの変化を踏まえ、ガイドラインとして改定 
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④都市圏ごとの区域マスタープランの決定 

取組内容 ○広域的な都市計画区域マスタープランの策定、運用 

実施時期 平成２７年度策定 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

(その1) 

[都市圏単位の都市計画区域マスタープランの策定、運用] 

現在の県土の状況や都市計画区域等の状況を踏まえ、重層的な生活圏の

広がりを考慮しつつ、都市計画区域マスタープランにおいて広域的・共通

的事項を明らかにするため、従前の55の都市計画区域マスタープランを集

約し、４つの都市圏単位の都市計画区域マスタープランを策定、運用 

 

◆複数の都市計画区域を包括したマスタープラン策定 

（一体で作成することで広域的・重層的なつながりを考慮した計画へ） 

従前： 
55の都市計画区域マスタープラ
ン 

都市圏を対象として都市計画

区域マスタープランを策定し、 

４つに集約する 

 

・多くの行政区域、都市計画区域が

存在するなかで、生活圏の広がりと

乖離 

・集約型の都市構造を目指していく

ためには、生活圏の広がりと対応さ

せた枠組みでの取り組みが必要 

本県における 

都市計画区域等の状況 

・市町村マスタープランとの役割分担

も含め、広域的・根幹的であること

を重視 

・複数の都市計画区域にわたる広域

的・共通的事項を明らかとするた

め、都市計画区域マスタープランの

柔軟な策定も可能に 

都市計画運用指針※における 

近年の改定内容 

・広域的かつ重層的なつながりを持

つ圏域 

・旧来からの４区分を基本とした４つ

の都市圏 

県土の状況 
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実数 率 実数 率 実数 率

拠点部 　477,809（人） 9%         573,296（人） 12%

公共交通軸 2,003,489（人） 40%       2,007,755（人） 43%

2,481,298（人） 49%       2,581,051（人） 55% 2,581,051（人） 55%⇒60%（2,830,892人）

5,071,968（人） 100%       4,718,154（人） 100% 4,718,154（人） 100%

拠点部 1,855,841（㎡） 42%       2,554,601（㎡） 44%

公共交通軸 1,172,699（㎡） 26%       1,186,140（㎡） 20%

3,028,540（㎡） 68%       3,740,741（㎡） 64% 　　  3,968,542（㎡） 68%⇒70%（4,085,264㎡）
（現状の割合を維持）

4,453,472（㎡） 100%       5,836,091（㎡） 100% 5,836,091（㎡） 100%

拠点部 6,892,692（T.E） 31%

公共交通軸 9,169,462（T.E） 42%

16,062,154（T.E） 73% 　　18,526,646（T．E） 75%
80%

（19,877,237 T.E）

21,888,819（T.E） 100%     24,846,547（T．E） 100% 　24,846,547（T．E）

集住促進を図る
地区内での
居住人口

　　　　　　　    目標値の試算

拠点部+公共交通軸

県計

　　　　　　　 現況
・居住人口：H22
・大規模小売店舗商業床面積：H24
・発生集中量：H17

トレンド（H42）

拠点、公共交通軸
沿線での

発生集中量

都市機能の誘導を
図る地区内での
大規模小売店舗
商業床面積割合

拠点部+公共交通軸

拠点部+公共交通軸

北部九州圏計
（鳥栖市・基山町を除く）

県計

5）
4）

2）

3）

 

 

 

 

具体内容 

(その2) 

[拠点・公共交通軸を都市計画に位置づけ] 

拠点と公共交通軸による新しい集約型の都市づくりを進めていくにあたり、都

市計画区域マスタープランにおいて記述されている拠点と同様に、公共交通軸に

ついても都市計画区域マスタープランおいて記述し、都市計画として位置づけ 

 

[集約型の都市づくりの目標値の設定と運用] 

集約型の都市づくりの実現性を高めていくため、都市計画区域マスタープラン

において、各種誘導施策の対象である住民や事業者に係る目標値を設定、運用 

 

 

       ■集約型の都市づくりによる目標値(率)(例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■集約型の都市づくりによる目標値の試算(実数)(例)  

 

 

 

 

 

 

  

　　　　　　    現況
・居住人口：H22
・大規模小売店舗商業床面積：H24
・発生集中量：H17

トレンド
（H42）

　　　 目標値
・目標値の試算結果を
  考慮して設定

目標値の考え方

拠点部 9% 12%

公共交通軸 40% 43%

49% 55% 60%

100% 100% 100%

拠点部 42% 44%

公共交通軸 26% 20%

68% 64% 70%

100% 100% 100%

拠点部 31%

公共交通軸 42%

73% 75% 80%

100% 100% 100%
北部九州圏計

（鳥栖市・基山町を除く）

拠点、公共交通軸
沿線での

発生集中量
（ある地域を出発した人
及び到着した人の量）

割合

県内、拠点部及び軸沿線
上の人口及び大規模小売
店舗商業床面積の変化を
考慮し、発生集中量を試
算し、その伸び率を用い
て設定

拠点部+公共交通軸

集住促進を図る地区内での
居住割合

拠点部及び公共交通軸沿

線1)における人口は増加傾
向にあるが、集住施策の
展開によりさらに居住が
加速するものとして設定

都市機能の誘導を図る
地区内での大規模小売店舗

（商業床1,000㎡以上を対象）
商業床面積割合

県内の大規模小売店舗面
積 が 増 加 傾 向 に あ る な
か、拠点部及び公共交通
軸沿線における現状割合
を維持するものとして設
定

拠点部+公共交通軸

県計

拠点部+公共交通軸

県計

1）拠点部及び公共交通軸沿線：富山市での設定を基に試算（鉄軌道駅周辺半径500m、バス停周辺半径300m、バスは60本（片道）

／日以上）。実際の公共交通軸の設定については地域の実情を考慮した上で都市計画区域マスタープランに位置付け。 

2) 居住人口のトレンド値の試算：500mメッシュごとに過去（H17～H22）の人口増減の傾向が将来（H42）まで続くと仮定し、H42

の人口を試算。その際、国立社会保障・人口問題研究所のH42の県内総人口と合うよう補正を実施。 

3）大規模小売店舗面積のトレンド値の試算：過去（H17～H24）の県内の大規模小売店舗面積の増減の傾向が将来（H42）まで続

くと仮定し、H42の大規模小売店舗面積を試算。 

4）発生集中量のトレンド値の試算：居住人口および大規模小売店舗面積の変化の伸び（H17～H42）1.15倍を考慮。 

5）発生集中量の目標値の試算：居住人口の目標（60%）、大規模小売店舗面積の目標（70%）による伸び1.24倍を考慮。 
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具体内容 

(その3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■目標値の設定イメージ 
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⑤都市計画運用方針の改定 

取組内容 ○都市計画運用方針の改定 

実施時期 平成２７年度改定 

実施主体 福岡県 

具体内容 

（その1） 

新たに設定を行う公共交通軸沿線の一部において検討を行う土地利用誘導施

策例としては以下のような施策が考えられます。 

また公有地については、公共交通軸沿線における公共施設用地としての積極的

な活用や、公共交通軸沿線外(拠点内は除く。)での宅地以外への用途転換による

保全などが考えられます。 

■公共交通軸沿線における土地利用制度を用いた誘導施策(例) 

 

 
市街化区域（用途地域） 市街化調整区域 非線引き白地地域 

公
共
交
通
軸
沿
線 

基幹 
公共交通軸 

・駅周辺において土地のミク
ストユースを促進させる用
途地域の変更や地区計画の
策定等 

 

・開発許可制度および地区計
画の運用による住宅立地を
コントロール（現況運用と
同じ） 

 

・現況運用と同じ  

 
大規模集客 
施設の立地 

・“広域拠点”と同様の運用(商業施設であれば10,000㎡以上も立地可能) 
 ※駅への直結した立地を想定 

公共交通軸 

・沿線において土地のミクス
トユースを促進させる用途
地域の変更や地区計画の策
定等 

 

・開発許可基準による既存バ
ス停や新設バス停周辺への
集客施設の立地誘導 
（公共交通軸に接し3,000
㎡未満） 

・開発許可制度および地区計
画の運用による住宅立地を
コントロール（現況運用と
同じ） 

・現況運用と同じ  

 
大規模集客 
施設の立地 

・“拠点”と同様の運用(商業
施設であれば10,000㎡未満
の立地が可能) 
※公共交通軸に接した立
地を想定 

・現況運用と同じ  

軸沿線外 

・ダウンゾーニング施策の適
用  

・過剰な商業系及び準工業系
用途の変更  

・住居系用途地域における容
積率低減などの導入 

・工場跡などの大規模空閑地
における用途地域の変更な
ど 

・開発許可制度および地区計
画の運用による立地をコン
トロール（現況運用と同じ）  

・新規バイパスなど、
立地需要が高い区域
における特定用途制
限地域の適用  

土地利用 
誘導を図る 
範囲に 
ついて 

・都市圏ごとでの状況に応じ
て設定 

 

[鉄軌道：点] 
・駅から半径300ｍ圏(農地転用許可との整合) 
 

※工業専用地域や臨港地区
等は除く。  
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具体内容 

（その2） 

[公共交通軸沿線における大規模集客施設立地の立地誘導] 

広域拠点外で、拠点や基幹公共交通軸沿線など大規模集客施設の誘導を図

る地区内での大規模集客施設の立地に際して必要となる都市計画制限の変更

手続きの簡略化 

 

[拠点や公共交通軸沿線における用途地域等変更の支援] 

集住促進を図る地区内において、居住地としての魅力を高めるための土地

のミクストユースを促進するための用途地域をはじめとした市町村における

地域地区制度の変更に際しての支援 

 

[市街化調整区域における開発許可制度の運用および地区計画の運用] 

市街化調整区域での、引き続き開発許可制度や地区計画制度を運用した住

宅の立地コントロール 

 

[用途地域内かつ集住促進を図る地区外におけるダウンゾーニングの支援] 

用途地域内かつ集住促進を図る地区外において、将来像や現状との乖離、

高層マンション等立地による近隣紛争の問題発生の回避などのため市町村に

おいて行われる用途地域の変更、特別用途地区や地区計画の指定、容積率の

低減などの導入などについての支援 

また、工場跡大規模空閑地での適切な土地活用をうながすための仕組みづ

くり 

 

■公共交通軸沿線の公有地の積極的な活用事例 

(サイトピア：福岡市西部地域交流センター 

福岡市西区、ＪＲ学研都市駅南口に隣接) 

福岡市西部地区のコミュニティ機能を補完する施設として、福岡市総合図

書館の分館である「西部図書館」、行政機関である福岡市西区役所の「西部出

張所」を併せた複合施設 

 

出典：「サイトピアホームページ」 
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⑥都市構造の可視化の推進 

取組内容 ○都市圏構造の技術的評価を行うための評価手法の開発と運用 

実施時期 平成２７年度から順次検討 

実施主体 福岡県、市町村、外部評価組織 

具体内容 

（その1） 

 

[都市圏での都市構造の技術的評価を行うための評価手法の開発と運用] 

都市圏単位での都市構造を評価するための評価手法については、今後検

討し実用化と運用を目指していきます。 

 

 
 

 将来の動向 取り組むべきこと 主な評価指標(例) 

社
会
的 
側
面 

・超高齢社会 
（三人に一人が高齢者） 

・空き地・空き家が大幅に
増加 

・公共交通不便・空白地域
はさらに拡大 

・人口減少や核家族化の進
行による地域コミュニテ
ィの一層の希薄化 

・大規模自然災害のリスク
が向上 

・歩いて暮らせる環境
づくり 

・郊外部での一定の 
生活水準の確保 

・赤字補填の縮小と交
通代替性の確保 

・一定の人口集積と多
様な世代構成によ
る居住 

・災害リスクの高い地
域における居住の
抑制 

・公共交通勢圏内人
口 

・拠点内商業集積の 
集客性 

・集住を促進する区
域内への流入者数 

・災害危険区域の 
居住人口 

環
境
的 
側
面 

・市街地の拡散を放置した
場合には、環境負荷をか
け続けることになる 

・環境に配慮した都市 
・CO2の排出量 
・交通エネルギー消

費量 

経
済
的 
側
面 

・社会資本の老朽化に伴い、
維持管理に関わるコスト
が増加 

・人口減少に伴い財政状況
はさらに厳しさを増す 

・効率的な行政サービ
スの提供 

・民間投資の誘導 

・行政サービスコス
ト 

（道路維持管理費
等） 

■主な評価指標の例 
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具体内容 

（その2） 

 

[都市構造の可視化] 

都市構造の評価手法の検討とあわせ、都市構造の可視化手法についても検討を行

います。これにより、集約型の都市づくり施策実施前後でのデータ比較で施策の実

施効果が明らかとなり、県や市町村における当該施策の効果検証や新たな施策立案

がより具体的、効率的に行えるようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[都市構造の評価と必要に応じた施策展開の見直し] 

都市圏における都市構造について、ＰＤＣＡにより評価指標を用いて定期的に

評価を行い効用を見定めた、施策展開の柔軟な見直し 

 

[過渡期において一時的に発生する問題への対応] 

施策によっては評価指標が一時的にマイナスに働くものもあることが想定され

ることから、定期的評価の結果、特に買い物や通院などにおいて大きな影響が発生

もしくは発生の懸念が高い地区における、問題軽減のための一時的な対応施策の検

討 

 

 

 

 

 

■都市構造の可視化イメージ 

公共交通の利便性が高い地区

と夜間人口の分布はほぼ一致 

高さ：夜間人口 

夜間人口が多いほど高い バスのみ利用圏に夜間人

口の集積が見られる 

公共交通のポテンシ

ャルが高い 

   ：鉄道 
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⑦都市構造に関する専門家会議の設置 

取組内容 
○都市圏における都市構造の技術的評価を行うオーソリティ(専門家会議)の

適切な運用 

実施時期 平成２７年度から順次検討 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

[都市圏における都市構造の技術的評価を行うオーソリティ(専門家会議)の設

置検討] 

人口減少下において集約型の都市構造を目指していくためには、1市町村

単位ではなく広がりを持った枠組みとしての都市圏の中での取組が必要と

なります。また、都市圏の広がりで集約型の都市づくりを円滑に実現させ

ていくためには、ＰＤＣＡによる都市づくりのマネジメントが必要となり、

その適正な運営を支える外部評価組織づくりが必要となります。 

集約型の都市づくりのＰＤＣＡサイクルによる管理において、都市圏単

位で都市構造評価を行うとともに、自治体等が行う都市計画の変更が都市

圏における都市構造へ及ぼす影響について技術的に評価するための専門的

な外部評価組織の運用を目指していきます。 

この外部評価組織（福岡県都市圏オーソリティ）は、都市圏ごとに集約

型の都市づくりに向けた各種都市政策に関し、迅速かつ専門的に助言・評

価を行うシンクタンク的な機能、及び、都市圏内住民に対して集約型の都

市づくりに関する啓発・情報発信を行う機能を併せ持つ、第三者機関とし

ての位置付けを目指します。 

 福岡県都市圏オーソリティ（イメージ） 

組織の 

設立趣旨 

・都市圏レベルの集約型の都市づくりに向けた都市政策に関

する助言・支援組織 

・都市圏レベルの広域調整に関する助言組織

組織の 

構成 

【研究機関】 

・大学（都市計画・建築・環境・地域政策・社会・福祉等） 

・行政研究機関／民間シンクタンク 

【民間組織】  ・経済団体 

【事務局】   ・福岡県都市計画課 

組織の 

権限・ 

役割 

【都市計画施策の評価・提案⇒シンクタンク機能】 

・都市圏における広域調整マターに関する計画提案 

→都市計画区域等再編／立地ビジョン改正（拠点見直し）等 

・都市計画区域マスタープラン原案の計画提案 

・都市計画区域マスタープランの進捗管理の評価・提言 

・市町村レベルの都市計画審議会※やオーソリティ活動支援 

【都市計画施策の啓発・情報発信⇒情報発信機能】 

・集約型の都市づくりに関する啓発及び情報発信活動 
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（２）分野横断的な施策の展開 

①街なか再生の取組 

取組内容 ○街なか再生施策の実施 

実施時期 随時 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

（その1） 

検討を行う施策例としては以下のような施策が考えられます。 

[都市機能の集約、魅力的な市街地空間づくりに向けた施策の実施] 

拠点の形成に際しては、 

・中心市街地活性化基本計画の認定に向けた取組への支援 

の継続と、街なかへの施設誘導が進んでいないことや、街なかの居住人口は

増加しつつも賑わいに反映していないといった現状を踏まえた 

・様々な優遇施策の適用による民間活力の活用や柔軟な施策展開 

・機動的で小回りの効く土地区画整理手法の導入等によるまとまった用地

の確保 

・交通結節機能の強化や回遊性の向上のための施策展開 

などによる都市機能の集約、魅力的な市街地空間づくり 

 

  [事業例：ごま塩市街地再生事業] 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
これまでの取組 

大規模集客施設の適正立地 

街なか活性化 

街なか居住の推進 

街なか集客力の向上 

都市の拡散防止 

 

機動的で小回りの利く土地区画整理手法の

導入による｢街中での生活を支える施設｣

の誘導 
街なかに必要な施設の喪失 

小規模な低未利用地が点在する市街地の形成 

 

まとまった土地が少なく、医療・福祉・商業 

などの施設の更新、誘導が進まない 

まとまった土地の創出 

民間投資の誘発 

街なか再生サイクル 

駐車場 空き地 

 
現状と課題 

｢郊外での立地規制は効果が

出ているが、街なかへの 

施設の誘導は進んでいない｣ 

｢居住人口は回復傾向にあるが､
歩行者数は減少傾向にある｣ 

●大規模な土地利用更新が困難なため、
｢小規模な点在する低未利用地の活用
手法｣の導入 

●街なか居住の推進と併せ、流入促進の

ための｢交通結節機能の強化｣と街なか

の魅力向上のための｢回遊性向上｣ 

 

事業への参加希望者のみを対象とした 

事業であり、迅速な合意形成が可能 

候補地区の事業参加意向 

調査、分析 

意向に沿った換地の実施 

都市での生活を支える医療、買い物、
子育て支援などの施設整備により 

街なか再生 
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具体内容 

（その2） 

[不足する都市基盤施設の整備] 

集住促進を図る地区、都市機能の集約を促進する地区内において、市街地と

しての快適性や魅力向上のため、歩道、駅における駅前広場や連絡通路、公園、

下水道等の不足する都市機能の整備 

[駅設置の支援] 

鉄軌道等における駅は、周辺における集住や都市機能の集約を促進する上で

有効な施策であるため、新たな駅設置の取組に対する計画策定等を支援 

[拠点への流入促進に向けた施策を展開] 

中心市街地活性化に向けた取組を積極的に行っている市町村を対象に、 

・公共交通機関の利便性向上に伴い見込まれる需要の調査等を実施 

・街なかへの流入を促進させる交通施策を促進 

  

[事業例：流入促進事業] 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市の拡散防止 

 
○中心市街地活性化基本計画に基づき、街な
かの活性化に向けた取り組みを実施 

⇒都市機能の集約等一定の成果が上がって
きている中で、多くの都市では街なかの賑
わい創出には至っていない 

 

 
●車社会の進行により出発地(家)から目的地（ショッピングセ
ンター等）まで直接移動が可能なため、街なかを素通り 

●街なかは交通の拠点を持っていることが多いが、公共交通機
関相互の乗継ぎがわかりにくさや不便さ等を有している 

⇒公共交通の積極的な利用が行われず、街なかに人が集まらな
い状況が発生 

原 因 課 題 

●街なかの魅力を高めるだけでなく、 
一市町村区域のみならず広域的な観点から人を呼び込む交通施策にも取り組むことが必要 

活性化に向けた方向性 

●中心市街地活性化に向けた取組を積極的に行っている市町村を対象に、公共交通機関の利
便性向上に伴い見込まれる需要の調査等を実施し、人々の街なかへの流入を促進させる交
通施策を促進する 

流入促進事業の展開 

（例） 

 ・バス専用レーン設置 

 ・路面電車運行      等  

街なか バス専用レーン設置 

     

街なか 拠点駅 

距離が離れておりアクセスが悪い 
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■まちなか(中心市街地、市民病院)を目的地とした移動に対する運賃割引(往復) 

○お出かけ定期券(65歳以上) 

日中の利用は各交通手段とも100円 

 ○おでかけバス、電車：100円 

○路面電車、ライトレールについては日中の利用は100円 

 

 

 

 

 

②公共交通軸沿線への都市機能の誘導 

取組内容 ○拠点や公共交通軸沿線の一部での居住、施設立地に対する補助施策の運用 

実施時期 随時 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

 

[補助施策の活用例] 

 下記のような既往施策や新たな優遇施策について、拠点や公共交通軸沿線で重点

的に展開することを検討 

（考えられる施策例） 

・都市機能立地支援事業等都市再生特別措置法の支援策 

・地域優良賃貸住宅、長期優良住宅など良質な住宅の普及制度 

・サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向けの住宅の普及制度 など 

 

(参考)富山市におけるコンパクトシティ施策事例 

■まちなか居住促進のための住宅施策 

○まちなか居住促進事業 

市民
向け  

まちなか住宅取得 
支援事業  

一戸建ての又は分譲型住宅を建設・購入、取得する
場合に補助  

まちなか住宅家賃 
補助事業  

まちなか以外からまちなかの賃貸住宅へ転居され
る世帯に、家賃を助成  

まちなかリフォーム 
補助事業  

対象地区内における中古住宅のリフォームについ
て、工事費の一部を補助  

事業者 
向け  

まちなか共同住宅 
建設促進事業  

指針に適合する共同住宅を建設する場合に補助  

まちなか住宅 
転用支援事業  

遊休化した業務・商業ビルなどを改修し、指針に適
合する共同住宅に転用する場合に補助  

まちなか住宅 
併設店舗等 
整備支援事業  

指針に適合する共同住宅を建設する際に、低層階に
店舗、医療・福祉施設等を併設して建設する場合に
補助  

 

○公共交通沿線居住推進事業 

市民
向け  

公共交通沿線住宅
取得支援事業  

対象地区内において、指針に適合する一戸建て住宅
を建設又は分譲型共同住宅を取得する場合に補助  

事業者 
向け  

公共交通沿線共同
住宅建設促進事業  

対象地区内において、指針に適合する共同住宅を建
設する場合に補助  

 

 

 

  

 

・指針：まちなか住宅・居住環境指針 

・指針：公共交通沿線住宅・居住環境指針 

（※額は1乗車当り） 
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③公共交通軸の質の向上 

取組内容 ○拠点・公共交通軸沿線の集積性増加と連動した公共交通軸の質の向上 

実施時期 随時 

実施主体 福岡県、市町村、交通事業者、民間開発事業者 

具体内容 

検討を行う施策例としては以下のような施策が考えられます。 

[拠点・公共交通軸沿線の集積性を高める取組] 

公共交通の利便性向上及び利用促進を図るための、駅における駅前広場やパ

ークアンドライド駐車場等の乗継施設、駐輪場、連絡通路などの整備充実や、

バリアフリー化やサインの充実等 

またバス交通に対する、路線相互や鉄軌道との結節点におけるバス停の設置

（バスターミナルや、定時性を確保するためのバスベイ・カットの設置）など 

この他、新駅設置及びバス停新設は、公

共交通軸沿線における集住や都市機能の集

約を大きく促進させる契機となるため、需

要対応及び集約促進双方の視点から、必要

性を検討の上での、設置促進 

また、新駅設置に際しての、簡易的な構

造による低コストでの設置など、柔軟な整

備の検討 

 

                    ■簡易構造による駅設置事例 

                  （樽見鉄道―樽見線 モレラ岐阜駅） 

大規模集客施設の設置に際し、同施設管理会社が 

一部費用を負担し設置された駅 

 

[路線の再編、ダイヤの見直し促進] 

改正後の地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の趣旨等を踏まえた、

地域公共交通ネットワークを再構築するためのバス路線の再編、鉄道ダイヤの

見直し等の促進 
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④低密度化する市街地の多面的な活用 

 

取組内容 ○計画的に低密度化を進める地区の選定と施策の実施 

実施時期 随時 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

（その1） 

検討を行う施策例としては以下のような施策が考えられます。 

[計画的に低密度化を進める地区の選定] 

計画的に低密度化を進める地区の選定に関して、関係機関との調整や客観的

な選定手法等の情報提供などについての支援 

 

 

国土交通省国土技術政策総合研究所において、土地適性(対象地がどのような土地

利用に適しているか、どのような土地利用には適していないか)を評価する手法の

検討が行われており、対住民に対して客観的に説明するための分析手法として、参

考になります。 

 
プロセス全体のイメージ 

機能別の不適格条件  
【試算例】：総合点

（Suitability Grade）  

–居住機能‐  

（参考）客観的手法により計画的に低密度化を進める候補地を抽出する参考手法 
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具体内容 

（その2） 

 

[計画的に低密度化を進める地区における多面的活用施策の実施イメージ（事業・土

地利用施策）] 

（例示）集約推進へ向けた土地区画整理事業 

計画的に低密度化を図る郊外市街地と拠点を対象とした市街地整備を包括的に

行うことにより、計画的に低密度化を図る郊外市街地内の都市的土地利用を適切に

拠点へ誘導し、集約型の都市づくりを図る。 

 

 
Ａ工区：計画的に低密度化を進める候補地 

Ｂ工区：集住・都市機能誘導を図る地区 

２つの工区を設定し、 

工区間飛び換地を活用した 

土地区画整理事業の実施により

集積と低密度化を進める 

Ａ工区（計画的に低密度化を進める候補地）では、 
空き地や空き家の増加する市街地周辺部の住宅地を緑地として整備 

Ｂ工区（集住・都市機能誘導を図る地区）では、 
拠点に近接する低未利用地を都市機能集約の受け皿として整備 
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⑤防災都市づくりの展開 

取組内容 ○防災都市づくりに係る施策展開 

実施時期 随時 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

検討を行う施策例としては以下のような施策が考えられます。 

[ハード整備とソフト施策による防災都市づくりの展開] 

本県における防災都市づくりは、災害時の被害を最小化する「減災」の考え方

を基本として、ハード整備による防災対策と併せて、災害の危険性の高い区域に

おける低密度化への誘導や、情報収集・伝達体制と避難体制の強化などのソフト

施策にも重点的に取り組む防災都市づくりの推進 

災害発生時の自助・共助・公助の活動を実体的なものとするためのソフト施策に

ついての検討 

 

[リスク情報等の提示] 

大規模災害による被害想定等のリスク情報に関する情報提示のひとつとして、都

市計画区域マスタープランにおいて、ハザード情報及びその対応としての防災対策

方針等に関する記載 

 

[事前復興まちづくり計画の策定支援] 

大規模災害の被害想定により大きな被害が想定される市町村においては、被災後

のまちの復興像や、土地利用、都市施設、公共公益施設の整備方針、応急的に必要

な用地確保の方針、復興体制などの考え方を事前復興まちづくり計画として準備す

ることが有効であり、市町村によるこのような事前復興まちづくり計画の策定に対

しての支援 
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⑥環境共生の都市づくりの展開 

取組内容 ○環境共生の都市づくりの展開 

実施時期 随時 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

検討を行う施策例としては以下のような施策が考えられます。 

[集約型の都市づくりと併行した継続的な低炭素都市づくりの取組] 

本県における環境共生の都市づくりは、県民が、郷土の美しさ・快適さなどを

誇りとしながら住み続けていくために、都市と農山漁村の共生や都市個性を生か

した都市活力再生などの多面的・総合的な都市づくりを進めていくことを目標と

しています。 

この環境共生の都市づくりのため、平成24年12月に施行された「都市の低炭素

化の促進に関する法律」（エコまち法）も踏まえながら、集約型の都市づくりと併

行して、新たなエネルギー社会の実現に向けた取組、都市緑化の促進など低炭素

型の都市づくりを図ります。 

 

[自然と共生し、持続可能な都市を目指すための都市緑化の促進] 

都市づくりにおいて、人と自然が共生できる自然環境を整備・保全する必要性

が高まっています。平成24年12月に、地球温暖化問題やエネルギー制約に対応し

て「都市の低炭素化の促進に関する法律」（エコまち法）が施行され、あらためて

都市における緑地の保全及び緑化の推進が重要な課題と位置づけられました。 

このため、すべての都市計画区域において自然環境の整備または保全に配慮し、

風致地区、緑地保全地区等の地域地区や公園・緑地の都市施設を都市計画決定し、

その整備・保全を民間による都市緑化とあわせて推進していくことが重要です。 

市町村の緑の基本計画の策定による緑地とオープンスペース機能等の緑の将来

像を、都市計画区域マスタープラン等に反映した、公共空間による都市の緑化促

進 
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⑦美しい都市づくりの展開 

取組内容 ○美しい都市づくりの展開 

実施時期 随時 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

検討を行う施策例としては以下のような施策が考えられます。 

[地域の価値を高めるための美しい都市づくり] 

本県が、ますます住みよい、心が豊かになっていく県をめざすためには､それぞ

れの自然条件･歴史･文化や都市機能に応じた美しい景観づくりを進めることによ

って､まちの総合的な魅力を高めていくことが必要です。 

「景観法」及び「福岡県美しいまちづくり条例」に基づき、美しいまちづくり

を推進するために、県内の美しいまちづくりに関する取組等の情報発信を行うと

ともに、学校教育における取組の展開や表彰、美しいまちづくりシンポジウム、

美しいまちづくりセミナーや景観ツアーの開催等、県民の美しいまちづくりに対

する意識の醸成を図るための取組を継続 

また、市町村が行う、美しい都市づくりに関する住民等からの提案の奨励や、

まちづくり協定の締結と支援等に関して、まちづくり専門家の派遣や技術的助言

等による市町村の美しいまちづくりに関する施策への支援の推進 

 

[広域景観計画の策定と運用] 

景観は、必ずしも市町村単位で完結するものではなく、河川流域や山並み、丘

陵、田園といった連続した広域的な景観を形成しています。本県では、市町村の

枠組みを超えたこれらの広域景観については、広域景観計画の策定により広域的

な連続性に配慮した景観づくりに取り組んできました。 

さらに、これらの広域景観の一体性や連続性を守り・育てていくために、広域

景観ごとに関係市町村と県、まちづくり団体等による景観協議会を設置し、大規

模プロジェクト等、市町村の枠組みを超えて広域景観に影響を及ぼすおそれのあ

る事項について、広域景観計画を踏まえた関係市町村相互の調整・連携 

また、県、市町村、まちづくり団体との協働による広域的な景観の形成・保全

や、これらを踏まえた市町村独自の景観計画の策定の推進 
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（３）市町村との連携強化 

・市町村の集約型の都市づくりへの支援 

取組内容 ○市町村における集約型の都市づくりの実践に対する支援の実施 

実施時期 随時 

実施主体 福岡県、市町村 

具体内容 

 

[集約型の都市づくりに向けた各種計画づくりの支援] 

市町村における集約型の都市づくりの実践に際して、国・県の新しい制度や、全

国・県内での先行事例など、市町村への積極的な情報提供を行っていきます。また、

公共交通軸沿線の自治体が連携して公共交通軸沿線での機能集約を促進させるこ

とにより、沿線全体での価値が向上し、財政制約下での効率的な行政サービスの展

開や公共交通軸を介した交流機能・鉄道需要の創出が可能となることから、沿線自

治体の連携に際して調整等が求められる場合には、広域的視点からの支援を図りま

す。 

 

[外部評価組織による都市構造評価の支援] 

都市圏における都市構造を技術的に評価する評価組織において、市町村における

将来都市構造の計画づくりに際して、現在の都市構造の課題把握や集約型の都市づ

くりの効果・影響の把握が求められる場合に、都市構造評価を実施していきます。 

 

[立地適正化計画の策定等都市再生特別措置法改正に連動した取組の支援] 

都市再生特別措置法改正に伴う立地適正化計画の策定と運用に取り組む市町村

に対して、計画づくりのための情報提供や技術的助言を行うとともに、当該計画を

踏まえた具体事業の展開に際しての支援も行っていきます。 

 

[都市計画区域の再編、区域区分の適用等の要請への対応] 

集約型の都市づくりを進めていくに際して、市町村から都市計画区域の再編や見

直し、区域区分の適用等、県が定める都市計画に対する変更の要請がある場合には、

その実施について積極的に対応していきます。 
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参考-1 

 
 

福岡県都市計画基本方針の策定までの経過 

 

新たな福岡県都市計画基本方針については、検討委員会による検討を重ね、福岡県都市計画

審議会への諮問・答申、県議会での骨子の議決を経て、策定いたしました。 

 

 

平成24年 11月26日   第1回 福岡県都市計画基本方針検討委員会開催 

 

平成25年  3月19日   第2回 福岡県都市計画基本方針検討委員会開催 

 

      7月29日   第3回 福岡県都市計画基本方針検討委員会開催 

 

     11月14日   第4回 福岡県都市計画基本方針検討委員会開催 

 

平成26年  2月28日   第5回 福岡県都市計画基本方針検討委員会開催 

 

      5月19日   第6回 福岡県都市計画基本方針検討委員会開催 

 

      7月 7日   福岡県都市計画審議会にマスタープラン等検討専門委員会の設置 

 

      8月25日   第7回 福岡県都市計画基本方針検討委員会開催 

 

     12月19日   第1回福岡県都市計画審議会マスタープラン等検討専門委員会 

 

     12月19日～  福岡県都市計画基本方針改定（原案）に関する県民意見の募集 

平成27年  1月 9日 

 

   2月27日 福岡県都市計画審議会に諮問 

 

   3月10日 第2回福岡県都市計画審議会マスタープラン等検討専門委員会 

 

      6月5日 福岡県都市計画審議会から答申 

 

   10月9日 福岡県議会において福岡県都市計画基本方針（骨子）を議決 

 



 

参考-2 

 

 

福岡県都市計画基本方針検討委員会委員名簿  

（50音順） 

 氏 名 役 職 名 

委 員 朝廣 和夫 九州大学芸術工学研究院環境デザイン部門准教授 

委 員 伊藤 解子 
北九州市立大学都市政策研究所教授 

（Ｈ25年度まで現職） 

委 員 大森 洋子 久留米工業大学建築・設備工学科教授 

委 員 片山 礼二郎 公益財団法人九州経済調査協会調査研究部次長 

委 員 辰巳 浩 福岡大学工学部社会デザイン工学科教授 

委 員 谷口 守 筑波大学システム情報系社会工学域教授 

委員長 出口 敦 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

委 員 萩島 理 九州大学大学院総合理工学研究院准教授 

委 員 長谷川 洋 国土技術政策総合研究所住宅研究部住宅性能研究官 

   

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 中村 英夫 国土交通省都市局都市計画課都市計画調査室長 

 

 

 

福岡県都市計画審議会マスタープラン等検討専門委員会委員名簿  

（50音順） 

 氏 名 役 職 名 

委 員 井上 明 九州農政局長 

委 員 大森 洋子 久留米工業大学建築・設備工学科教授 

委 員 金尾 健司 九州地方整備局長 

委員長 坂井 猛 九州大学大学院人間環境学府・工学部建築学科教授 

委 員 辰巳 浩 福岡大学工学部社会デザイン工学科教授 

委 員 谷口 守 筑波大学システム情報系社会工学域教授 

副委員長 出口 敦 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

委 員 吉武 哲信 九州工業大学大学院工学研究院教授 

 



 

参考-3 

 

 

 

福 岡 県 都 市 計 画 審 議 会 委 員 名 簿 

 

（平成２７年２月２７日） 

  番号    氏 名 役  職  名 

 

 

 

 １号委員 

 

 

 

 

１   寺町 賢一  九州工業大学大学院工学研究院准教授 

２    藤井 重登  福岡県農業会議会長 

３   山田 真知子  福岡女子大学国際文理学部教授 

４   原田 恵美子  弁護士                                     

５ ◎ 武居 一正  福岡大学法学部教授 

６   平井  彰  （一社）九州経済連合会理事・事務局長    

７  吉武 哲信   九州工業大学大学院工学研究院教授 

８ ○ 坂井  猛   九州大学大学院人間環境学府・工学部建築学科教授 

 

 ２号委員 

 

 

 

 

９  長谷川 靖  福岡財務支局長 

10 井上 明 九州農政局長 

11    岸本 吉生  九州経済産業局長 

12    竹田 浩三  九州運輸局長 

13   金尾 健司  九州地方整備局長 

14   吉田 尚正  福岡県警察本部長 

 

 ３号委員 

 

 

15   髙島 宗一郎  福岡市長 

16   北橋 健治  北九州市長 

17    髙木 典雄  うきは市長 

18 南里 辰己 志免町長 

 

 

 

 ４号委員 

 

 

 

 

19    武藤 英治  福岡県議会議員（自民党県議団） 

20   貞末 利光     〃   （   〃   ） 

21    十中 大雅     〃   （   〃   ） 

22    伊豆 美沙子     〃   （   〃   ） 

23    香原  勝司     〃   （   〃   ）     

24    守谷 正人        〃      （民主・県政県議団） 

25   野村 陽一        〃      （    〃    ） 

26    新開 昌彦     〃   （公明党） 

 ５号委員 

 

27 森 英鷹 福岡市議会議長（福岡県市議会議長会会長） 

28    中ノ森 愼一 大木町議会議長(福岡県町村議長会会長) 

 （注） 

   ◎ 会長        １号委員 学識経験のある者 

   〇 会長職務代理    ２号委員 関係行政機関の職員 

               ３号委員 市町村の長を代表する者 

               ４号委員 県議会の議員 

               ５号委員 市町村の議会の議長を代表する者 
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用語-1 

用 語 集  
  

■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

あ行 

あ 
アジア産業 

交流拠点 

国の都市再生プロジェクト（第四次決定）において認定された「北部九州圏に

おけるアジア産業交流拠点の形成」に基づく。 

我が国の国際競争力強化のため、アジアとの近接性と歴史的つながりを持ち、

アジアとの交流や関係企業等の活動が活発化する北部九州圏において、人・も

の・情報のゲートウェイ機能を活用しつつ、取組を推進することにより、アジ

アにおける新しい産業交流拠点を図ろうとするもの。 

い 一部事務組合 
普通地方公共団体(県、市町村)がその事務(ごみ処理、し尿処理など）の一部を

共同して処理するために、協議により規約を定め設ける団体のこと。 

え ＬＲＴ 

低床式車両(LRV)の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時性、速達

性、快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システムのこと。

道路交通を補完し、人と環境にやさしい公共交通として着目されている。 

【LRT= Light Rail Transit】 

え 

ＮＰＯ・ 

ボランティア 

団体 

不特定かつ多数のものの利益の増進のため、自発的に社会貢献活動を行う、営

利を目的としない民間団体 

【NPO=Non Profit Organization】 

え エコタウン 

すべての廃棄物を新たに他の産業分野の原料として活用し、あらゆる廃棄物を

ゼロにするゼロ・エミッション構想の実現をめざし、資源循環型経済社会の構

築を図るまちづくりを指す。 

え 
エリアマネジメ

ント 

住民・事業主・地権者等による自主的な地区づくりの取組 

例えば、住宅地では、建築協定を活用した良好な街並み景観の形成・維持や、

広場や集会所等を共有する方々による管理組合の組織と、管理行為を手掛りと

した良好なコミュニティづくりなど。業務・商業地では、市街地開発と連動し

た街並み景観の誘導、地域美化やイベントの開催・広報等の地域プロモーショ

ンの展開といった取組など 

お 
オープン 

スペース 

公園・広場・河川・農地など、建物によって覆われていない土地あるいは敷地

内の空地を総称していう。 

か行 

か 開発許可 

都市計画法第２９条第１項及び第２項に掲げる許可のことをいう。 

都市計画区域内外において、都市計画法第２９条に定める許可を必要とする開

発行為をしようとする者は、あらかじめ、都道府県知事等の許可を受けなけれ

ばならない。 

開発許可制度は当初、市街化区域及び市街化調整区域の制度を担保することを

目的とし創設されたが、現在では一定規模以上の開発行為に対して所定の水準

を確保させるため、都市計画区域内外において適用されている。 

開発許可の基準は、開発区域に一定の技術的水準を保たせるもの（技術基準）

と、市街化調整区域内において開発行為を例外的に認容するためのもの（立地

基準）の二つに大別され、市街化調整区域以外では、技術基準のみが適用され

る。（同法第33条・34条） 

か 開発行為 

都市計画法第４条第１２項に定める、主として建築物の建築又は特定工作物の

建設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更をいう。区画形質の変更と

は下記による。 

区画の変更：開発区域内における道路、里道、水路等の公共施設の新設・改

廃を伴う敷地区画の変更をいう。 

形の変更 ：所定の高さの変更を伴う盛土又は切土の面積が、所定の規模以

上となる造成行為による土地の形状の変更をいう。 

質の変更 ：農地等宅地以外の土地から宅地への変更をいう。 

 



 

用語-2 

 

 

  

■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

か 改良率 
道路等について、計画された延長や面積に対する、実際に整備・改良された延

長や面積の割合のこと。 

か 学術研究都市 
地域における学術研究機関等を充実・強化し、相互の有機的なネットワーク形

成を進める学術研究を中核とした都市のこと。 

か 環境首都 

ドイツにおいて、環境保全に対して優れた取組をしている自治体に与えられる

称号のこと。基本方針においては、北九州市における市民が真の豊かさを実感

し「ずっとここで暮らしたい」と心から思える「世界の環境首都」にするため

の取組のことを指している。 

か 環境負荷 
人の活動により環境に加えられる影響であって、環境保全上の支障の原因とな

るおそれのあるもの。(環境基本法第2条) 

か 環境流域圏 

自然環境と社会経済活動との調和を図りながら、水源地・生態系の保全のため、

自然環境の保全と適正管理のなかで水や森林などに親しめる環境の整備を進め

るとともに、圏域の豊かな自然環境や美しい街並み、景観の保全、創出とその

積極的な活用を図る地域のこと。 

本方針においては、福岡県生物多様性戦略における流域圏に基づき区域を設定 

き 基幹公共交通軸 
公共交通軸のうち、特に質が高いものについて、駅周辺などにおいて集住や都

市機能の集約を促進させていく軸 

き 既成市街地 

都市において道路が整備され建物が連坦するなど、すでに市街地が形成されて

いる地域をいう。 

一般には、人口密度が１haあたり40人以上の地区が連坦して3,000人以上となっ

ている地域とこれに接続する市街地をいう。 

また、市街化区域を設定する際の考えのひとつとなる。 

き 基盤施設 道路や公園、下水道など都市活動や生活の基盤となる施設のこと。 

き 逆線引き 
線引き(区域区分)がなされた都市計画区域内において、市街化区域の一部を市

街化調整区域とすること。 

き 
九州圏 

広域地方計画 

全国計画である国土形成計画を受け、全国8区域別で計画される「広域地方計画」

の九州区域版 

き 協働 

ＮＰＯ・ボランティア団体、行政、企業のそれぞれの主体性・自発性のもと、

互いの特性を認識・尊重しながら、対等な立場で、共通の目的を達成するため

協力・協調すること。 

き 居住機能 都市活動や都市機能の一部であって、住宅地など居住に関する機能のこと。 

き 拠点 

都市機能（商業、業務、居住、文化、福祉、行政等）が集積しており、多くの

人が集まる場所であり、徒歩・公共交通等により、多くの人が到達可能な場所

のこと。 

く 
区域区分 

（線引き）制度 

都市計画法において、都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的

な市街化を図るため、必要があるときは都市計画に市街化区域と市街化調整区

域との区分を定めることができる、とされている。 

これを「区域区分」といい、いわゆる「線引き」と呼ばれる。 

（同法第7条第1項） 

く 区画道路 
街区を区画する道路 

建築敷地は通常これに接している。 

く グロス 

総体、全部 

本方針においては、グロスの人口密度のことで、人口を道路や公園等を含む全

面積で除したものを意味する。 

け 減災 災害による被害を出来るだけ小さくする取組のこと。 
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■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

け 建築協定 

住宅地としての環境や商店街としての利便を高度に維持増進することなどを目

的として、土地所有者等同士が建築物の基準に関する一種の協定を締結し、公

的主体（県や市など）の認可により、建築の際の条件を付与する制度のこと。 

け 建ぺい率 建築物の敷地面積に対する建築面積の割合 

こ 
コージェネレー

ション 

天然ガスや石油、LPガス等を燃料として発電を行い、その際に生じる廃熱も回

収し、有効利用するシステム（熱と電気を同時に作り出すシステム） 

エネルギー効率が高く、省エネ・省CO2なシステムとして、その普及が期待され

ている。 

こ 広域拠点 
一つの市町村を超える広域的で、多様な都市機能が集積し、広域から多くの人

が集まり、公共交通によるアクセスが確保されている拠点のこと。 

こ 
広域 

都市計画区域 
複数の都市計画区域にまたがり設定された都市計画区域のこと。 

こ 公共交通軸 拠点間を結び都市の連携を促進させる軸。基幹公共交通軸を含む。 

こ 交通エネルギー 
移動に際して必要となるエネルギーのこと。自動車やバス、鉄道などの交通機

関ごとで移動のために必要なエネルギー量は異なる。 

こ 交通結節点 

鉄道の乗り継ぎ駅、道路のインターチェンジ、自動車から徒歩やその他交通機

関に乗り換えるための停車・駐車施設や鉄道とバスなどの乗り換えが行われる

駅前広場等 

こ 高度利用 

都市空間をその場に要請されている機能に応じて集積させ、高い建築物立地に

よる建築的な土地の効率的活用はもちろんのこと、社会的・経済的にも土地を

効率的に活用すること。 

こ 国土形成計画 

国土形成計画法に基づき、おおむね10ヶ年間における国土づくりの方向性を示

す計画（全国計画）。同計画を全国8区域にわけ、区域ごとの考え方を示したも

のを「広域地方計画」という。 

こ 
ごま塩市街地整

備手法 

都市部の中心市街地においても青空駐車場や空き地等の低未利用地が「ごま塩」

状に発生し、中心市街地の低密度化を招いており、このような中心市街地の再

生事業として、土地区画整理事業の手法を活用しながら、ごま塩状に分散した

敷地を一体的に集約整序する手法のこと。 

こ 
コミュニティバ

ス 

一般に、公共交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市町村が交通事業

者に委託して運送を行なう乗合バス（乗合タクシーを含む）や、市町村自らが

交通事業者として行なう有償運送を行うこと。 

さ行 

さ 
再生可能 

エネルギー 

自然の中で繰り返し起こる現象から抽出でき、一度利用しても比較的短期間に

再生が可能な、資源が枯渇しないエネルギー資源のこと。太陽光、地熱、風力、

水力など 

さ 産業構造転換 
市町村などにおける主たる産業が変化すること。例として製造業主体からサー

ビス業への変化など 

し 市街化区域 

都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市街地として積極的に開発・整備す

る区域。具体的には、既に市街地を形成している区域（既成市街地）及びおお

むね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域（新市街地）をいう。 

（同法第7条第2項） 

市街化区域においては、少なくとも用途地域、道路、公園、下水道を定めるこ

ととされている。（同法第13条） 

し 市街化調整区域 

都市計画法に基づく都市計画区域のうち市街化を抑制すべき区域。（同法第7条

第3項）市街化調整区域内では、原則として用途地域は定めないものとする。（同

法第13条第7号） 
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■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

し 市街地開発事業 

地域が抱える課題を解消するため、一定の区域を定め、地域の状況に応じた整

備手法を用い、良好な市街地を形成する事業。都市計画法第12条第1項各号に掲

げる事業をいう。 

具体的には、土地区画整理事業や市街地再開発事業などがあげられる。 

し 市街地拡散 低密度な市街地が無秩序に広がること。 

し 
市街地 

再開発事業 

昭和44年に制定された都市再開発法に基づき、市街地の土地の合理的かつ健全な

高度利用と都市機能の更新を図るため、建築物及び建築敷地の整備と併せて公共

施設等の整備を行う事業（都市再開発法第2条第1号） 

権利変換方式の違いによって第一種市街地再開発事業（権利変換方式）と第二種

市街地再開発事業（管理処分方式）とに区分される。市街地再開発事業、住宅地

区改良事業等法律に基づいて行われる再開発を「法定再開発」といい、優良建築

物等整備事業、特定民間再開発事業等法律に基づかない再開発を「任意再開発」

という。 

し 自然公園 

優れた自然の風景地の保護とその利用の増進を図ること等を目的として、自然公

園法及び福岡県立自然公園条例に基づき指定される、国立公園、国定公園、県立

自然公園のこと。 

し 

市町村の 

都市計画マスタ

ープラン 

（市町村の都市

計画に関する基

本的な方針） 

都市計画法において、「市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建

設に関する基本構想並びに都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、

当該「市町村の都市計画に関する基本的な方針」を定めるものとする」、とされ

ている。ここでいう「市町村の都市計画に関する基本的な方針」は、通常「市

町村マスタープラン」あるいは「都市計画マスタープラン」と称される。 

（同法第18条の2第1項） 

し 自動車分担率 
移動に際しての鉄道やバス、自動車、徒歩、自転車といった移動手段総数に占

める、自動車利用の移動数の割合のこと。 

し 市民緑地制度 
都市緑地法第55条に基づき、土地所有者や人工地盤・建築物などの所有者と地

方公共団体又は緑地管理機構が契約を締結し、緑地や緑化施設を公開する制度 

し 

集約型の都市づ

くり 

(コンパクトシ

ティ) 

本方針では、環境負荷が少なく、多様な世代が快適で魅力ある都市生活を身近

なまちなかで送れる都市を形成するための取組としている。 

し 
集落地区計画制

度 

都市計画法上の地区計画等の一部で、良好な営農条件および居住環境の確保を

図ることが必要であると認められる集落地域について、農業の生産条件と都市

環境との調和のとれた集落の整備を計画的に推進するための制度のこと。 

し 縮退 人口減少等により市街地が縮小すること。 

し 循環型社会 
廃棄物等の発生抑制、資源の循環的な利用及び適正な処分が確保されることに

よって、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が低減される社会のこと。 

し 循環型都市 循環型社会が営まれる都市のこと。 

し 準都市計画区域 

都市計画法において、「都道府県は、都市計画区域外の区域のうち、相当数の住

居その他の建築物の建築又はその敷地の造成が現に行われ、又は行われると見

込まれる一定の区域で、当該区域の自然的及び社会的条件並びに農業振興地域

の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）その他の法令による土地

利用の規制の条件を勘案して、そのまま土地利用を整序することなく放置すれ

ば、将来における都市としての整備、開発及び保全に支障が生じるおそれがあ

ると認められる区域を、準都市計画区域として指定することができる」。（同法

第5条のニ） 

準都市計画区域を指定すれば、土地利用の整序を図るために必要な都市計画区

域として、用途地域、特別用途地域、特定用途制限地域、高度地域、美観地区、

風致地区および伝統的建造物群保存地区を決定することができることとなるほ

か、都市計画区域と同様、開発制限制度や建築基準法の集団規定が適用となる。 
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■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

し 職住近接 働く場と住まいが近いこと。 

し 自立都市圏 経済や社会、文化的に自立した都市圏のこと。 

し 白地地域 
都市計画区域もしくは準都市計画区域内において、用途地域が指定されていな

い区域のこと。 

し 新市街地 
市街化区域および用途地域指定区域内において、土地区画整理事業等の計画的

面整備を行った区域 

す 水素エネルギー 

無尽蔵に存在する水や多様な一次エネルギー源から様々な方法で製造可能なエ

ネルギー源で、その利用段階でCO2を排出しない。 

電気、熱と並び、将来の二次エネルギーの中心的役割を担うことが期待されて

いる。燃料電池車などで活用 

す スプロール 

市街地が無計画に拡大し、虫食い状の無秩序な市街地を形成すること。 

「アーバン・スプロール」ともいう。スプロールの弊害は、 

①道路や下水道等の都市施設が整備されないまま低質な市街地が形成され、防

災上、環境上の問題を生じる。 

②市街地が開発不適地まで拡散し、公共投資の非効率化を招く。 

③形成された低質な市街地をその後良好な環境に改変するには社会的に困難が

伴うだけでなく膨大な経費を要する。 

などがあげられる。 

す スマートＩＣ 

スマートインターチェンジ。高速道路の本線やサービスエリア、パーキングエ

リア、バスストップから乗り降りができるように設置されるインターチェンジ

であり、通行可能な車両（料金の支払い方法）を、ＥＴＣを搭載した車両に限

定しているインターチェンジのこと。 

す 
スマートウェル

ネスシティ 

高齢化・人口減少が進んでも、身体面の健康だけでなく、人々が生きがいを感

じ、安心安全で豊かな生活を送れる、健幸（＝健やかで幸せに暮らせる）な都

市 

せ 生活支援交通 
自家用車を自由に使えない住民の生活基盤としてのバスや移送サービスといっ

た公共交通のこと。 

せ 生活利便施設 日常生活を行うにあたって必要となる店舗や病院・医院などの施設のこと。 

せ 生産緑地地区 

市街化区域内にある農地の緑地機能を活かし、計画的、永続的に保全すること

によって、公害や災害の防止に役立てるとともに、豊かな都市環境を形成しよ

うとする都市計画上の制度を指す。 

せ 線引き 

都市計画法において、都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的

な市街化を図るため、必要があるときは都市計画に市街化区域と市街化調整区

域との区分を定めることができる、とされている。これを「区域区分」といい、

いわゆる「線引き」と呼ばれる。（同法第7条第11項） 

そ ゾーニング 
土地利用に関する計画づくりに際して、建物の利用状況などの特性により区域

を区分すること。 

た行 

た 大規模集客施設 
都市構造に大きな影響がある大規模小売店舗、病院、社会福祉施設、大学、自

治体の公共施設（役場やコミュニティセンター等）などの公共公益施設のこと。 

た 
ダウンゾーニン

グ 

市街地の規模を管理していくため、一定の地区を対象として容積率の低下など

の規制を強化すること。 

た 端末トリップ 自宅や会社、学校から、駅やバス停までの移動のこと。 

ち 地域コア 
県全域を見据えた圏域構造において、中枢コアと連携する、副都心や周辺都市

などを指す。 
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ち 地域制緑地 

地域制緑地とは、生活において重要な役割を担う緑や、様々な生物の生息空間

となっている緑を守るため、法や条例による指定を行い、良好な自然環境等の

保全を図ることを目的とした制度の総称である。 

具体的には、風致地区、緑地保全地区、生産緑地地区、自然公園、自然環境保

全地域等を一定の土地の区域に対して指定し、その土地利用を規制するもの。 

このうち、風致地区、緑地保全地区、生産緑地地区は、都市計画法8条により指

定される地区である。 

ち 地域地区 

都市計画法に基づく都市計画の種類のひとつ（都市計画法第8条第1項） 

都市計画区域内の土地をその利用目的によって区分し、建築物などについての

必要な制限を課すことにより、地域または地区を単位として一体的かつ合理的

な土地利用を実現しようとするもの。 

地域地区は、①用途および容積率制限に係るもの②用途地域と連動して建築物

の形態や構造に係る規制を行うもの③地区の個別的な位置付け、目的に応じた

規制を行うものに大別することができる。 

用途地域は建築物の用途、建ぺい率、容積率を規制するもので、地域地区のな

かの根幹をなす制度である。 

特別用途地区、高層住宅誘導地区は用途地域を補完しながら、地区の特性に応

じた用途や容積率等のコントロールを行う。 

高度地区、高度利用地区、特定街区、防火地域・準防火地域、美観地区は建築

基準法を、また風致地区は都市計画法を根拠としながら、建築物の形態や構造

等を具体的にコントロールする。 

駐車場整備地区、臨港地区、緑地保全地区、流通業務地区、生産緑地地区等の

その他の地域地区では、個別法の規定に基づきそれぞれの目的に応じた地区の

規制が行われる。 

ち 地域防災計画 

災害対策基本法第42条の規定に基づき，市民の生命，財産を災害から守るため

の対策を実施することを目的とし，災害に係わる事務又は業務に関し，関係機

関及び他の地方公共団体の協力を得て，総合的かつ計画的な対策を定めた計画。 

都道府県あるいは市町村長を会長とする地方防災会議で決定される。 

ち 地区計画 

地区計画は、一体的に整備、開発及び保全を図るべき地区について、道路･公園

等の地区施設の配置および規模に関する事項、建築物の形態･用途・敷地等に関

する事項を総合的かつ一体的にひとつの計画として定めた都市計画である。 

地区計画の決定後は、その地区計画に沿って開発行為・建築行為等を規制・誘

導することができ、地区の特性にふさわしい態様を備えた良好な市街地の整備

及び保全を図ることが可能となる。（都市計画法第12条の4第1項第1号） 

ち 
地区防災計画 

制度 

平成25年の災害対策基本法の改正により創設された、市町村の一定の地区内の

居住者及び事業者（地区居住者等）による自発的な防災活動に関する計画づく

りのための制度のこと。 

ち 中枢コア 
県全域を見据えた圏域構造において、中枢となるコア(核)のことで、福岡市、

北九州市の都心部を指す。 

ち 超高齢社会 
総人口に対して65歳以上の高齢者人口が占める割合が21％を超える社会のこ

と。 

つ 通勤依存率 
特定市町村への通勤者の割合 

特定市町村への通勤者/当該市町村の就業者数×100で表す。 

て 
低炭素都市づく

り 

社会経済活動その他の活動に伴って発生する温室効果ガスの相当部分が都市に

おいて発生していることを踏まえ、都市の構造の見直しなども含め温室効果ガ

スの排出量を抑える都市を形成していく取組のこと。 
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■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

て ＴＤＭ施策 

【Transportation Demand Management】 

道路交通円滑化の施策として、車の利用の仕方や生活の工夫によって自動車交

通量を削減する道路の交通需要に関する管理のことで、交通マネジメントとも

いう。 

具体的には、車の相乗りや効率的な物流システムの構築による自動車交通量の

削減、時差通勤による交通需要の平準化などを指す。 

て 鉄軌道 
鉄道や地下鉄、モノレール、路面電車など軌道上を走行し、人や物を大量・高

速に、かつ定時に輸送できる交通 

て デマンド交通 
電話予約など利用者のニーズに応じて柔軟な運行を行う公共交通(バスやタク

シー)のこと。 

て 田園都市圏 

「筑後ネットワーク田園都市圏構想」において定義された筑後都市圏のイメー

ジであり、多くの自然・田園地帯に個性的な都市が分散立地した都市圏のこと

を指す。 

と 
特定都市再生緊

急整備地域 

都市再生の拠点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地の整

備を推進すべき地域である都市再生緊急整備地域のうち、都市の国際競争力の

強化を図る上で特に有効な地域として指定された地域のこと。本県内において

は「福岡都心地域」が指定されている。 

と 
特定用途制限 

地域 

非線引き白地地域において、パチンコ屋、風俗関係施設等の建築物が立地し、

当該区域の良好な環境の形成、保持に支障が生じている事例がみられる。 

これに対応して、非線引き白地地域において良好な環境の形成または保全を図

る観点から特定の用途の建築物その他の工作物の立地のみを規制する制度のこ

と。 

と 都市化圧力 

人口や産業が集中することにより、農地や山林等が市街地に転換されたり、す

でに市街地である場所については、より高密度な市街地が形成されようとする

度合い 

と 都市化社会 
これまでの全国的な人口増加動向にあって人口産業等が都市に集中することを

基調とする社会を表現する概念である。 

と 都市型社会 

「都市化社会」との対比的な概念として、都市計画中央審議会の答申において

用いられた言葉である。 

この「都市型社会」は国民の大多数が都市住民となり、産業・文化等の活動が

都市を共有の場として展開する成熟した社会を表現する概念を指す。 

と 都市機能 
商業、業務、居住、文化、福祉、行政など都市における活動において必要な機

能のこと。 

と 都市基盤 
道路や河川、下水道などに代表され、都市活動（生活や産業活動など）を支え

る基幹的な施設のこと。 

と 
都市計画 

運用指針 

国として今後、都市政策を進めていくうえで、都市計画制度をどのように運用

していくことが望ましいと考えているか、また、その具体の運用が、各制度の

趣旨からして、どのような考え方の下でなされることを想定しているか等につ

いての原則的な考え方（技術的な助言）を示したもの。（初版：平成12年12月策

定、最新は第7版：平成26年） 
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■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

と 都市計画区域 

市又は一定の要件に該当する町村の中心の市街地を含み、かつ、自然的・社会

的条件、人口・土地利用・交通量などの現況・推移を勘案して、一体の都市と

して総合的に整備、開発、保全する必要がある区域を都市計画区域として都道

府県知事が指定する。（都市計画法第5条第1項） 

都市計画区域を指定すれば、1ha未満の開発行為も開発許可の取得が義務付けら

れ、建築物等への建築基準法による集団規定の適用等がなされる。 

また、都市の将来像を示すマスタープランに基づき、各種都市計画の決定や都

市施設の整備が行われ、市街地開発事業の実施も可能となる。 

と 
都市計画区域 

マスタープラン 

都市計画法に定められている「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」は、

通常「都市計画区域マスタープラン」と称される。「都市計画区域の整備、開発

及び保全の方針」は、都市計画法において、次のように定められている。 

1．都市計画区域については、都市計画に当該都市計画区域の整備、開発及び

保全の方針を定めるものとする。 

2．都市計画区域の整備、開発及び保全の方針には、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

①都市計画の目標 

②区域区分の決定の有無及び当該区域区分を定めるときはその方針 

③前号に掲げるもののほか、土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業

に関する主要な都市計画の決定の方針 

3．都市計画区域について定められる都市計画は、当該都市計画区域の整備、

開発及び保全の方針に即したものでなければならない。 

と 

都市計画区域の

整備、開発及び

保全の方針 

通称「都市計画区域マスタープラン」という。 

（解説は「都市計画区域マスタープラン」を参照） 

と 都市計画審議会 

都市計画に関する事項を調査審議するため設置された付属機関の総称で、都道

府県都市計画審議会、市町村都市計画審議会の2種がある。 

都道府県都市計画審議会は、都市計画法第77条の規定に基づき都道府県に設置

することが義務づけられている。 

都道府県都市計画審議会の果たすべき役割は、「都道府県知事の諮問に応じ、都

市計画に関する事項を調査審議すること」などである。 

市町村都市計画審議会は、都道府県都市計画審議会のように設置義務があるも

のではなく「市町村に、市町村都市計画審議会を置くことができる（都計法第

77条の2第1項）」とされていることから、その設置は任意である。 

したがって、市町村に都市計画審議会を置かない場合には、その業務は「当該

市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会」が行うこととなる。 

市町村都市計画審議会の果すべき役割は、「市町村長の諮問に応じ、都市計画に

関する事項を調査審議すること」などである。 

なお、国には社会資本整備審議会があり、国土交通大臣の諮問に応じ、都市計

画に関する重要事項を調査審議したり、都市計画に関する重要事項について、

関係行政機関に建議することができる。（都市計画法第76条） 

と 都市圏 

県内における通勤などの生活行動の繋がりを踏まえ、人の流動（動き）や社会

的な繋がり(市町村での連携など）から、本方針において設定する圏域。福岡、

北九州、筑豊、筑後の4つの都市圏を設定 
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■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

と 都市施設 

道路、公園等、都市の骨格を形成し、円滑な都市活動を確保し、良好な都市環

境を保持するための施設の総称で、都市計画法では次の施設を都市施設として

いる。（都市計画法第11条第1項各号、都計令5） 

（1）道路、都市高速鉄道、駐車場などの交通施設 

（2）公園、緑地などの公共空地 

（3）水道、下水道、ごみ焼却場などの供給施設･処理施設 

（4）河川、運河などの水路 

（5）学校、図書館、研究施設などの教育文化施設 

（6）病院、保育所などの医療施設、社会福祉施設 

（7）市場、と畜場、火葬場 

（8）一団地の住宅施設 

（9）一団地の官公庁施設 

（10）流通業務団地 

（11）電気通信施設、防風・防火・防水・除雪・防砂・防潮施設 

これらの都市施設は、土地利用、交通などの現状、将来の見通しを勘案して、

適切な規模で必要な位置に配置することにより、円滑な都市活動を確保し、良

好な都市環境を保持するように定めることとされている。 

（都市計画法第13条第1項第6号） 

と 
土地区画整理事

業 

土地区画整理事業とは、公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図るため、換

地手法による土地の区画形質の変更と、道路、公園、広場などの公共施設の整

備を行う事業である。 

と 
トランジットモ

ール 
自動車の流入を制限し、公共交通と歩行者のみで構成される商店街等のこと。 

な行 

に 二次エネルギー 

自然から直接得られる原油・石炭・天然ガス等（化石エネルギー）、水力・太陽

光等（自然エネルギー）、ウラン等（原子力エネルギー）を一次エネルギーとい

うのに対し、これらを用途に合わせ使いやすく変換加工したものを二次エネル

ギーという。ガソリン、都市ガス、電気、熱、水素エネルギーなどが該当する。 

ね 
ネットワーク型 

都市構造 

都市のコア(核)や拠点などが、道路や公共交通によりネットワークされる都市

構造のこと。 

ね 
ネットワーク 

田園都市圏 

田園都市圏の都市間が交通軸や情報などでネットワークされ、連携が図られた

都市圏像のこと。（田園都市圏については「田園都市圏」参照） 

の 
農業集落 

排水事業 

農業集落においてし尿、生活雑排水などの汚水等を処理する施設の整備を行う

事業のこと。 

の 農山漁村 
ここでいう農山漁村とは、農村、漁村や山間部、離島などを含めた総称であり、

主に農林漁業にかかわる生産活動が行われる地域を指す。 

は行 

は 
パークアンド 

ライド 

交通混雑を緩和するために、車を都市郊外の駐車場に止めて公共交通機関に乗

り換え、都心部あるいは特定地域に入る方法 

は 
パーソントリッ

プ調査 

調査対象地域内において「人の動き」（パーソントリップ）について、移動の目

的や利用した手段などを把握するための調査のこと。 

は 
バスベイ・カッ

ト 

バスの停留所において、歩道に切り込みを入れるなどにより、バス停でのバス

停車に伴う交通渋滞の発生を軽減するために設置されるもの。 

は ハンプ 車路に凸部を設けて、車のスピードを減速させ、徐行をうながすもの。 

ひ ＢＲＴ 

従来型の鉄道とバスとの中間の輸送力を持つバス高速輸送システムで、バス専

用道路や常設の専用バスレーンを設け、交通渋滞に影響されずに運行し、定時

性を確保することが可能 

ひ 非線引き 
都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分する制度を適用しない場合

をいう。（「線引き」参照） 
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■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

ひ 
非線引き用途 

白地地域 
区域区分を行っていない都市計画区域で用途地域が指定されていない地域 

ふ ファサード 
正面玄関のある面の立面のこと。 

主に道路側から見て建築物正面の顔にあたる部位を指す。 

ふ 風致地区 

都市における良好な自然環境の維持、保全を目的として定めるもので、条例に

より、建築物の建築や宅地の造成、木材の伐採、土砂の採取・堆積などの行為

を規制する地区 

へ 
ペデストリアン 

デッキ 

高架歩道というべき、歩行者専用通路のこと。 

駅前広場等に設置される歩行者のための高架構造物をいい、歩行者と自動車の

動線が分離されることにより、歩行者の利便性向上と自動車交通の効率化を図

ることができる。 

ま行 

み ミクストユース 

商業・業務・住宅・福祉・文化などによる複合的な土地利用 

市街地部におけるこれまでの土地利用計画のあり方は、生活環境の保全や業務

の利便性を主眼として土地利用を「純化」させることを目的としてきた。 

これに対し、まちなかにおいて調和可能な用途相互による土地の積極的な「多

目的（複合的）利用」を許容することにより、都市生活の利便性向上、産業の

活性化、多様な世代によるコミュニティ形成、にぎわい創出を図ろうとする考

え方 

み 
水と緑の 

ネットワーク 

水と緑のネットワークは、水や緑の連続した空間や拠点などからなる骨格軸の

ことで、それらを基盤とした面的な広がりを形成することにより、水や緑の持

つ機能を複合的・効果的に発揮するもの。 

み 密集市街地 
老朽木造建築物が相当含まれ、かつ道路などの公共施設の整備水準が低く、防

災機能が確保されていない市街地のこと。 

み ミニ開発 

市街地内で開発許可の対象にならない宅地を細分化して建て売り住宅を建て、

開発を進めること。 

そのほとんどが、数戸単位の小さな分譲宅地であり、幅員4ｍほどの狭い道路で

しか取り付けがなく、袋小路となっているものもあるため、住環境や防災面の

問題がみられるケースがある。 

も 
モビリティ 

マネジメント 

1人1人のモビリティ（移動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向（過度な

自動車利用から公共交通等を適切に利用する等）に変化することを自発的に促

す交通政策のこと。 

や行 

ゆ 誘導容積制度 

道路などの公共施設の整備が不十分な地区における地区計画において、容積率

を2段階で定めながら、道路などができた段階で高い方の容積率を適用すること

により、土地の有効利用を誘導する制度 

ゆ 
ユニバーサル 

デザイン 

年齢、性別、身体、言語など、人々が持つ様々な特性や違いを超えて、はじめ

から、できるだけすべての人が利用しやすいように配慮した環境、建物、製品

等のデザインをしていこうという考え方 

よ 容積率 建築物の敷地面積に対する延床面積の割合 

よ 用途地域 

都市機能の維持増進や住環境の保全等を目的とした土地の合理的利用を図るた

め、都市計画法に基づき、建築物の用途、容積率、建ぺい率および各種の高さ

について定める。地域地区の一つ 
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■福岡県 都市計画基本方針用語集 

頭文字 用 語 解 説 

ら行 

り 流域まちづくり 河川流域において線としての一体性を持ったまちづくりのこと。 

り 緑化協定 

都市緑地保全法第14条に基づき、一団の土地又は道路・河川などに隣接する土

地の所有者などが市街地の良好な環境を確保するために結ぶ緑地の保全又は緑

化に関する協定 

り 緑化地域制度 

都市緑地法に第34条に基づき、緑が不足している市街地などにおいて、一定規

模以上の建築物の新築や増築を行う場合に、敷地面積の一定割合以上の緑化を

義務づける制度 

り 緑地協定制度 
都市緑地法第45条、第54条に基づき、土地所有者等の合意によって緑地の保全

や緑化に関する協定を締結する制度 

り 緑地保全地区 

緑地保全地区は、良好な自然環境を形成する樹林地、草地、水辺地等で、公害

または災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯としての適切な位置、規

模および形態を有する地区を保全するために定めるもの。地域地区の一つ。 

この地区内では、建築物の建築や宅地造成、木竹の伐採等が規制される。 

れ 連携軸 県全域を見据えた圏域構造において、コア(核)となる都市間を連携する軸 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


